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43 条-1 

 

1. 要求事項の整理 

「常陽」の炉心は、増殖炉心（以下「ＭＫ－Ⅰ炉心」という。）から照射用炉心（以下「ＭＫ－Ⅱ

炉心」という。）へ変更された後、更に変更を加え、熱出力を 140MW とした照射用炉心（以下「ＭＫ

－Ⅲ炉心」という。）に変更された。本申請では、更に変更を加え、熱出力を 100MW とした照射用炉

心（以下「ＭＫ－Ⅳ炉心」という。）を対象とする【「炉心の変更」に関する基本方針：別紙 1参照】。

試験炉設置許可基準規則第 43 条における要求事項等を第 1.1 表に示す【照射燃料集合体の安全設計

において参考とした指針と設置許可基準規則の比較：別紙 2参照】。 

 

 

第 1.1 表 試験炉設置許可基準規則第 43 条における要求事項及び本申請における変更の有無 

 

要求事項 変更 

の有無 

１ 試験用燃料体は、次に掲げるものでなければならない。 

一 試験計画の範囲内において、試験用燃料体の健全性を維持できない場合におい

ても、燃料体の性状又は性能に悪影響を与えないものであること。 

二 設計基準事故時において、試験用燃料体が破損した場合においても、試験研究

用等原子炉を安全に停止するために必要な機能及び炉心の冷却機能を損なうおそ

れがないものであること。 

三 放射性物質の漏えい量を抑制するための措置を講じたものであること。 

四 輸送中又は取扱中において、著しい変形が生じないものであること。 

【解釈】 

・ 第１号に規定する「試験計画の範囲内において、試験用燃料体の健全性を維

持できない場合」とは、試験計画で制限した範囲内で、被覆材の破損あるいは

燃料棒にあっては燃料材の一部に溶融が生じる場合等をいう。 

・ 第１号に規定する「燃料体の性状又は性能に悪影響を与えない」とは、試験

計画の範囲内で、燃料体の機能及び健全性を阻害しないことをいう。 

・ 第２号に規定する「試験研究用等原子炉を安全に停止するために必要な機能

及び炉心の冷却機能を損なうおそれがない」とは、燃料の許容設計限界を超え

ないこと及び試験用燃料体がその許容試験限界を超えないことをいう。なお、

試験用燃料体の「許容試験限界」とは、試験用燃料体があらかじめ計画した範

囲内で被覆材の破損又は燃料棒にあっては燃料材の一部溶融等の試験を行う

ことができる限界をいい、運転時の異常な過渡変化時においても、その損傷に

より燃料体の健全性を損なうことのないことが要求される。 

・ 第３号に規定する「放射性物質の漏えい量を抑制するための措置」とは、被

覆材の破損による一次冷却材中への核分裂生成物等の放射性物質の放出量を、

試験用燃料体の破損範囲の限定、破損燃料検出設備による運転監視等により適

切に制限できる措置をいう。 

有 
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2. 要求事項への適合性 

2.1 照射燃料集合体の種類及び構造 

照射燃料集合体は、設計基準事故時において、照射燃料集合体が破損した場合においても、

原子炉を安全に停止するために必要な機能及び炉心の冷却機能を損なうおそれがないように、

また、輸送中又は取扱中において、著しい変形が生じないように設計する。 

照射燃料集合体は、高速増殖炉用燃料の開発及び高速炉用燃料の設計精度の向上に使用する

ものであり、構造がそれぞれ異なるＡ型、Ｂ型、Ｃ型及びＤ型照射燃料集合体の 4 種類から構

成する。なお、一部の照射試験にあっては、炉心燃料集合体の設計方針に定める制限を超え、

又は、超える可能性のある場合がある。これらの照射試験には、燃料要素の被覆管が開孔する

可能性のある条件で照射を行う限界照射試験、照射挙動が不明確な材料を燃料材に用いた燃料

要素を照射する先行試験、及び照射挙動が不明確な材料を被覆材に用いた燃料要素を照射する

基礎試験がある。主要設備を以下に示す【照射燃料集合体の構造概要と燃料要素の種類の変更：

別紙 3参照】。 

（１）燃料要素 

燃料要素の主要仕様を第 2.1.1 表に示す。燃料要素は、寸法及び組成の異なる、Ⅲ型

及びⅣ型特殊燃料要素、Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素、先行試験用要素、基礎試験

用要素、Ａ型用炉心燃料要素（Ａ型照射燃料集合体に装填するＡ型用炉心燃料要素（内

側）及びＡ型用炉心燃料要素（外側）の 2種類とする。）及び限界照射試験用補助要素

の 9種類から構成する。 

これらの燃料要素は、燃料部を被覆管に挿入し、その上下に熱遮へい部（燃料部が金

属燃料の燃料要素を除く。）を、上部の熱遮へい部の上にプレナムスプリング等（燃料

部と被覆管との熱伝達を燃料要素内に充填するナトリウムで行うナトリウムボンド型

の燃料要素及び燃料部が振動充填燃料の燃料要素を除く。）を入れ、両端に端栓を溶接

した密封構造とし、内部に不活性ガスを封入する。 

（２）燃料集合体 

照射燃料集合体の概略構造を第 2.1.1 図に、主要仕様を第 2.1.2 表に示す。照射燃

料集合体は、炉心燃料集合体と同様に、燃料要素、ラッパ管、ハンドリングヘッド及び

エントランスノズル等から構成する。照射燃料集合体の種類は、燃料集合体の中央に試

料部を設けたＡ型照射燃料集合体、燃料集合体内に数本のコンパートメントを納めた

Ｂ型及びＤ型照射燃料集合体、炉心燃料集合体と同様な形状のＣ型照射燃料集合体の 4

種類とする。 

コンパートメントは、照射燃料集合体の内部において独自に冷却材流量を設定でき

る二重の円筒管（α型コンパートメントにおいては、外管に六角管も用いる。）であり、

その種類は装填する燃料要素の種類及び本数並びに構造及び主要寸法等の組合せによ

りα型、β型、γ型及びδ型コンパートメントの 4種類に分類される。なお、α型及び

γ型コンパートメントは、燃料要素最大 5本をピンタイロッドの周囲に配置し、ワイヤ

スペーサ等で燃料要素間を保持する構造とする。β型及びδ型コンパートメントは、燃

料要素 1 本をシュラウド管に装填し、ワイヤスペーサ等で燃料要素とシュラウド管と

の間を保持する構造とする。先行試験用γ型コンパートメントは、燃料要素 1本をシュ
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ラウド管に装填し、ワイヤスペーサ等で燃料要素とシュラウド管との間を保持し、これ

を上部と下部にストレーナを有した管構造である内壁構造容器に装填し、この内壁構

造容器を納めた構造とする。基礎試験用γ型コンパートメントは、燃料要素 1本をシュ

ラウド管に装填し、ワイヤスペーサ等で燃料要素とシュラウド管との間を保持し、これ

を密封型の管構造である密封構造容器に装填し、この密封構造容器を納めた構造とす

る。照射燃料集合体の構造を以下に示す。 

（ⅰ）Ａ型照射燃料集合体 

Ａ型照射燃料集合体は、試料部の周囲に、スパイラルワイヤを巻いたＡ型用炉心燃

料要素を炉心燃料集合体と同じ燃料要素ピッチで正三角格子状に配置して、全体をラ

ッパ管に納め、この下部にエントランスノズルを、上部にハンドリングヘッドを配し

た構造とする。 

試料部は、燃料要素 7本のバンドル（正三角格子状に配置した燃料要素の束）を二

重のステンレス鋼の試料部六角管に納めたもの、α型又はβ型コンパートメントをス

テンレス鋼の試料部六角管に納めた構造とする。 

Ａ型照射燃料集合体は、燃料材が占める体積比率が比較的大きいため、高い中性子

束による照射試験ができる機能を有する。また、コンパートメントを有するものにあ

っては、コンパートメントを適宜取り出すことにより照射中の燃料要素の健全性を追

跡確認できる機能を有する。 

（ⅱ）Ｂ型照射燃料集合体 

Ｂ型照射燃料集合体は、燃料集合体の中央部に設けたステンレス鋼のタイロッドの

まわりに、γ型コンパートメント 6本を配し、全体をラッパ管に納め、この下部にエ

ントランスノズルを、上部にハンドリングヘッドを配した構造とする。Ｂ型照射燃料

集合体は、ほぼ同一の照射条件下でパラメトリックなデータを得ることができ、また、

コンパートメントを適宜取り出すことにより照射中の燃料要素の健全性を追跡確認

できる機能を有する。 

先行試験用γ型コンパートメント内には内壁構造容器 1本が納められ、この内壁構

造容器内に先行試験用要素を装填することにより、燃料溶融状態の先行試験用要素の

被覆管が、万一、破損しても、先行試験用要素以外の燃料要素の健全性に影響を与え

ない構造とする。 

基礎試験用γ型コンパートメント内には密封構造容器 1本が納められ、この密封構

造容器内に基礎試験用要素を装填することにより、基礎試験用要素の被覆管が開孔し

ても、基礎試験用要素以外の燃料要素の健全性に影響を与えない構造とする。 

（ⅲ）Ｃ型照射燃料集合体 

Ｃ型照射燃料集合体は、燃料要素最大 91 本のバンドルをステンレス鋼の試料部六

角管に納め、これをラッパ管に納め、この下部にエントランスノズルを、上部にハン

ドリングヘッドを配した構造とする。Ｃ型照射燃料集合体は、同時に多数の照射デー

タを得ることができ、燃料要素の健全性を統計的に確認できる機能を有する。 

また、照射条件をオンラインで計測するものにあっては、検出器を取り付け、計測

線を炉外に引き出す構造とする。計測線付Ｃ型照射燃料集合体は、内側延長管、外側
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延長管、ハウジング等の上部構造により炉心上部機構に支持する。上部案内管、外側

延長管及び内側延長管の間隙には、ステンレス鋼、炭化ほう素等の遮へい体を設ける。

計測線付Ｃ型照射燃料集合体の試料部は、燃料交換時に回転プラグが回転できるよう

に、下部案内管によりガイドして上部案内管に引き上げる。計測線は、照射試験終了

後計測線付Ｃ型照射燃料集合体の取り出し時に、内側延長管と外側延長管により切断

し、上部構造と切り離す。計測線付Ｃ型照射燃料集合体の概略構造を第 2.1.2 図に示

す。 

（ⅳ）Ｄ型照射燃料集合体 

Ｄ型照射燃料集合体は、燃料集合体の中央部に設けたステンレス鋼のタイロッドの

まわりに、γ型コンパートメント 6本、δ型コンパートメント 18 本、又は、これら 2

種類のコンパートメントを混在させて配し、全体をラッパ管に納め、この下部にエン

トランスノズルを、上部にハンドリングヘッドを配した構造とする。Ｄ型照射燃料集

合体は、ほぼ同一の照射条件下で燃料要素 1 本ごとに最大 18 のパラメータを設定し

て照射データを得ることができ、また、コンパートメントを適宜取り出すことにより

照射中の燃料要素の健全性を追跡確認できる機能を有する。 
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へ
い

部

燃
料

ペ
レ

ッ
ト

の
初

期
密

度
燃

料
ペ

レ
ッ

ト
（

中
実

）
直

径
燃

料
ペ

レ
ッ

ト
（

中
空

）
外

径
／

内
径

燃
料

ペ
レ

ッ
ト

長
さ

種
類

照
射

燃
料

集
合

体

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
9
5
％

理
論

密
度

以
下

5
.
3
～

7
.
5
m
m

5
.
3
～

7
.
5
m
m
／

約
2
m
m

1
5
m
m
以

下
ウ

ラ
ン

酸
化

物
＊

３

焼
結

ペ
レ

ッ
ト

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
9
5
％

理
論

密
度

以
下

5
.
1
8
～

6
.
1
8
m
m

5
.
1
8
～

6
.
1
8
m
m
／

約
2
m
m

同
上

同
上

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

9
5
％

理
論

密
度

以
下

5
.
3
～

6
.
6
m
m

－
同

上
同

上

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

9
5
％

理
論

密
度

以
下

5
.
1
8
～

6
.
1
8
m
m

－
同

上
同

上

　
先

行
試

験
用

要
素

9
5
％

理
論

密
度

以
下

4
.
6
～

7
.
5
m
m

4
.
6
～

7
.
5
m
m
／

約
2
m
m

同
上

ウ
ラ

ン
の

酸
化

物
、

＊
４

＊
６

炭
化

物
、

窒
化

物
ま

た
は

金
属

　
基

礎
試

験
用

要
素

9
5
％

理
論

密
度

以
下

4
.
6
～

7
.
5
m
m

4
.
6
～

7
.
5
m
m
／

約
2
m
m

同
上

ウ
ラ

ン
酸

化
物

焼
結

ペ
レ

ッ
ト

＊
４

ウ
ラ

ン
炭

化
物

焼
結

ペ
レ

ッ
ト

、

ウ
ラ

ン
窒

化
物

焼
結

ペ
レ

ッ
ト

ま
た

は
ウ

ラ
ン

金
属

ス
ラ

グ

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
内

側
）

約
9
4
％

理
論

密
度

約
4
.
6
m
m

－
約

9
m
m

ウ
ラ

ン
酸

化
物

＊
３

焼
結

ペ
レ

ッ
ト

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
外

側
）

約
9
4
％

理
論

密
度

約
4
.
6
m
m

－
約

9
m
m

同
上

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

9
5
％

理
論

密
度

以
下

5
.
3
～

6
.
6
m
m

－
1
5
m
m
以

下
同

上

第
2
.
1
.
1
表
　
燃
料
要
素
の
主
要
仕
様
（
2
／
5
）

燃
料

材

燃
料

部

[8]
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材
料

外
径

肉
厚

端
栓

ス
パ

イ
ラ

ル
ワ

イ
ヤ

照
射

燃
料

集
合

体

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
6
.
4
～

8
.
5
m
m

0
.
4
～

0
.
7
m
m

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
高

速
炉

用
フ

ェ
ラ

イ
ト

系
6
.
5
～

7
.
5
m
m

0
.
5
6
～

0
.
7
6
m
m

高
速

炉
用

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

高
速

炉
用

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

6
.
4
～

7
.
5
m
m

0
.
4
～

0
.
6
m
m

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

高
速

炉
用

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

6
.
5
～

7
.
5
m
m

0
.
5
6
～

0
.
7
6
m
m

高
速

炉
用

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

高
速

炉
用

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
先

行
試

験
用

要
素

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

5
.
4
～

8
.
5
m
m

0
.
3
～

0
.
8
m
m

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ま
た

は
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
ま

た
は

高
速

炉
用

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

高
速

炉
用

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

（
酸

化
物

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

（
酸

化
物

分
散

強
化

型
を

含
む

）
分

散
強

化
型

を
含

む
）

　
基

礎
試

験
用

要
素

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

同
上

同
上

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

同
上

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
内

側
）

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

約
5
.
5
m
m

約
0
.
3
5
m
m

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
外

側
）

同
上

同
上

同
上

同
上

同
上

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

同
上

6
.
4
～

7
.
5
m
m

0
.
4
～

0
.
6
m
m

同
上

同
上

被
覆

管

第
2
.
1
.
1
表

　
燃

料
要

素
の

主
要

仕
様

（
3
／

5
）

そ
の

他
の

部
品

の
材

料

[9]
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上
部

反
射

体
ペ

レ
ッ

ト
及

び
下

部
反

射
体

ペ
レ

ッ
ト

プ
レ

ナ
ム

ス
プ

リ
ン

グ
プ

レ
ナ

ム
ス

リ
ー

ブ

照
射

燃
料

集
合

体

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
ス

テ
ン

レ
ス

鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
高

速
炉

用
フ

ェ
ラ

イ
ト

系
同

上
同

上

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

同
上

同
上

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

高
速

炉
用

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

同
上

同
上

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
先

行
試

験
用

要
素

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

同
上

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
基

礎
試

験
用

要
素

同
上

同
上

同
上

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
内

側
）

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

Ｓ
Ｕ

Ｓ
３

０
４

同
上

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
外

側
）

同
上

同
上

同
上

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

同
上

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

同
上

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

第
2
.
1
.
1
表
　
燃
料
要
素
の
主
要
仕
様
（
4
／
5
）

そ
の

他
の

部
品

の
材

料

[10]
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燃
料

ペ
レ

ッ
ト

－
被

覆
管

間
隙

（
半

径
）

ガ
ス

プ
レ

ナ
ム

長
さ

燃
料

要
素

有
効

長
さ

（
燃

料
部

）
燃

料
要

素
全

長

照
射

燃
料

集
合

体

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
0
.
2
m
m
以

下
9
0
c
m
以

下
5
0
c
m
以

下
2
0
0
c
m
以

下

（
5
5
c
m
以

下
＊

５
）

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
約

0
.
1
m
m

同
上

同
上

同
上

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

0
.
2
m
m
以

下
同

上
同

上
同

上

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

約
0
.
1
m
m

同
上

同
上

同
上

　
先

行
試

験
用

要
素

0
.
2
m
m
以

下
1
5
0
c
m
以

下
同

上
2
0
0
c
m
以

下

　
基

礎
試

験
用

要
素

同
上

同
上

同
上

同
上

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
内

側
）

約
0
.
1
m
m

約
5
8
c
m

同
上

約
1
5
4
c
m

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
外

側
）

同
上

同
上

同
上

同
上

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

0
.
2
m
m
以

下
9
0
c
m
以

下
同

上
2
0
0
c
m
以

下

＊
２

　
：

　
(
2
3
9
P
u
+
2
4
1
P
u
)
/
(
P
u
+
2
4
1
A
m
+
Ｕ

)
　

。

＊
３

　
：

　
劣

化
ウ

ラ
ン

。

＊
４

　
：

　
天

然
ウ

ラ
ン

ま
た

は
劣

化
ウ

ラ
ン

。

＊
５

　
：

　
Ｍ

Ｋ
－

Ⅱ
炉

心
か

ら
継

続
し

て
使

用
す

る
燃

料
要

素
の

場
合

。

＊
６

　
：

　
燃

料
材

の
他

、
マ

イ
ナ

ー
ア

ク
チ

ニ
ド

や
核

分
裂

生
成

物
を

混
入

さ
せ

る
場

合
が

あ
る

。
　

　
　

　
た

だ
し

、
マ

イ
ナ

ー
ア

ク
チ

ニ
ド

及
び

核
分

裂
生

成
物

の
最

大
混

入
割

合
は

5
0
w
t
％

と
す

る
。

＊
７

　
：

　
ペ

レ
ッ

ト
で

な
い

酸
化

物
の

場
合

、
Ｏ

／
Ｍ

比
を

調
整

す
る

た
め

、
ウ

ラ
ン

金
属

を
混

入
さ

せ
る

場
合

が
あ

る
。

　
　

　
　

た
だ

し
、

ウ
ラ

ン
金

属
の

最
大

混
入

割
合

は
1
0
w
t
％

と
す

る
。

第
2
.
1
.
1
表

　
燃

料
要

素
の

主
要

仕
様

（
5
／

5
）

＊
１

　
：

　
P
u
/
(
P
u
+
2
4
1
A
m
+
Ｕ

)
。

[11]
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バ
ン

ド
ル

型
コ

ン
パ

ー
ト

メ
ン

ト
型

ラ
ッ

パ
管

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
六

角
外

対
辺

長
さ

約
7
8
.
5
m
m

約
7
8
.
5
m
m

約
7
8
.
5
m
m

約
7
8
.
5
m
m
＊

５
約

7
8
.
5
m
m

ハ
ン

ド
リ

ン
グ

ヘ
ッ

ド

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

エ
ン

ト
ラ

ン
ス

ノ
ズ

ル

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

試
料

部
六

角
管

　
材

料
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
－

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

－

タ
イ

ロ
ッ

ド

　
個

数
－

－
1
本

－
1
本

　
材

料
－

－
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
－

Ｓ
Ｕ

Ｓ
３

１
６

相
当

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

　
装

填
個

数
－

1
本

6
本

－
6
～

1
8
本

　
　

α
型

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

－
最

大
1
本

－
－

－

　
　

β
型

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

－
最

大
1
本

－
－

－

　
　

γ
型

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

－
－

6
本

＊
1

－
最

大
6
本

＊
1

　
　

δ
型

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

－
－

－
－

最
大

1
8
本

＊
1

第
2
.
1
.
2
表
　
燃
料
集
合
体
の
主
要
仕
様
（
1
／
5
）

Ｂ
型

照
射

燃
料

集
合

体
Ｃ

型
照

射
燃

料
集

合
体

Ｄ
型

照
射

燃
料

集
合

体

照
射

燃
料

集
合

体

Ａ
型

照
射

燃
料

集
合

体

[12]
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バ
ン

ド
ル

型
コ

ン
パ

ー
ト

メ
ン

ト
型

装
填

燃
料

要
素

個
数

最
大

1
1
5
本

最
大

1
1
3
本

最
大

3
0
本

最
大

9
1
本

最
大

3
0
本

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
最

大
7
本

最
大

5
本

最
大

3
0
本

最
大

9
1
本

最
大

3
0
本

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
最

大
7
本

最
大

5
本

最
大

3
0
本

最
大

9
1
本

最
大

3
0
本

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

－
最

大
1
本

最
大

6
本

－
最

大
6
本

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

－
最

大
1
本

最
大

6
本

－
最

大
6
本

　
先

行
試

験
用

要
素

－
－

最
大

6
本

－
－

　
基

礎
試

験
用

要
素

－
－

最
大

6
本

－
－

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
内

側
）

最
大

1
0
8
本

最
大

1
0
8
本

－
－

－

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
外

側
）

最
大

1
0
8
本

最
大

1
0
8
本

－
－

－

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

－
－

最
大

1
8
本

－
最

大
1
8
本

燃
料

要
素

ピ
ッ

チ

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

－
6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

－
6
～

1
1
m
m

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

－
6
～

1
1
m
m

6
～

1
1
m
m

－
6
～

1
1
m
m

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
内

側
）

約
6
.
4
7
m
m

約
6
.
4
7
m
m

－
－

－

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

（
外

側
）

約
6
.
4
7
m
m

約
6
.
4
7
m
m

－
－

－

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

－
－

6
～

1
1
m
m

－
6
～

1
1
m
m

燃
料

要
素

配
列

正
三

角
格

子
配

列
等

正
三

角
格

子
配

列
等

＊
４

－
正

三
角

格
子

配
列

等
－

燃
料

要
素

間
隔

保
持

方
式

ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

及
び

ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

、
ワ

イ
ヤ

ス
ペ

ー
サ

型
、

ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

及
び

ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

、
グ

リ
ッ

ド
ス

ペ
ー

サ
型

グ
リ

ッ
ド

ス
ペ

ー
サ

型
及

び
グ

リ
ッ

ド
ス

ペ
ー

サ
型

及
び

グ
リ

ッ
ド

ス
ペ

ー
サ

型
グ

リ
ッ

ド
ス

ペ
ー

サ
型

及
び

シ
ュ

ラ
ウ

ド
管

型
シ

ュ
ラ

ウ
ド

管
型

シ
ュ

ラ
ウ

ド
管

型

燃
料

集
合

体
全

長
約

2
9
7
c
m

約
2
9
7
c
m

約
2
9
7
c
m

約
2
9
7
c
m
＊

６
約

2
9
7
c
m

第
2
.
1
.
2
表
　
燃
料
集
合
体
の
主
要
仕
様
（
2
／
5
）

照
射

燃
料

集
合

体

Ａ
型

照
射

燃
料

集
合

体
Ｄ

型
照

射
燃

料
集

合
体

Ｃ
型

照
射

燃
料

集
合

体
＊

１
Ｂ

型
照

射
燃

料
集

合
体

[13]
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ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

グ
リ

ッ
ド

ス
ペ

ー
サ

型
ワ

イ
ヤ

ス
ペ

ー
サ

型
シ

ュ
ラ

ウ
ド

管
型

外
管

　
個

数
1
本

1
本

1
本

1
本

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
外

径
－

－
約

2
3
.
1
m
m

約
2
3
.
1
m
m

　
肉

厚
－

－
約

0
.
5
5
m
m

約
0
.
5
5
m
m

内
管

　
個

数
1
本

1
本

1
本

1
本

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
内

径
－

－
約

1
4
～

1
9
m
m

約
1
4
～

1
9
m
m

　
肉

厚
－

－
約

0
.
5
5
m
m

約
0
.
5
5
m
m

ピ
ン

タ
イ

ロ
ッ

ド

　
個

数
1
本

ま
た

は
3
本

1
本

ま
た

は
3
本

－
－

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
－

－

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

－
－

シ
ュ

ラ
ウ

ド
管

　
個

数
－

－
1
本

1
本

　
材

料
－

－
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

装
填

燃
料

要
素

個
数

最
大

5
本

最
大

5
本

1
本

1
本

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
最

大
5
本

最
大

5
本

－
－

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
最

大
5
本

最
大

5
本

－
－

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

－
－

最
大

1
本

最
大

1
本

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

－
－

最
大

1
本

最
大

1
本

燃
料

要
素

間
隔

保
持

方
式

ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

グ
リ

ッ
ド

ス
ペ

ー
サ

型
ワ

イ
ヤ

ス
ペ

ー
サ

型
シ

ュ
ラ

ウ
ド

管
型

第
2
.
1
.
2
表

　
燃

料
集

合
体

の
主

要
仕

様
（

3
／

5
）

照
射

燃
料

集
合

体

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

α
型

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

β
型

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

[14]
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ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

シ
ュ

ラ
ウ

ド
管

型
ワ

イ
ヤ

ス
ペ

ー
サ

型
シ

ュ
ラ

ウ
ド

管
型

外
管

　
個

数
1
本

1
本

1
本

1
本

1
本

1
本

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
外

径
約

2
6
.
4
m
m

約
2
6
.
4
m
m

約
2
6
.
4
m
m

約
2
6
.
4
m
m

約
2
6
.
4
m
m

約
2
6
.
4
m
m

　
肉

厚
約

0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

内
管

　
個

数
1
本

1
本

1
本

1
本

1
本

1
本

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
内

径
－

約
2
2
.
4
m
m

約
2
2
.
4
m
m

約
2
2
.
4
m
m

約
2
2
.
4
m
m

約
2
2
.
4
m
m

　
肉

厚
約

0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

約
0
.
6
m
m

ピ
ン

タ
イ

ロ
ッ

ド

　
個

数
1
本

ま
た

は
3
本

1
本

ま
た

は
3
本

－
－

－
－

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
－

－
－

－

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

シ
ュ

ラ
ウ

ド
管

　
個

数
－

－
1
本

1
本

1
本

1
本

　
材

料
－

－
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

内
壁

構
造

容
器

ま
た

は
密

封
構

造
容

器

　
個

数
－

－
内

壁
構

造
容

器
1
本

＊
７

内
壁

構
造

容
器

1
本

＊
７

密
封

構
造

容
器

1
本

＊
７

密
封

構
造

容
器

1
本

＊
７

　
材

料
－

－
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
内

径
－

－
1
3
m
m
以

下
1
3
m
m
以

下
1
3
m
m
以

下
1
3
m
m
以

下

　
肉

厚
－

－
2
.
8
m
m
以

上
2
.
8
m
m
以

上
2
.
8
m
m
以

上
2
.
8
m
m
以

上

装
填

燃
料

要
素

個
数

最
大

5
本

＊
２

最
大

5
本

＊
２

1
本

＊
２

1
本

＊
２

1
本

＊
２

1
本

＊
２

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
最

大
5
本

最
大

5
本

－
－

－
－

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
最

大
5
本

最
大

5
本

－
－

－
－

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

最
大

1
本

＊
３

最
大

1
本

＊
３

－
－

－
－

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

最
大

1
本

＊
３

最
大

1
本

＊
３

－
－

－
－

　
先

行
試

験
用

要
素

－
－

最
大

1
本

最
大

1
本

－
－

　
基

礎
試

験
用

要
素

－
－

－
－

最
大

1
本

最
大

1
本

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

最
大

3
本

＊
３

最
大

3
本

＊
３

－
－

－
－

燃
料

要
素

間
隔

保
持

方
式

ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

グ
リ

ッ
ド

ス
ペ

ー
サ

型
ワ

イ
ヤ

ス
ペ

ー
サ

型
シ

ュ
ラ

ウ
ド

管
型

ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

シ
ュ

ラ
ウ

ド
管

型

第
2
.
1
.
2
表
　
燃
料
集
合
体
の
主
要
仕
様
（
4
／
5
）

先
行

試
験

用
基

礎
試

験
用

照
射

燃
料

集
合

体

γ
型

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

グ
リ

ッ
ド

ス
ペ

ー
サ

型

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

[15]
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ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

シ
ュ

ラ
ウ

ド
管

型

外
管

　
個

数
1
本

1
本

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
外

径
約

1
6
.
4
m
m

約
1
6
.
4
m
m

　
肉

厚
約

0
.
4
m
m

約
0
.
4
m
m

内
管

　
個

数
1
本

1
本

　
材

料
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当
Ｓ

Ｕ
Ｓ

３
１

６
相

当

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

　
内

径
約

1
2
.
8
m
m

約
1
2
.
8
m
m

　
肉

厚
約

0
.
5
m
m

約
0
.
5
m
m

シ
ュ

ラ
ウ

ド
管

　
個

数
1
本

1
本

　
材

料
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

装
填

燃
料

要
素

個
数

1
本

＊
２

1
本

＊
２

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
最

大
1
本

最
大

1
本

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
最

大
1
本

最
大

1
本

燃
料

要
素

間
隔

保
持

方
式

ワ
イ

ヤ
ス

ペ
ー

サ
型

シ
ュ

ラ
ウ

ド
管

型

＊
１

　
：

　
照

射
燃

料
集

合
体

に
は

、
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
の

ダ
ミ

ー
要

素
の

み
を

装
填

し
た

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

を
　

　
　

　
装

填
す

る
場

合
が

あ
る

。
 
　

　
　

　
 
全

て
が

ダ
ミ

ー
要

素
と

な
る

場
合

は
、

核
燃

料
物

質
を

含
ま

な
い

試
料

を
装

填
し

た
ダ

ミ
ー

コ
ン

パ

　
　

　
　

ー
ト

メ
ン

ト
と

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

＊
２

　
：

　
燃

料
要

素
を

装
填

し
な

い
コ

ン
パ

ー
ト

メ
ン

ト
に

つ
い

て
は

、
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
の

ダ
ミ

ー
要

素
、

ま

　
　

　
　

た
は

、
核

燃
料

物
質

を
含

ま
な

い
試

料
を

装
填

す
る

。

＊
３

　
：

　
限

界
照

射
試

験
用

要
素

を
装

填
す

る
コ

ン
パ

ー
ト

メ
ン

ト
に

つ
い

て
は

、
限

界
照

射
試

験
用

要
素

1

　
　

　
　

本
を

限
界

照
射

試
験

用
補

助
要

素
3
本

と
共

に
1
本

の
コ

ン
パ

ー
ト

メ
ン

ト
に

装
填

す
る

。

＊
４

　
：

　
コ

ン
パ

ー
ト

メ
ン

ト
内

を
除

く
。

＊
５

　
：

　
計

測
線

付
Ｃ

型
照

射
燃

料
集

合
体

の
場

合
は

7
0
m
m
以

下
。

＊
６

　
：

　
計

測
線

付
Ｃ

型
照

射
燃

料
集

合
体

の
場

合
は

約
1
2
m
以

下
。

＊
７

　
：

　
燃

料
要

素
ま

た
は

ダ
ミ

ー
要

素
を

装
填

し
な

い
ダ

ミ
ー

容
器

が
あ

る
。

δ
型

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

照
射

燃
料

集
合

体

コ
ン

パ
ー

ト
メ

ン
ト

第
2
.
1
.
2
表
　
燃
料
集
合
体
の
主
要
仕
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第 2.1.1 図 照射燃料集合体（2／5） （参考用） 

〔Ａ型照射燃料集合体－限界照射試験用〕 
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第 2.1.1 図 照射燃料集合体（3／5） （参考用） 

〔Ｂ型照射燃料集合体－限界照射試験用〕 
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第 2.1.1 図 照射燃料集合体（4／5） （参考用） 

〔Ｂ型照射燃料集合体－先行試験用〕 
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第 2.1.1 図 照射燃料集合体（5／5） （参考用） 

〔Ｂ型照射燃料集合体－基礎試験用〕 
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第 2.1.2 図 計測線付Ｃ型照射燃料集合体 

  

[22]



 

43 条-21 

 

2.2 熱設計 

2.2.1 設計方針 

照射燃料集合体の熱設計は、炉心燃料集合体の設計方針に基づいて行う。ただし、試験用要

素を装填した照射燃料集合体は、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、試験用

要素が計画された範囲内でその健全性を喪失しても、他の燃料要素の健全性に影響を与えない

よう、それぞれの燃料要素について以下の方針に基づいて熱設計を行う。 

（ⅰ）Ⅲ型及びⅣ型特殊燃料要素 

Ⅲ型及びⅣ型特殊燃料要素の熱設計は、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時

において、燃料ペレットが溶融温度に達することなく、被覆管が機械的に破損せず、

かつ、冷却材が沸騰しないよう、以下の方針に基づいて行う。 

ａ．特殊燃料要素が、原子炉内における使用期間中、通常運転時及び運転時の異常

な過渡変化時に原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉冷却系統、原

子炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せて

機能することにより、熱設計基準値を超えないよう、かつ、その被覆管のクリー

プ寿命分数和と疲労寿命分数和を加えた累積損傷和が設計上の制限値である 1.0

を超えないよう、定格出力時における熱的制限値を設定し、これを満たすこと。 

ｂ．設計計算手法及び物性定数は、各種の試験研究を通じて信頼度を確認したもの

を使用すること。 

ｃ．公称値並びに工学的安全係数は、適切な安全余裕を有すること。 

（ⅱ）Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素 

Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素は、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に

おいて、被覆管の開孔による炉心への影響を最小限に抑えられるよう、以下の方針に

基づいて設計を行う。 

ａ．試験用要素が、原子炉内における使用期間中、通常運転時及び運転時の異常な

過渡変化時に原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉冷却系統、原子

炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せて機

能することにより、燃料最高温度が溶融温度に達することなく、かつ、被覆管が

計画された範囲内でその健全性を喪失しても、試験用要素以外の燃料要素の健全

性に影響を与えないよう、定格出力時における熱的制限値を設定し、これを満た

すこと。 

ｂ．設計計算手法及び物性定数は、各種の試験研究を通じて信頼度を確認したもの

を使用すること。 

ｃ．公称値並びに工学的安全係数は、適切な安全余裕を有すること。 

（ⅲ）先行試験用要素 

先行試験用要素は、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、燃料部の

溶融による炉心への影響を最小限に抑えられるよう、以下の方針に基づいて設計を行

う。 

ａ．試験用要素が、原子炉内における使用期間中、通常運転時及び運転時の異常な

過渡変化時において、酸化物燃料の燃料部が溶融しても、試験用要素以外の燃料
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要素の健全性に影響を与えないよう、定格出力時における燃料部、被覆管及び内

壁構造容器の熱的制限値を設定し、これを満たすこと。 

（ⅳ）基礎試験用要素 

基礎試験用要素は、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、被覆管の

開孔による炉心への影響を最小限に抑えられるよう、以下の方針に基づいて設計を行

う。 

ａ．試験用要素が、原子炉内における使用期間中、通常運転時及び運転時の異常な

過渡変化時において、被覆管が開孔しても、試験用要素以外の燃料要素の健全性

に影響を与えないよう、定格出力時における燃料部、被覆管及び密封構造容器の

熱的制限値を設定し、これを満たすこと。 

（ⅴ）Ａ型用炉心燃料要素 

Ａ型用炉心燃料要素の熱設計は、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時におい

て、燃料ペレットが溶融温度に達することなく、被覆管が機械的に破損せず、かつ、

冷却材が沸騰しないように、以下の方針に基づいて行う。 

ａ．Ａ型用炉心燃料要素が、原子炉内における使用期間中、通常運転時及び運転時

の異常な過渡変化時に原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉冷却系

統、原子炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と

併せて機能することにより、熱設計基準値を超えないよう、かつ、その被覆管の

クリープ寿命分数和と疲労寿命分数和を加えた累積損傷和が設計上の制限値で

ある 1.0 を超えないよう、定格出力時における熱的制限値を設定し、これを満た

すこと。 

ｂ．設計計算手法及び物性定数は、各種の試験研究を通じて信頼度を確認したもの

を使用すること。 

ｃ．公称値並びに工学的安全係数は、適切な安全余裕を有すること。 

（ⅵ）限界照射試験用補助要素 

限界照射試験用補助要素は、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、

燃料ペレットが溶融温度に達することなく、被覆管が機械的に破損せず、かつ、冷却

材が沸騰しないよう、以下の方針に基づいて設計を行う。 

ａ．試験用補助要素が、原子炉内における使用期間中、通常運転時及び運転時の異

常な過渡変化時に原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉冷却系統、

原子炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せ

て機能することにより、熱設計基準値を超えないよう、かつ、その被覆管のクリ

ープ寿命分数和と疲労寿命分数和を加えた累積損傷和が設計上の制限値である

1.0 を超えないよう、定格出力時における熱的制限値を設定し、これを満たすこ

と。 

ｂ．設計計算手法及び物性定数は、各種の試験研究を通じて信頼度を確認したもの

を使用すること。 

ｃ．公称値並びに工学的安全係数は、適切な安全余裕を有すること。 
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照射燃料集合体では、試験目的に応じて、燃料材や被覆材の種類、寸法や燃料材物性を組み

合わせ、所定の照射試験条件を実現する。そのため、設置変更許可申請の段階にあっては、想

定される照射試験を踏まえ、燃料要素の仕様を一定の範囲に限定する。 

熱設計基準値及び熱的制限値にあっては、当該仕様の組合せを考慮し、燃料最高温度又は燃

料最大溶融割合、被覆管最高温度及び冷却材最高温度について、熱設計基準値及び熱的制限値

を定める。なお、熱設計基準値及び熱的制限値は、最大値として設定したものであり、「核原料

物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の第 27 条に基づく設計及び工事の計画の

認可申請の段階にあっては、確定した燃料要素の仕様を用いて、個別に熱設計基準値及び熱的

制限値を設定するため、当該値は、設置変更許可申請の段階で定めた熱設計基準値及び熱的制

限値を下回る場合がある。 

熱設計に使用する設計計算手法及び物性定数についても、設置変更許可申請の段階で、代表

的なものを定め、設計及び工事の計画の認可申請の段階において、確定した燃料要素の仕様を

用いて個別に定めるものとする。 

また、熱設計に使用する工学的安全係数にあっては、燃料の仕様に依存しない原子炉熱出力

の測定誤差等による工学的安全係数を、設置変更許可申請の段階で定め、燃料の仕様に依存す

るものについては、設計及び工事の計画の認可申請の段階において、確定した燃料要素の仕様

を用いて個別に定める【照射燃料集合体における制限の考え方：別紙 4参照】。 

 

2.2.2 熱設計基準値及び熱的制限値【照射燃料集合体における熱設計基準値、熱的制限値の設

定：別紙 5参照】 

2.2.2.1 熱設計基準値 

照射燃料集合体に装填する燃料要素は、その仕様範囲も考慮し、最高温度となる熱設計基

準値を定める。「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の第 27 条に基づ

く設計及び工事の計画の認可申請の段階にあっては、製作する燃料要素の仕様を踏まえ、最

新知見も考慮して個別に熱設計基準値を定める。 

（ⅰ）Ⅲ型及びⅣ型特殊燃料要素 

ａ．燃料最高温度は、2,680℃とする。 

ｂ．Ⅲ型特殊燃料要素の被覆管最高温度（肉厚中心）は、890℃、Ⅳ型特殊燃料要素

の被覆管最高温度（肉厚中心）は、810℃とする。 

ｃ．冷却材最高温度は、910℃とする。 

（ⅱ）Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素 

ａ．燃料最高温度は、2,680℃とする。 

ｂ．Ⅲ型限界照射試験用要素の被覆管最高温度（肉厚中心）は、890℃、Ⅳ型限界照

射試験用要素の被覆管最高温度（肉厚中心）は、810℃とする。 

ｃ．冷却材最高温度は、910℃とする。 

（ⅲ）先行試験用要素 

ａ．燃料最高温度は、溶融温度を超えないこととする。ただし、酸化物燃料にあっ

ては、溶融温度を超える設計をする場合があるが、最大溶融割合は、30％とする。 

ｂ．被覆管最高温度（肉厚中心）は、890℃とする。 
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ｃ．内壁構造容器最高温度（肉厚中心）は、890℃とする。 

ｄ．内壁構造容器を冷却する冷却材の最高温度は、910℃とする。 

（ⅳ）基礎試験用要素 

ａ．燃料最高温度は、溶融温度を超えないこととする。 

ｂ．被覆管最高温度（肉厚中心）は、890℃とする。 

ｃ．密封構造容器最高温度（肉厚中心）は、890℃とする。 

ｄ．密封構造容器を冷却する冷却材の最高温度は、910℃とする。 

（ⅴ）Ａ型用炉心燃料要素 

ａ．燃料最高温度は、2,650℃とする。 

ｂ．被覆管最高温度（肉厚中心）は、840℃とする。 

ｃ．冷却材最高温度は、910℃とする。 

（ⅵ）限界照射試験用補助要素 

ａ．燃料最高温度は、2,680℃とする。 

ｂ．被覆管最高温度（肉厚中心）は、890℃とする。 

ｃ．冷却材最高温度は、910℃とする。 

 

2.2.2.2 熱的制限値 

照射燃料集合体に装填する燃料要素は、その仕様範囲も考慮し、最高温度となる熱的制

限値を定める。「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の第 27 条に基

づく設計及び工事の計画の認可申請の段階にあっては、製作する燃料要素の仕様を踏まえ、

最新知見も考慮して個別に熱的制限値を定める。 

（ⅰ）Ⅲ型及びⅣ型特殊燃料要素 

燃料最高温度 2,540℃ 

被覆管最高温度（肉厚中心） 

Ⅲ型特殊燃料要素 700℃ 

Ⅳ型特殊燃料要素 610℃ 

（ⅱ）Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素 

燃料最高温度 2,540℃  

ただし、被覆管の開孔時にあっては、2,680℃ 

被覆管最高温度（肉厚中心） 

Ａ型照射燃料集合体装填時 

Ⅲ型限界照射試験用要素 750℃ 

ただし、被覆管の開孔時にあっては、890℃ 

Ⅳ型限界照射試験用要素 660℃ 

ただし、被覆管の開孔時にあっては、810℃ 

Ｂ型照射燃料集合体装填時 

Ⅲ型限界照射試験用要素 700℃ 

ただし、被覆管の開孔時にあっては、890℃ 

Ⅳ型限界照射試験用要素 610℃ 
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ただし、被覆管の開孔時にあっては、810℃ 

Ｄ型照射燃料集合体装填時 

Ⅲ型限界照射試験用要素 700℃ 

ただし、被覆管の開孔時にあっては、890℃ 

Ⅳ型限界照射試験用要素 610℃ 

ただし、被覆管の開孔時にあっては、810℃ 

（ⅲ）先行試験用要素 

燃料最高温度 溶融温度以下 

ただし、酸化物燃料にあっては、最大溶融割合 20％ 

被覆管最高温度（肉厚中心） 750℃ 

内壁構造容器最高温度（肉厚中心） 675℃ 

（ⅳ）基礎試験用要素 

燃料最高温度 溶融温度以下 

被覆管最高温度（肉厚中心） 750℃ 

密封構造容器最高温度（肉厚中心） 675℃ 

（ⅴ）Ａ型用炉心燃料要素 

燃料最高温度 2,350℃ 

被覆管最高温度（肉厚中心） 620℃ 

（ⅵ）限界照射試験用補助要素 

燃料最高温度 2,540℃ 

ただし、試験用要素の被覆管の開孔時にあっては、2,680℃ 

被覆管最高温度（肉厚中心）700℃ 

ただし、試験用要素の被覆管の開孔時にあっては、890℃ 
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2.2.3 計算方法 

（１）設計計算手法 

照射燃料集合体の熱設計計算では、以下の（ⅰ）～（ⅶ）に示す式を用いる【照射燃

料集合体の熱設計計算式：別紙 7 参照】。なお、内壁構造容器の温度については、以下

の被覆管と同様に行う。また、先行試験用要素の被覆管温度については、内壁構造容器

の温度から内壁構造容器内の冷却材温度を以下の冷却材温度と同様に計算し、これを冷

却材温度として計算する。密封構造容器の温度については、以下の被覆管と同様に行う。

また、基礎試験用要素の被覆管温度については、密封構造容器の温度から密封構造容器

内の冷却材温度を以下の冷却材温度と同様に計算し、これを冷却材温度として計算する。

照射用実験装置の熱設計は、照射燃料集合体と同様に行うこととし、外側容器の温度に

ついては、以下の被覆管と同様に行う。 

 

（ⅰ）冷却材温度 

冷却材温度は、以下の式により計算する。 

     

ここで TNa：冷却材温度（℃） 

ql(x)：線出力密度（W／cm） 

W：冷却材流量（g／s） 

CP：冷却材比熱（W・s／g／℃） 

TIN：冷却材入口温度（℃） 

x：炉心下端からの距離（軸方向距離）（cm） 

（ⅱ）被覆管表面温度 

被覆管表面温度は、以下の式により計算する。 

  

ここで TCo：被覆管表面温度（℃） 

De：水力等価直径（cm） 

dCo：被覆管外径（cm） 

KNa：冷却材熱伝導度（W／cm／℃） 

Nu：ヌセルト数 

（ⅲ）被覆管内面温度 

被覆管内面温度は、以下の式により計算する。 

   

ここで TCi：被覆管内面温度（℃） 

KC：被覆管熱伝導度（W／cm／℃） 

dCi：被覆管内径（cm） 

（ⅳ）燃料表面温度 

∫⋅
+=

x

P
INNa dxxql

CW
TT

0
)(1

CoNa

e
NaCo d

ql
NuK

DTT
π
⋅⋅+=

1

ql
K

ddTT
C

CiCo
COCi ⋅+=

π2
)/ln(
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燃料表面温度は以下の式により計算する。 

     
ここで TS：燃料表面温度（℃） 

hg：ギャップ熱伝達率（W／cm2／℃） 

dP：ペレット直径（cm） 

（ⅴ）燃料最高温度 

溶融温度に達しない範囲の燃料最高温度は以下の式により計算する。なお、プルトニ

ウム・ウラン混合酸化物燃料では、燃料ペレットの相変化及び密度変化を考慮する。 

� 𝑘𝑘 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑇𝑇𝑝𝑝

𝑇𝑇𝑠𝑠
=
𝑞𝑞𝑞𝑞
4𝜋𝜋

 

ここで TP：燃料最高温度（℃） 

k：燃料熱伝導度（W／cm／℃） 

（ⅵ）燃料溶融半径 

先行試験用要素（溶融あり）の燃料溶融半径は、以下の式により計算する。 

   

ここで rm：燃料溶融半径（cm） 

Tm：燃料の溶融温度（℃） 

ro：燃料半径（cm） 

（ⅶ）燃料溶融割合 

先行試験用要素（溶融あり）の燃料溶融割合は、以下の式により計算する。 

     

ここで Vm：燃料溶融割合 

 

（２）物性定数【照射燃料集合体の熱設計に用いる物性式：別紙 8参照】 

熱設計計算における物性定数は、第 2.2.1 表に示す値を使用する。また、先行試験用

要素及び基礎試験用要素の被覆管については、オーステナイト系ステンレス鋼の場合は

オーステナイト系ステンレス鋼の、フェライト系ステンレス鋼（マルテンサイト系ステ

ンレス鋼及びフェライト－マルテンサイト系ステンレス鋼を含む。）の場合は高速炉用フ

ェライト系ステンレス鋼の物性定数を使用する。 

 

2.2.4 出力分布 

熱設計計算では、第 2.2.2 表に示す出力ピーキング係数を使用する。なお、照射燃料集合体

の出力ピーキング係数は、炉心燃料集合体のそれを上回ることはない。 
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2.2.5 冷却材流量配分 

照射燃料集合体の冷却材流量配分については、炉心燃料集合体のそれと同様に行うが、必要

に応じて照射燃料集合体等の内部に設ける流量調節機構により行う。 

 

2.2.6 工学的安全係数 

熱設計計算における工学的安全係数は、燃料ペレット、被覆管、冷却材等の温度上昇の最大

値を求めるための係数であり、照射燃料集合体にあっては、燃料仕様によらず共通する原子炉

熱出力の測定誤差等を含む。なお、照射燃料集合体にあっては、「核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律」の第 27 条に基づく設計及び工事の計画の認可申請の段階におい

て、製作する燃料要素の仕様を踏まえ、燃料仕様に依存する項目について個別に工学的安全係

数を定める。熱設計計算に用いる照射燃料集合体の工学的安全係数を以下に示す【照射燃料集

合体の工学的安全係数：別紙 9参照】。 

 

工学的安全係数 

照射燃料集合体 1.05 

 

2.2.7 過出力因子 

過出力因子は、運転時の異常な過渡変化時において、燃料ペレットが達し得る最高温度及び

ペレット最大溶融割合を求めるための因子である。熱設計計算に用いる過出力因子を以下に示

す。 

 

過出力因子 

照射燃料集合体 1.08 

ただし、Ａ型用炉心燃料要素については 1.07 

 

2.2.8 熱特性主要目 

熱設計計算に用いる熱特性の主要目を第 2.2.3 表に示す。 

 

2.2.9 評価 

照射燃料集合体の定格出力時における燃料最高温度、被覆管最高温度及び冷却材最高温度並

びに過出力時における燃料最高温度の評価結果を第 2.2.4 表に示す【照射燃料集合体の熱設計

結果：別紙 10参照】。 
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第 2.2.2 表 出力分布及び炉内最大中性子束 

標準平衡炉心 

出力分布 

出力分担（MW） 

  炉心燃料集合体 

  照射燃料集合体 

  その他 

(反射体、制御棒等) 

95.7 

1.1 

3.2 

 出力ピーキング係数 

径方向 

軸方向 

 局所 

1.63 

1.33 

1.17 

1.04 

 炉内最大中性子束(n／cm2／s) 

0.1MeV 以上 

全中性子束 

2.9×1015 

4.2×1015 

第 2.2.3 表 熱特性主要目 

原子炉熱出力 100MW 

１次冷却材全流量 約 2,700t／h 

原子炉入口冷却材温度 約 350℃ 

原子炉出口冷却材温度 約 456℃ 

原子炉プレナム最高圧力 約 4kg/cm2[gage]（約 0.39MPa[gage]）＊1 

燃料要素最大線出力密度 定格出力時 過出力時 

照射燃料集合体 Ⅲ型特殊燃料要素 約 480W/cm 約 520W/cm 

 Ⅳ型特殊燃料要素 約 500W/cm 約 540W/cm 

Ⅲ型限界照射試験用要素 約 480W/cm 約 520W/cm 

Ⅳ型限界照射試験用要素 約 500W/cm 約 540W/cm 

先行試験用要素 約 1,000W/cm 約 1,080W/cm 

基礎試験用要素 約 600W/cm 約 650W/cm 

Ａ型用炉心燃料要素 約 330W/cm 約 360W/cm 

限界照射試験用補助要素 約 480W/cm 約 520W/cm 

＊1：水頭圧を除く。 
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燃
料

集
合

体
装

填
時

照
射

用
実

験
装

置
装

填
時

照
射

燃
料

集
合

体

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
約

7
0
0
℃

約
7
0
0
℃

約
7
0
0
℃

約
7
0
0
℃

－

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
約

6
1
0
℃

約
6
1
0
℃

約
6
1
0
℃

約
6
1
0
℃

－

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

約
7
5
0
℃

約
7
0
0
℃

－
約

7
0
0
℃

－

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

約
6
6
0
℃

約
6
1
0
℃

－
約

6
1
0
℃

－

　
先

行
試

験
用

要
素

－
約

7
5
0
℃

－
－

－

　
基

礎
試

験
用

要
素

－
約

7
5
0
℃

－
－

－

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

6
2
0
℃

以
下

－
－

－
－

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

－
約

7
0
0
℃

－
約

7
0
0
℃

－

　
内

壁
構

造
容

器
－

約
6
7
5
℃

－
－

－

　
密

封
構

造
容

器
－

約
6
7
5
℃

－
－

－

照
射

用
実

験
装

置

　
照

射
試

料
キ

ャ
プ

セ
ル

－
－

－
－

約
7
5
0
℃

　
外

側
容

器
－

－
－

－
約

6
7
5
℃

第
2
.
6
.
4
表

　
熱

特
性

解
析

結
果

（
1
／

2
）

燃
料

最
高

温
度

燃
料

最
大

溶
融

割
合

被
覆

管
最

高
温

度
（

肉
厚

中
心

）
＊

３

定
格

出
力

時
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Ａ
型

照
射

燃
料

集
合

体
装

填
時

Ｂ
型

照
射

燃
料

集
合

体
装

填
時

Ｄ
型

照
射

燃
料

集
合

体
装

填
時

照
射

燃
料

集
合

体

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

約
8
2
0
℃

約
7
6
0
℃

約
7
6
0
℃

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

約
7
0
0
℃

約
6
5
0
℃

約
6
5
0
℃

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

－
約

8
1
0
℃

約
8
1
0
℃

Ａ
型

照
射

燃
料

集
合

体
装

填
時

Ｂ
型

照
射

燃
料

集
合

体
装

填
時

Ｃ
型

照
射

燃
料

集
合

体
装

填
時

Ｄ
型

照
射

燃
料

集
合

体
装

填
時

照
射

用
実

験
装

置
装

填
時

照
射

燃
料

集
合

体

　
Ⅲ

型
特

殊
燃

料
要

素
約

6
9
0
℃

約
6
9
0
℃

約
6
9
0
℃

約
6
9
0
℃

－

　
Ⅳ

型
特

殊
燃

料
要

素
約

6
0
0
℃

約
6
0
0
℃

約
6
0
0
℃

約
6
0
0
℃

－

　
Ⅲ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

約
7
4
0
℃

約
6
9
0
℃

－
約

6
9
0
℃

－

　
Ⅳ

型
限

界
照

射
試

験
用

要
素

約
6
5
0
℃

約
6
0
0
℃

－
約

6
0
0
℃

－

　
先

行
試

験
用

要
素

－
約

6
7
0
℃

＊
４

－
－

－

　
基

礎
試

験
用

要
素

－
約

6
7
0
℃

＊
５

－
－

－

　
Ａ

型
用

炉
心

燃
料

要
素

約
6
0
0
℃

－
－

－
－

　
限

界
照

射
試

験
用

補
助

要
素

－
約

6
9
0
℃

－
約

6
9
0
℃

－

＊
１

　
：

　
酸

化
物

燃
料

を
除

く
。

＊
２

　
：

　
酸

化
物

燃
料

の
場

合
。

＊
３

　
：

　
内

壁
構

造
容

器
及

び
密

封
構

造
容

器
に

あ
っ

て
は

、
内

壁
構

造
容

器
ま

た
は

密
封

構
造

容
器

の
最

高
温

度
。

＊
４

　
：

　
内

壁
構

造
容

器
を

冷
却

す
る

冷
却

材
の

値
。

＊
５

　
：

　
密

封
構

造
容

器
を

冷
却

す
る

冷
却

材
の

値
。

第
2
.
6
.
4
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熱
特
性
解
析
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果
（
2
／
2
）

被
覆

管
最

高
温

度
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肉
厚

中
心

）
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界

照
射

試
験

用
要

素
の

被
覆

管
の

開
孔

時 冷
却

材
最

高
温

度

定
格

出
力

時
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2.3 機械設計 

2.3.1 設計方針【照射燃料集合体の燃料設計の流れ：別紙 6参照】 

（１）燃料要素 

燃料要素は、燃料温度、核分裂生成ガスによる内部ガス圧、被覆管の応力及び歪等を

制限することにより、その健全性を確保する。このため、原子炉内における使用期間中、

通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、以下の方針を満足するように燃

料要素の設計を行う。ただし、試験用要素にあっては、通常運転時及び運転時の異常な

過渡変化時において、計画された範囲でその健全性を喪失しても、他の燃料要素の健全

性に影響を与えないよう、使用する試験用要素に応じて以下の方針を満足するよう設

計する。 

（ⅰ）Ⅲ型及びⅣ型特殊燃料要素 

ａ．燃料最高温度は、2,680℃以下となるように設計する【照射燃料集合体の熱設計

計算式：別紙 7参照】。 

ｂ．被覆管歪は、十分小さくなるように設計する。 

ｃ．被覆管内圧は、被覆管にかかる引張応力を抑え、円周方向へのクリープ破断を生

じないように十分低く設計する【クリープ寿命分数和の計算：別紙 11 参照】。 

ｄ．被覆管の各部にかかる荷重に対する応力計算値は、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲの基準に準

拠して設定した値を満たすように設計する【燃料集合体の機械設計の制限につい

て：別紙 12 参照】。 

ｅ．累積疲労サイクルは、クリープによる累積損傷をも考慮して、設計疲労寿命以下

となるように設計する【疲労損傷和及び累積損傷和の計算：別紙 13参照】。 

（ⅱ）Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素 

ａ．燃料最高温度は、溶融温度を超えないように設計する。 

ｂ．通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、被覆管が著しく損傷しない

よう、定格出力時の被覆管温度を制限する。 

ｃ．設計計算手法及び物性定数は、各種の試験研究を通じて信頼度を確認したものを

使用する。 

ｄ．公称値及び工学的安全係数は、適切な安全余裕を有すること。 

（ⅲ）先行試験用要素 

ａ．燃料最高温度が溶融温度を超えないように設計する。ただし、酸化物燃料につい

ては、燃料溶融割合が 30％を超えないように設計する。 

ｂ．燃料部と被覆管との相互作用による被覆管の円周方向引張全歪は、第 2.3.3 図に

示すＳＵＳ３１６の破断時の円周方向引張塑性歪の実験データに十分な設計余裕

を考慮した 3％以内とする【燃料と被覆管の相互作用による歪：別紙 14参照】。 

ｃ．被覆管内圧は、被覆管にかかる引張応力を抑え、円周方向へのクリープ破断を生

じないように十分低く設計する。 

ｄ．被覆管の各部にかかる荷重に対する応力計算値は、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲの基準に準

拠して設定した値を満たすように設計する。 

ｅ．累積疲労サイクルは、クリープによる累積損傷をも考慮して、設計疲労寿命以下
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となるように設計する。 

（ⅳ）基礎試験用要素 

ａ．燃料最高温度が溶融温度を超えないように設計する。 

ｂ．通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、被覆管が著しく損傷しない

よう、定格出力時の被覆管温度を制限する。 

ｃ．被覆管の各部にかかる荷重に対する応力計算値は、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲの基準に準

拠して設定した値を満たすように設計する。 

（ⅴ）Ａ型用炉心燃料要素 

ａ．炉心燃料集合体の燃料要素の設計方針を満足するよう設計する。 

（ⅵ）限界照射試験用補助要素 

ａ．燃料最高温度は、2,680℃以下となるように設計する。 

ｂ．被覆管歪は、十分小さくなるように設計する。 

ｃ．被覆管内圧は、被覆管にかかる引張応力を抑え、円周方向へのクリープ破断を生

じないように十分低く設計する。 

ｄ．被覆管の各部にかかる荷重に対する応力計算値は、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲの基準に準

拠して設定した値を満たすように設計する。 

ｅ．累積疲労サイクルは、クリープによる累積損傷をも考慮して、設計疲労寿命以下

となるように設計する。 

 

照射燃料集合体の燃料設計では、熱設計と同様に、設置変更許可申請の段階で、想定

される照射試験を踏まえ、燃料要素の仕様を一定の範囲に限定し、設計及び工事の計画

の認可申請の段階で、確定した燃料要素の仕様を用いて、制限を設定し、照射燃料集合

体の健全性を確保する。 

燃料最高温度にあっては、燃料材が確定している燃料要素について、設置変更許可申

請の段階で制限を定めるが、先行試験用要素及び基礎試験用要素においては、複数の燃

料材を使用するため、設置変更許可申請の段階では、先行試験用要素の酸化物燃料を除

き、「燃料材の一部溶融」を許容しないことを示すため、溶融温度を制限とし、設計及

び工事の計画の認可申請の段階において、確定した燃料要素の材料の種類に応じて個

別に設定する。機械設計に使用するＳｍ値や設計疲労曲線についても、同様に、設計及

び工事の計画の認可申請の段階において、確定した燃料要素の仕様を用いて個別に定

める。 

 

（２）燃料集合体 

炉心燃料集合体の設計方針 

（ⅰ）燃料集合体の輸送中又は取扱中に受ける通常の荷重に対して、十分な強度を

有するように設計する。 

（ⅱ）原子炉内における使用期間中の通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に

おいて、燃料集合体の構成部品にかかる荷重に対する応力計算値は、ＡＳＭＥ 

Sec.Ⅲの基準に準拠して設定した値を満たすように設計する【燃料集合体の機
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械設計の制限について：別紙 12 参照】。 

に準ずる。 

ただし、限界照射試験用要素を装填した照射燃料集合体にあっては、コンパートメン

トの冷却材出口部は多数の小口径の孔とし、万一、限界照射試験用要素の開孔部から燃

料が放出された場合でも、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある粒径の燃料

粒子が照射燃料集合体の外側へ漏れ出ない構造とする。また、先行試験用要素を装填し

た照射燃料集合体にあっては、燃料溶融状態の先行試験用要素の被覆管の破損が生じ

た場合でも、内壁構造容器の健全性が確保される構造とするとともに、内壁構造容器の

冷却材出口部を多数の小口径の孔とし、万一、先行試験用要素の被覆管の破損部から燃

料が放出された場合でも、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある粒径の燃料

粒子が照射燃料集合体の外側へ漏れ出ない構造とする。基礎試験用要素を装填した照

射燃料集合体にあっては、基礎試験用要素の被覆管が開孔した場合でも、密封構造容器

の健全性が確保される構造とする。 

 

2.3.2 使用条件 

照射燃料集合体の使用条件を第 2.3.1 表に示す。なお、限界照射試験、先行試験及び基礎試験

においては、燃料要素を除き、照射燃料集合体を構成する部材等を適当な照射期間ごとに交換で

きるものとする。また、燃料破損検出系により、燃料要素の被覆管の開孔又は破損が検知された

場合には、原子炉を停止し、当該照射燃料集合体を炉心から取り出すとともに、放射性廃ガス中

の放射性物質の濃度が所定の値を超える場合には、当該廃ガスを貯留タンクに圧入貯蔵するも

のとする。 

 

2.3.3 解析手法 

（１）燃料要素 

燃料要素の解析は、「2.2.3 計算方法 (1)設計計算手法」及び追補１「3. 原子炉

及び炉心」の追補の「Ⅵ．照射燃料集合体に装填する燃料要素の設計」に基づいて行う。

ただし、Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素並びに限界照射試験用補助要素の解析にお

ける、限界照射試験用要素の被覆管に開孔が生じその開孔部から核分裂生成ガスが放

出された場合の影響は、被覆管表面温度を算出する式において考慮する。 

 

（２）燃料集合体 

炉心燃料集合体の解析に準じて行う。ただし、試験用要素を装填した集合体にあって

は、集合体に加わる種々の荷重に対して集合体の各構成要素が十分な強度を有し、その

機能が保持されることについて、有限要素法構造解析コード等を用いて解析を行う。ま

た、先行試験用要素又は基礎試験用要素を装填した集合体にあっては、試験用要素を装

填する内壁構造容器又は密封構造容器に加わる種々の荷重に対して、内壁構造容器又

は密封構造容器の機能が保持されることについても解析を行う。 

 

2.3.4 評価 
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（１）構成材料 

燃料材であるプルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット、プルトニウム・ウラン

混合炭化物焼結ペレット及びプルトニウム・ウラン混合窒化物焼結ペレット並びに熱

遮へいペレットの材料であるウラン酸化物焼結ペレット、ウラン炭化物焼結ペレット

及びウラン窒化物焼結ペレットは、炉心の運転温度及び圧力において、被覆管（Ⅲ型特

殊燃料要素にあってはオーステナイト系ステンレス鋼、Ⅳ型特殊燃料要素にあっては

高速炉用フェライト系ステンレス鋼、Ⅲ型限界照射試験用要素にあってはオーステナ

イト系ステンレス鋼、Ⅳ型限界照射試験用要素にあっては高速炉用フェライト系ステ

ンレス鋼、Ａ型用炉心燃料要素にあってはオーステナイト系ステンレス鋼、限界照射試

験用補助要素にあってはオーステナイト系ステンレス鋼）及び充填ガス（ヘリウム）に

対して化学的に不活性であり、核分裂生成物を保持する能力がある。なお、プルトニウ

ム・ウラン混合窒化物焼結ペレットは、照射中にごくわずかがプルトニウムと窒素に分

離するが、その影響は無視できる程度である。また、先行試験用要素及び基礎試験用要

素に装填する燃料材の種類のうち、金属燃料は、照射中にごくわずかが被覆管（ステン

レス鋼）と反応する可能性があるが、その影響は無視できる程度である(3)～(12)。 

被覆管等に用いているステンレス鋼は、吸収断面積が小さく中性子経済に優れ、燃料

ペレットと被覆管の相互作用及び被覆管の内外圧差による変形に十分耐える強度を有

し、ナトリウム、プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料、プルトニウム・ウラン混合炭

化物燃料、プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料及び核分裂生成物等に対して高い耐食

性を有し、かつ、高い信頼性を有する材料である。ただし、Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験

用要素及び基礎試験用要素にあっては、被覆管の強度限界を超えると考えられる厳し

い条件下（高燃焼度、高被覆管温度等）で照射を行うため、被覆管が開孔する可能性が

ある。 

（２）燃料要素【燃料要素の機械結果：別紙 15参照】 

原子炉内における使用期間中、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、

燃料要素の健全性は以下のように保たれる。 

（ⅰ）Ⅲ型及びⅣ型特殊燃料要素 

ａ．燃料最高温度 

Ⅲ型及びⅣ型特殊燃料要素の燃料最高温度は、定格出力時の最大線出力密度（そ

れぞれ 480W／cm 及び 500W／cm）においてそれぞれ約 2,480℃及び約 2,520℃であ

り、また、過出力時の最大線出力密度（それぞれ 520W／cm 及び 540W／cm）におい

てそれぞれ約 2,590℃及び約 2,630℃であり、設計方針を満足する。 

ｂ．被覆管の内圧、応力等 

Ⅲ型及びⅣ型特殊燃料要素の被覆管内圧は、製造時に封入する不活性ガス、燃料

ペレットから放出される核分裂生成ガス等によって生じ、燃焼とともに徐々に上

昇するが、ガスプレナムの体積を十分大きくとっているので、最高燃焼度の被覆管

の内圧によるクリープ寿命分数和は、被覆管肉厚が最も薄い場合においても1.0未

満である。 

Ⅲ型及びⅣ型特殊燃料要素の被覆管応力は、燃焼初期においては、被覆管の内圧
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と外圧である１次冷却材の運転圧力約 3kg／cm2[gage]（約 0.29MPa[gage]）とがほ

ぼ等しいので小さい。また、燃焼に伴って核分裂生成ガスの蓄積により内圧が徐々

に上昇するが、通常運転時における一次膜応力の最大値は被覆管の材料の Sm 値よ

り十分小さい。 

さらに、照射クリープ、スエリング等によるⅢ型及びⅣ型特殊燃料要素の被覆管

の歪は十分小さく、各種の応力サイクルによる累積疲労サイクルは設計疲労寿命

に比べて十分小さい。 

（ⅱ）Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素 

ａ．燃料最高温度 

Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素の燃料最高温度は、定格出力時の最大線出力

密度（それぞれ 480W／cm 及び 500W／cm）においてそれぞれ約 2,480℃及び約

2,520℃であり、また、過出力時の最大線出力密度（それぞれ 520W／cm 及び 540W

／cm）においてそれぞれ約 2,590℃及び約 2,630℃であり、設計方針を満足する。

一方、被覆管開孔時における燃料最高温度は、2,680℃を超えない。 

ｂ．被覆管の内圧、応力等 

Ⅲ型及びⅣ型限界照射試験用要素は、最高燃焼度に至るまでにクリープ寿命分

数和が 1.0 を超えるよう設計されるため、被覆管が開孔に至る可能性がある。 

（ⅲ）先行試験用要素 

燃料部を溶融させない先行試験用要素について、設計仕様及び設計条件を第 2.3.2

表に、設計結果を第 2.3.3 表に示す。また、燃料部を溶融させる先行試験用要素につ

いて、設計仕様及び設計条件を第 2.3.4 表に、設計結果を第 2.3.5 表に示す。 

ａ．燃料最高温度 

先行試験用要素の燃料材は、照射挙動が不明確な材料を用いる場合があるが、融

点及び熱伝導度等を安全側に考慮して設計するため、過出力時にあっても、燃料最

高温度が溶融温度を超えない結果となる。また、一部の酸化物燃料にあっては、定

格出力時に、燃料最高温度が溶融温度を超えるよう設計する場合があるが、同様に、

融点及び熱伝導度等を安全側に考慮して設計するため、過出力時にあっても、燃料

溶融割合が 30％を超えない結果となる。 

ｂ．被覆管の内圧、応力等 

先行試験用要素の被覆管内圧は、燃料部から放出される核分裂生成ガス等によ

って生じ、燃焼とともに徐々に上昇するが、ガスプレナムの体積を十分大きくとる

ことにより、被覆管の内圧によるクリープ寿命分数和は、1.0 未満である。 

先行試験用要素の被覆管応力は、燃焼初期においては小さい。また、燃焼に伴っ

て内圧が徐々に上昇するが、通常運転時における一次膜応力は被覆管の材料の Sm

値より小さい。 

さらに、各種の応力による累積疲労サイクルは設計疲労寿命に比べて小さい。 

ｃ．被覆管の歪（燃料溶融に伴う燃料と被覆管の相互作用による歪） 

酸化物燃料の燃料溶融時に生じる被覆管の歪は、燃料溶融割合が 30％であって

も、3％を超えることはない。 
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（ⅳ）基礎試験用要素 

基礎試験用要素について、設計仕様及び設計条件を第 2.3.6 表に、設計結果を第

2.3.7 表に示す。 

ａ．燃料最高温度 

基礎試験用要素の燃料最高温度は、定格出力時の最大線出力密度を制限するこ

とにより、過出力時にあっても溶融温度を超えることはない。 

ｂ．被覆管の内圧、応力等 

基礎試験用要素の被覆管内圧は、燃料部から放出される核分裂生成ガス等によ

って生じ、燃焼とともに徐々に上昇するが、通常運転時における一次膜応力は被覆

管の材料の Sm値より小さい。クリープ寿命分数和は、最高燃焼度に至るまでに 1.0

を超えるよう設計することがあるため、この場合は、被覆管が開孔に至る可能性が

ある。 

（ⅴ）Ａ型用炉心燃料要素 

炉心燃料集合体の燃料要素の評価結果と同様である。 

（ⅵ）限界照射試験用補助要素 

ａ．燃料最高温度 

限界照射試験用補助要素の燃料最高温度は、定格出力時の最大線出力密度 480 

W／cm において約 2,480℃であり、また、過出力時の最大線出力密度 520W／cm に

おいて約 2,590℃であり、設計方針を満足する。一方、被覆管開孔時における燃料

最高温度は、2,680℃を超えない。 

ｂ．被覆管の内圧、応力等 

限界照射試験用補助要素の被覆管内圧は、製造時に封入する不活性ガス、燃料ペ

レットから放出される核分裂生成ガス等によって生じ、燃焼とともに徐々に上昇

するが、ガスプレナムの体積を十分大きくとっているので、最高燃焼度の被覆管の

内圧によるクリープ寿命分数和は、隣接する限界照射試験用要素の被覆管開孔時

のクリープ損傷を考慮し、被覆管肉厚が最も薄い場合においても1.0未満である。 

限界照射試験用補助要素の被覆管応力は、燃焼初期においては、被覆管の内圧と

外圧である１次冷却材の運転圧力約 3kg／cm2[gage]（約 0.29MPa[gage]）とがほぼ

等しいので小さい。また、燃焼に伴って核分裂生成ガスの蓄積により内圧が徐々に

上昇するが、通常運転時における一次膜応力の最大値は被覆管の材料の Sm値より

十分小さい。 

さらに、照射クリープ、スエリング等による限界照射試験用補助要素の被覆管の

歪は十分小さく、各種の応力サイクルによる累積疲労サイクルは設計疲労寿命に

比べて十分小さい。 

（３）燃料集合体 

燃料集合体は、輸送中又は取扱中並びに通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時

に種々の荷重が加わるが、これらの荷重に対して十分な強度を有している。 

先行試験用要素を装填したＢ型照射燃料集合体にあっては、燃料溶融状態にある先

行試験用要素の被覆管が破損した際に発生する内壁構造容器内の圧力に対し、内壁構
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造容器の健全性が確保されることを確認した。 

この発生する圧力の評価には、高速炉安全解析コードであり、実験の解析により妥当

性が確認されているＳＡＳ３Ｄを改良したＳＡＳ４Ａを使用した。 

内壁構造容器及び先行試験用要素を円筒形モデルにて、内壁構造容器の内径 13mm、

先行試験用要素の被覆管の外径 8.5mm、燃料ペレットの直径 7.5mm、スミア密度 85％Ｔ

Ｄの仕様で、燃料溶融割合を安全側に 40％として発生する圧力を評価した結果、最大

13.2MPa である。 

この圧力は、ＳＵＳ３１６相当ステンレス鋼の 675℃で 15,000 時間使用した時の許

容応力から求められる内壁構造容器の耐圧 30.6MPa を下回るため、内壁構造容器の健

全性は確保される。 

基礎試験用要素を装填したＢ型照射燃料集合体にあっては、基礎試験用要素の被覆

管の開孔時及び開孔後の継続使用時においても、基礎試験用要素から放出される核分

裂生成ガスの圧力が、最大 9.82MPa であり、ＳＵＳ３１６相当ステンレス鋼の 675℃で

15,000 時間使用した時の許容応力から求められる密封構造容器の耐圧 30.6MPa を下回

るため、密封構造容器の健全性は確保される。 

なお、事故と相まって基礎試験用要素の被覆管が開孔しても、事故時の密封構造容器

の到達温度 800℃は、密封構造容器が破損に至る温度 906℃を下回るため、事故時であ

っても密封構造容器の健全性は確保される【集合体の機械設計結果：別紙 16 参照】。 
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項目

設計仕様

　燃料部

　　種類

　　プルトニウム含有率

 　 燃料ペレット外径

 　 燃料ペレット内径

　　燃料ペレットの初期密度

　被覆管

　　種類

　　外径

　　肉厚

　燃料要素有効長さ（燃料部）

　ガスプレナム長さ

設計条件（通常運転時）

　燃料要素最高燃焼度

  最大線出力密度

　燃焼時間

　被覆管最高温度（肉厚中心）

項目 設計結果 制限値または許容値

　燃料最高温度（過出力時） 約2,510℃ 2,680℃

　被覆管内圧 約9.02ＭPa －

　クリープ寿命分数和 約0.2 1

　被覆管一次膜応力 　　　

　　通常運転時 約137.8Ｎ／mm
２

158.6Ｎ／mm
２

　　過出力時 約143.3Ｎ／mm
２

153.5Ｎ／mm
２

　累積疲労サイクル 約0.7 1

第2.3.3表　先行試験用要素（燃料溶融なし、使用末期）の設計仕様及び設計条件

設計仕様及び設計条件

プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット

30wt％以下

7.32mm

1.8mm

95％理論密度

高Niオーステナイト系ステンレス鋼（Ａ）

8.5mm

0.5mm

500mm

980mm

第2.3.4表　先行試験用要素（溶融なし、使用末期）の設計結果

200,000ＭＷｄ／ｔ

450Ｗ／cm

2,280日

700℃
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項目

設計仕様

　燃料部

　　種類

　　プルトニウム含有率

 　 燃料ペレット直径

　　燃料ペレットの初期密度

　被覆管

　　種類

　　外径

　　肉厚

　燃料要素有効長さ（燃料部）

　ガスプレナム長さ

設計条件（通常運転時）

  最大線出力密度

　被覆管最高温度（肉厚中心）

項目 設計結果 制限値または許容値

　燃料溶融割合（過出力時） 約30％ 30%

　被覆管一次膜応力 　　　

　　通常運転時 約6.5Ｎ／mm
２

240.2Ｎ／mm
２

　　過出力時 約6.8Ｎ／mm
２

228.4Ｎ／mm
２

　被覆管の歪（燃料と被覆管の相互作用） 約1％ 3%

第2.3.5表　先行試験用要素（燃料溶融あり、使用初期）の設計仕様及び設計条件

設計仕様及び設計条件

プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット

30wt％以下

6.44mm

95％理論密度

高Niオーステナイト系ステンレス鋼（Ａ）

7.5mm

0.45mm

650℃

第2.3.6表　先行試験用要素（溶融あり、使用初期）の設計結果

500mm

865mm

640Ｗ／cm
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項目

設計仕様

　燃料部

　　種類

　　プルトニウム含有率

 　 燃料ペレット外径

 　 燃料ペレット内径

　　燃料ペレットの初期密度

　被覆管

　　種類

　　外径

　　肉厚

　燃料要素有効長さ（燃料部）

　ガスプレナム長さ

設計条件（通常運転時）

　燃料要素最高燃焼度

  最大線出力密度

　燃焼時間

　被覆管最高温度（肉厚中心）

項目 設計結果 制限値または許容値

　燃料最高温度（過出力時） 約2,510℃ 2,680℃

　被覆管内圧 約7.09ＭPa －

　クリープ寿命分数和 約2.0 －

　被覆管一次膜応力 　　　

　　通常運転時 約108.2Ｎ／mm
２

135.1Ｎ／mm
２

　　過出力時 約113.0Ｎ／mm
２

118.3Ｎ／mm
２

第2.3.8表　基礎試験用要素（使用末期）の設計結果

0.5mm

450Ｗ／cm

1,140日

第2.3.7表　基礎試験用要素（使用末期）の設計仕様及び設計条件

680mm

95％理論密度

ＳＵＳ３１６相当ステンレス鋼

100,000ＭＷｄ／ｔ

1.8mm

プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット

500mm

30wt％以下

設計仕様及び設計条件

700℃

7.32mm

8.5mm
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2.4 炉心の概要 

 2.4.1 構造 

炉心は、ＭＫ－Ⅰ炉心からＭＫ－Ⅱ炉心へ変更された後、更に変更を加え、熱出力を 140MW

としたＭＫ－Ⅲ炉心に変更された。本申請では、更に変更を加え、熱出力を 100MW とした

ＭＫ－Ⅳ炉心を対象とする。ＭＫ－Ⅳ炉心の構造等を以下に示す。 

（１）構造 

炉心は、六角形の燃料集合体及び反射体等を、第 2.4.1 図に示すように、蜂の巣状に配列

した構造で、内側燃料領域、外側燃料領域、軸方向反射体領域、半径方向反射体領域、半径

方向遮へい集合体領域及び熱遮へいペレット領域から構成し、全体をほぼ円柱形状とする。 

炉心燃料集合体は、内側燃料集合体及び外側燃料集合体から構成する。内側燃料領域は、

炉心第 0 列から炉心第 2 列に装荷される内側燃料集合体から構成する。外側燃料領域は、炉

心第 3 列から炉心第 5 列に装荷される外側燃料集合体から構成する。炉心燃料集合体の装荷

個数は、照射燃料集合体及び照射用実験装置の核分裂性物質量の変化、装荷位置及び個数の

変化等に対して、必要な反応度を維持するように調整される。また、炉心第 3 列には、制御

棒 4 本が、炉心第 5 列には後備炉停止制御棒 2 本が配置される。制御棒及び後備炉停止制御

棒の位置を第 2.4.1 図に示す。なお、制御棒は、通常運転時において、ほぼ等しい引き抜き

位置にあるように、後備炉停止制御棒は、全引き抜き位置にあるように操作される。 

半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域は、燃料集合体装荷位置の外周 3 層及

び最外周 2 層に配置される反射体及び遮へい集合体から構成する。反射体は、炉心燃料集合

体の周囲に配置され、半径方向反射体領域を構成し、炉心から漏えいする中性子を散乱反射

し、炉心内の中性子束分布を平坦化するとともに、透過中性子量を低減する遮蔽体としての

役割を有する。反射体は、炉心第 5 列から炉心第 6 列に装荷される内側反射体、炉心第 6 列

から炉心第 8列に装荷される外側反射体（Ａ）、及び原子力材料の照射を目的として装荷され

る材料照射用反射体から構成する。遮へい集合体は、反射体の外側に配置され、炉心から漏

えいする中性子を吸収し、透過中性子量を低減する遮蔽体としての役割を有する。遮へい集

合体は、炉心第 9列から炉心第 10列に装荷される。また、炉心第 7列には、中性子源 1体が

配置され、原子炉の起動時に、炉心に中性子を供給する役割を有する。 

また、照射燃料集合体、材料照射用反射体及び照射用実験装置は、それらの装荷により炉

心の核熱特性に過大な影響を与えないように、装荷位置及び装荷個数を決定する。なお、照

射燃料集合体は燃料集合体装荷位置に、材料照射用反射体及び照射用実験装置は、試験の目

的に応じて、燃料集合体装荷位置及び反射体装荷位置に配置される。 

炉心は、予想される全ての運転範囲において、原子炉出力の過渡的変化に対し、燃料集合

体の損傷を防止又は緩和するため、燃料温度係数、冷却材温度係数及びナトリウムボイド反

応度等を総合した反応度フィードバックが急速な固有の出力抑制効果を有するとともに、出

力振動が発生した場合にあっても、燃料の許容設計限界を超える状態に至らないように十分

な減衰特性を持ち、又は出力振動を制御し得るように設計する。また、燃料集合体、反射体

及び遮へい集合体並びに炉心構造物等は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計

基準事故時において、原子炉を安全に停止し、かつ、停止後に炉心の冷却機能を維持できる

ように設計する。炉心の主要寸法を以下に示す。 
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炉心燃料領域高さ          約 50cm 

     炉心燃料領域等価直径（最大）    約 78cm 

     軸方向反射体領域等価厚さ 上部   約 30cm 

                  下部   約 38cm 

半径方向反射体領域等価厚さ（最小） 約 24cm 

半径方向遮へい集合体領域等価厚さ  約 13cm 

炉心構成要素ピッチ         約 81.5mm 

 

（２）炉心構成要素の最大挿入量及び装荷位置 

燃料集合体の最大個数、炉心燃料領域核分裂性物質量（最大）及び熱遮へいペレット領域

核分裂性物質量（最大）を以下に示す。なお、照射燃料集合体は、炉心燃料領域に装荷する

ものとする。燃料集合体の種類毎の最大個数を第 2.4.1 表に示す。 

燃料集合体の最大個数 79 体 

炉心燃料集合体の最大個数 79 体 

照射燃料集合体の最大個数 4体 

炉心燃料領域核分裂性物質量（最大） 

      239Pu＋241Pu 約 150kg 

      235Ｕ    約 100kg 

     熱遮へいペレット領域核分裂性物質量（最大） 

      天然ウラン 約 1kg 

      劣化ウラン 約 50kg 

照射燃料集合体の 1 体当たりの核分裂性物質量は、炉心燃料集合体のそれを超えないもの

とする。また、Ｂ型、Ｃ型及びＤ型照射燃料集合体のそれぞれの 1 体当たりの核分裂性物質

量は、Ａ型照射燃料集合体のそれの最大を超えないものとする。なお、照射用実験装置を半

径方向反射体領域に装荷した場合にあっては、炉心燃料領域及び熱遮へいペレット領域の核

分裂性物質量に、半径方向反射体領域の核分裂性物質量を加えても、核分裂性物質の全挿入

量を超えないものとする。 

また、材料照射用反射体は、炉心燃料領域又は反射体領域に装荷され、原子力材料（ステ

ンレス鋼又は制御棒用材料等）の照射試験に用いられる。炉心燃料領域に装荷する材料照射

用反射体は最大 1体とする。ラッパ管内には、原子力材料の照射用試験片が収納される。 

なお、炉心燃料領域に計測線付実験装置を装荷する場合は、材料照射用反射体との合計を

最大 1 体とする。制御棒用材料を照射する材料照射用反射体の装荷は反射体領域に限る。反

射体領域に装荷する材料照射用反射体及び照射用実験装置（本体設備）は、炉心の 6 方向の

各領域で最大 1 体までとする。また、反射体領域に装荷する照射用実験装置（本体設備）の

周囲に設置する照射用実験装置（スペクトル調整設備）は最大 6体とする。 

なお、照射燃料集合体、材料照射用反射体及び照射用実験装置は、制御棒及び後備炉停止

制御棒の隣接位置に装荷しないものとする。 

照射燃料集合体及び炉心燃料領域に装荷する材料照射用反射体の装荷範囲を第 2.4.2 図に
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示す。 

反射体領域に装荷する材料照射用反射体及び照射用実験装置の装荷範囲を第 2.4.3 図に示

す。 
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第 2.4.1 図 標準平衡炉心構成図 
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第 2.4.2 図 照射燃料集合体及び材料照射用反射体（炉心燃料領域）の装荷範囲 
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第 2.4.3 図 反射体領域の材料照射用反射体及び照射用実験装置の装荷範囲 
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2.5 炉心構成 

「常陽」は、高速炉開発に係る燃料や材料の照射試験を運転目的の一つとしており、炉心は、

炉心燃料集合体だけでなく、照射試料を有する照射燃料集合体等を含む。また、照射燃料集合体

等は、試験目的に応じて装荷位置を変更する。 

炉心構成は、運転サイクルにより変動する。一方、設置変更許可段階の炉心設計に当たっては、

運転上の制限又は条件の範囲を定めるため、設計用の代表的な炉心構成の設定を必要とする。設

置変更許可段階における炉心の設計にあたっては、燃料交換による反応度変化及び取り出した炉

心燃料集合体の平均燃焼度がほぼ平衡に達した炉心（以下「標準平衡炉心」という。）を設定する

【炉心構成：第 2.4.1 図参照】。 

標準平衡炉心は、運転上の制限又は条件の範囲を定めるため、照射燃料集合体、材料照射用反

射体及び照射用実験装置の装荷パターンが、装荷パターンが異なる他の炉心の核熱特性を代表す

るものとして選定したものであり、Ｃ型照射燃料集合体 1 体を炉心第 3 列に、Ｂ型照射燃料集合

体 2 体をそれぞれ 1 体ずつ炉心第 1 列と炉心第 3列に、材料照射用反射体 1 体を炉心第 1列に装

荷したものとしている。標準平衡炉心の構成要素の内訳を第 2.5.1 表に示す。炉心燃料集合体の

交換計画は、炉心燃料集合体について、一様かつ高い燃焼度が得られるように、また、出力分布

の変動が小さくなるように策定する。原子炉の運転サイクルは、約 60日間の定格出力運転期間及

び約 19 日間の休止期間（出力上昇及び出力降下期間を含む。）を合計した約 2.5 ヶ月／サイクル

を標準とし、出力分布に応じて 5～9バッチの分散方式で、炉心燃料集合体を交換する。1サイク

ルあたりに取り出す炉心燃料集合体の個数は、平均約 10 体となる。また、取り出した炉心燃料集

合体の燃焼度は、燃料集合体最高燃焼度を 80,000MWd/t、燃料要素最高燃焼度を 90,000MWd/t と

し、平均で約 60,000MWd/t となる。なお、標準平衡炉心は、設置変更許可段階の設計用炉心構成

であり、全て新燃料の状態を仮想し、平衡に至るまで炉心燃料集合体を交換したものである。実

炉心におけるＭＫ－Ⅳ炉心への移行は、燃料仕様がＭＫ－Ⅲ炉心と同じであり、継続使用するこ

とを踏まえ、一部内側燃料集合体の脱荷、一部外側燃料集合体の内側反射体への交換等により達

成する。すでに燃焼が進んでいることから、ＭＫ－Ⅳ炉心は、平衡炉心組成に近い状態から開始

することとなる。 

 

第 2.5.1 表  標準平衡炉心の構成要素の内訳 

炉心構成要素 装荷数（体） 

炉心燃料集合体 

 

照射燃料集合体 

制御棒 

後備炉停止制御棒 

反射体 

材料照射用反射体 

遮へい集合体 

中性子源 

内側 17 

外側 58 

3 

4 

2 

131 

1 

96 

1 
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2.6 標準平衡炉心を用いた核熱設計における保守性の確保 

設置変更許可段階の炉心設計にあっては、標準平衡炉心を用いて、以下の運転上の制限又は条

件の範囲を定める。 

・ 過剰反応度 

・ 反応度制御能力（主炉停止系）／反応度停止余裕（主炉停止系） 

・ 最大反応度添加率（主炉停止系） 

・ 反応度制御能力（後備炉停止系）／反応度停止余裕（後備炉停止系） 

・ 反応度係数（ドップラ係数、燃料温度係数、構造材温度係数、冷却材温度係数、炉心支持

板温度係数、ナトリウムボイド係数） 

これらの運転上の制限又は条件は、不確かさ・余裕を考慮して評価した核特性範囲の上限値又

は下限値等を使用するものとし、設置変更許可段階では、当該上下限値を保守的に組み合わせた

条件で安全評価を実施し、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時においても、原子炉冷却

系統、原子炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せて機能す

ることにより、燃料の許容設計限界（熱設計基準値）を超えないことを確認することで、炉心構

成が運転サイクルで変動する場合にあっても、以下に示す後段規制において、運転上の制限又は

条件の範囲内にあることを確認することで、炉心の安全性を担保することができるものとしてい

る。 

・ 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の第 27 条に基づく設計及び

工事の計画の認可申請の段階にあっては、照射燃料集合体、材料照射用反射体及び照射用実

験装置について、照射試験の目的に応じた装荷位置を決定し、その装荷パターンに応じた原

子炉施設の炉心構成における燃料集合体の装荷個数、過剰反応度、反応度制御能力、反応度

添加率及び反応度停止余裕を運転上の制限又は条件の範囲内になるように設計する。当該照

射燃料集合体等の装荷による核熱特性への影響は、設置変更許可段階での評価結果に包絡さ

れるため、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時においても、原子炉冷却系統、原子

炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せて機能すること

により、燃料の許容設計限界（熱設計基準値）を超えない。 

・ さらに、炉心構成の運用の手続きについては、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律」の第 37条に基づく原子炉施設保安規定に定める。運転段階においても、原

子炉施設保安規定に基づき、サイクル運転に先立ち、炉心構成の制限事項（個数、熱的制限

値、核的制限値）の遵守や核特性への影響が所定の範囲内であることを評価・確認するため、

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時においても、原子炉冷却系統、原子炉停止系統、

反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せて機能することにより、燃料

の許容設計限界（熱設計基準値）を超えない。 

 

  

[58]



 

43 条-57 

 

2.7 核設計 

2.7.1 設計方針（核設計基準） 

核設計基準を以下に示す。炉心は、核設計基準を満足するように設計する。なお、核設計計

算手法及び炉定数は、核的モックアップ実験及びＭＫ－Ⅱ炉心やＭＫ－Ⅲ炉心の性能試験の解

析により、それらの精度を確認し、公称値及び不確かさ幅の信頼度を高めるものとし、また、

核設計にあたっては、炉心が、照射用炉心として十分な機能を発揮できることに留意する。 

（１）制御棒は、反応度価値の最も大きな制御棒 1本が全引き抜き位置のまま挿入できない

場合（以下「ワンロッドスタック時」という。）にあっても、原子炉を未臨界に移行する

ことができ、100℃の体系において、未臨界を維持できること。 

（２）後備炉停止制御棒は、原子炉を未臨界に移行することができ、350℃の体系において、

未臨界を維持できること。 

（３）炉心は、予想される全ての運転範囲において、燃料温度係数、冷却材温度係数及びナ

トリウムボイド反応度等を総合した反応度フィードバックが負であること。 

 

2.7.2 計算方法 

核設計計算には、多群中性子拡散理論及び多群中性子輸送理論を用いるものとし、3 次元モ

デルを使用する。なお、モデルに使用する炉心寸法及び組成は定格出力時のものを基準とする。

3 次元モデルは、Tri-Z モデル及び XYZ モデルの 2 種類とし、主要な核設計計算に使用する。

XYZ モデルは、制御棒及び後備炉停止制御棒の反応度価値計算に使用する。モデルの一例とし

て、標準平衡炉心の軸方向計算体系を第 2.7.1 図に示す。なお、炉心最外周には遮へい集合体

を設置しており、炉内燃料貯蔵ラックに装荷した燃料集合体の影響は排除可能である。 

核設計計算で使用する主な計算コードを第 2.7.1 表に示す。また、炉定数は、JFS-3-J3.2R

セットを使用する。エネルギー群数は 70 群を基本とするが、制御棒及び後備炉停止制御棒の

反応度価値計算では、7群縮約定数を使用する。 

なお、当該解析手法は、公開コードを用いて、原子力機構が高速炉の標準的な解析手法とし

て確立したものである。核設計で用いる計算方法及び炉定数については、ＭＫ－Ⅱ炉心やＭＫ

－Ⅲ炉心の性能試験等で得られた実験値と計算値を比較することで、その信頼性を確認する。

検証結果を以下に示す。 

 

・ 実効増倍率については、ＭＫ－Ⅲ炉心の性能試験における実験値が 1.0308、計算値

が 1.0276 となった。過剰反応度の評価において、標準平衡炉心（平衡組成）作成時

の過剰反応度の計算値を、ＭＫ－Ⅲ性能試験に対する計算値と実験値の差を用いて補

正（標準平衡炉心の臨界性の判断に使用）している。 

・ 制御棒反応度価値については、ＭＫ－Ⅲ炉心の性能試験における実験値の計算値に

対する比は 1.04 となった。制御棒反応度価値の補正係数の一つとして、ＭＫ－Ⅲ性

能試験に対する計算値と実験値の比を使用している。 

・ 等温温度係数（ドップラ反応度及び熱膨張反応度）については、ＭＫ－Ⅲ炉心の性

能試験における実験値の計算値に対する比は 1.04 となった。反応度係数の不確かさ

の設定において、ＭＫ－Ⅲ性能試験に対する計算値と実験値の比を使用している。 
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・ 出力分布については、ＭＫ－Ⅱ炉心の性能試験における核種毎の核分裂率分布解析

を行った結果、計算値は実験誤差内で一致した。 
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第 2.7.1 表 核設計用主要計算コード 

計算コード 内容 用途 

ＣＡＳＵＰ 

ＳＬＡＲＯＭ 

ＪＯＩＮＴ 

ＣＩＴＡＴＩＯＮ 

ＰＥＲＫＹ 

ＴＲＩＴＡＣ 

1 次元格子計算 

均質格子計算 

インターフェース 

拡散及び燃焼計算 

拡散摂動計算 

輸送計算 

実効断面積作成 

実効断面積作成 

断面積縮約 

一般核特性 

反応度係数 

輸送補正 
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第 2.7.1 図 標準平衡炉心軸方向計算体系 
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2.7.3 運転上の制限又は条件の範囲 

各種の核的特性値については、実験値と計算値の比、及び実験値の実験誤差、外挿誤差、制

御棒及び後備炉停止制御棒の配置の非対称性に係る計算誤差等の不確かさを考慮して、最大値

及び最小値を設定し、安全側の評価となる値を用いる。 

（１）最大過剰反応度 

最大過剰反応度は、サイクル運転（60 日）末期に過剰反応度が零となることを想定し、

燃焼補償用反応度、温度補償用及び出力補償用反応度並びに運転余裕用を積み上げて設

定する。定格出力時における最大過剰反応度は 0.020Δk/k となる。当該反応度は、燃焼

による反応度低下を補償し、これに運転余裕を見込んだものである。また、100℃の体系

から定格出力時の体系における温度及び出力による反応度低下を補償するために必要な

過剰反応度は、計算上の余裕を含めて最大 0.015Δk/k となる。上記より、100℃の体系

における最大過剰反応度は、0.035Δk/k 以下となる。標準平衡炉心の過剰反応度の内訳

を第 2.7.2 表に示す。 

 

第 2.7.2 表 標準平衡炉心の過剰反応度の内訳 

（単位：Δk/k） 

          

 反応度バランス 
主炉停止系 後備炉停止系 

定格出力時の最大の過剰反応度 0.020 - 

内訳 
燃焼補償用 0.014 - 

運転余裕用 0.006 - 

温度補償用及び出力補償用 0.0149 0.0053 

内訳 

100℃～250℃ 0.0057 - 

250℃～350℃ 0.0039 - 

350℃～定格 0.0053 0.0053 

所要反応度の合計 
0.035 

(0.0349) 

0.006 

(0.0053) 

反応度制御能力 0.050 0.014 

反応度停止余裕 0.015 0.008 

 

（２）反応度停止余裕 

制御棒は、ワンロッドスタック時にあっても、原子炉を未臨界に移行することができ、

100℃の体系において、未臨界を維持できるものとする。後備炉停止制御棒は、原子炉を

未臨界に移行することができ、350℃の体系において、未臨界を維持できるものとする。

なお、反応度停止余裕の評価に当たっては、保守的な制御棒及び後備炉停止制御棒の挿

入パターンで評価するとともに、反応度価値に補正係数を乗じることで、制御棒及び後

備炉停止制御棒の反応度価値の計算の不確かさ、制御棒及び後備炉停止制御棒の中性子

吸収材の燃焼、炉心構成の変動等を考慮するものとする。上述の評価により、制御棒 4
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本挿入時の反応度価値は 0.070Δk/k 以上となる。また、反応度停止余裕は 0.015Δk/k

以上（ワンロッドスタック時）となる。また、後備炉停止制御棒 2 本挿入時の反応度価

値は 0.014Δk/k 以上となり、350℃の体系における反応度停止余裕は 0.008Δk/k 以上と

なる。 

（３）制御棒ストローク曲線 

制御棒ストローク曲線を第 2.7.2 図に示す。制御棒ストローク曲線に対する炉心構成

の変動及び炉心の燃焼等の影響は小さく、制御棒による最大反応度添加率は約 0.00016

Δk/k/s である。なお、最大反応度添加率の評価に当たっては、保守的な制御棒及び後備

炉停止制御棒の挿入パターンで評価するとともに、反応度価値に補正係数を乗じること

で、制御棒の反応度価値の計算の不確かさ、制御棒の中性子吸収材の燃焼、炉心構成の

変動等を考慮する。 

なお、燃焼に伴い制御棒の反応度価値の絶対値及び最大変化率は減少し、最大反応度

添加率は、未燃焼時に最大となる。 

（４）反応度係数 

反応度係数は、標準平衡炉心における計算値に対して、炉心構成や燃料初期組成、燃

焼の影響や実測値に基づく不確かさ等を考慮し、炉心支持板温度係数については±20%、

それ以外については±30%の範囲を制限値として設定する。計算結果を以下に示す。 

（ⅰ）ドップラ係数 

通常運転時及び１次冷却材全喪失時における標準平衡炉心のドップラ係数を第 2.7.3

表に示す。第 2.7.3 表に示すように、ドップラ係数は負となる。 

 

第 2.7.3 表 標準平衡炉心のドップラ係数 

（単位：Tdk/dT） 

 ドップラ係数 運転上の制限又は条件の範囲 

通常運転時 

１次冷却材全喪失時 

-2.4×10-3 

-2.0×10-3 
-（1.3～3.3）×10-3 

 

（ⅱ）温度係数（ドップラ効果を除く。） 

温度係数は、燃料温度係数、構造材温度係数、冷却材温度係数及び炉心支持板温度係

数から構成する。標準平衡炉心の温度係数を第 2.7.4 表に示す。これらの温度係数は、

燃料ペレット、構造材（被覆管を含む。）、冷却材及び炉心支持板の膨張に起因するもの

であり、全て負となる。 
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第 2.7.4 表 標準平衡炉心の温度係数 

（単位：Δk/k/℃） 

 温度係数 運転上の制限又は条件の範囲 

燃料温度係数 

構造材温度係数 

冷却材温度係数 

炉心支持板温度係数 

-3.2×10-6 

-1.3×10-6 

-9.6×10-6 

-14.2×10-6 

-（2.2～4.2）×10-6 

-（0.8～1.7）×10-6 

-（6.6～12.5）×10-6 

-（1.1～1.7）×10-5 

 

（ⅲ）ナトリウムボイド反応度 

ナトリウムボイド反応度は、原子炉容器内の全ての場所において負である。標準平衡

炉心の１次冷却材全喪失時の反応度の変化（ナトリウムボイド反応度）は－0.019Δk/k

となる。運転上の制限又は条件の範囲は、-（1.3～2.5）×10-2Δk/k とする。 
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第 2.7.2 図 制御棒ストローク曲線  
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2.7.4 出力分布及び最大中性子束 

標準平衡炉心の出力分布及び炉内最大中性子束を第 2.7.5 表に示す。出力分布には、制御棒

の挿入により歪みが生じるため、その評価に当たっては、制御棒の挿入量を考慮する必要があ

る。通常運転時における制御棒の挿入量は、そのストロークの 5/13 以下であるため、出力ピ

ーキング係数は、制御棒の挿入量を、そのストロークの 5/13 として評価したものである。出

力ピーキング係数は、径方向出力ピーキング係数、軸方向出力ピーキング係数及び局所出力ピ

ーキング係数に分類し、径方向出力ピーキング係数を燃料集合体当たりの最大出力と平均出力

との比、軸方向出力ピーキング係数を燃料要素の軸方向最大出力密度と平均出力密度との比、

局所出力ピーキング係数を燃料要素当たりの最大出力と平均出力との比と定義する。 

 

第 2.7.5 表 出力分布及び炉内最大中性子束 

 標準平衡炉心 

出力分布 

出力分担（MW） 

  炉心燃料集合体 

  照射燃料集合体 

  その他 

  (反射体、制御棒等) 

 

95.7 

1.1 

3.2 

 

 出力ピーキング係数 

  径方向 

  軸方向 

  局所 

1.63 

1.33 

1.17 

1.04 

 炉内最大中性子束(n／cm2／s) 

   0.1MeV 以上 

   全中性子束 

 

2.9×1015 

4.2×1015 
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2.8 要求事項（試験炉設置許可基準規則第 43 条）への適合性説明 

 

（試験用燃料体） 

第四十三条 試験用燃料体は、次に掲げるものでなければならない。 

一 試験計画の範囲内において、試験用燃料体の健全性を維持できない場合においても、燃料

体の性状又は性能に悪影響を与えないものであること。 

二 設計基準事故時において、試験用燃料体が破損した場合においても、試験研究用等原子炉

を安全に停止するために必要な機能及び炉心の冷却機能を損なうおそれがないものであるこ

と。 

三 放射性物質の漏えい量を抑制するための措置を講じたものであること。 

四 輸送中又は取扱中において、著しい変形が生じないものであること。 

 

適合のための設計方針 

 

一 照射燃料集合体の熱設計は、炉心燃料集合体の設計方針に基づいて行う。燃料要素は、燃料温度、

核分裂生成ガスによる内部ガス圧、被覆管の応力及び歪等を制限することにより、その健全性を

確保する。ただし、試験用要素を装填した照射燃料集合体は、通常運転時及び運転時の異常な過

渡変化時において、試験用要素が計画された範囲内でその健全性を喪失しても、他の燃料要素の

健全性に影響を与えないよう、それぞれの燃料要素について、設計方針を定め、その方針を満足

するよう設計する。燃料集合体は、炉心燃料集合体の設計方針に準ずる。ただし、限界照射試験

用要素を装填した照射燃料集合体にあっては、コンパートメントの冷却材出口部は多数の小口径

の孔とし、万一、限界照射試験用要素の開孔部から燃料が放出された場合でも、炉心燃料集合体

の冷却を阻害するおそれのある粒径の燃料粒子が照射燃料集合体の外側へ漏れ出ない構造とする。 

 

二 照射燃料集合体は、設計基準事故時において、照射燃料集合体が破損した場合においても、原子

炉を安全に停止するために必要な機能及び炉心の冷却機能を損なうおそれがないように設計する。

燃料要素は、燃料温度、核分裂生成ガスによる内部ガス圧、被覆管の応力及び歪等を制限するこ

とにより、その健全性を確保する。ただし、試験用要素にあっては、通常運転時及び運転時の異

常な過渡変化時において、計画された範囲でその健全性を喪失しても、他の燃料要素の健全性に

影響を与えないよう、使用する試験用要素に応じて設計方針を定め、その方針を満足するよう設

計する。燃料集合体は、炉心燃料集合体の設計方針に準ずる。ただし、限界照射試験用要素を装

填した照射燃料集合体にあっては、コンパートメントの冷却材出口部は多数の小口径の孔とし、

万一、限界照射試験用要素の開孔部から燃料が放出された場合でも、炉心燃料集合体の冷却を阻

害するおそれのある粒径の燃料粒子が照射燃料集合体の外側へ漏れ出ない構造とする。先行試験

用要素を装填した照射燃料集合体にあっては、燃料溶融状態の先行試験用要素の被覆管の破損が

生じた場合でも、内壁構造容器の健全性が確保される構造とするとともに、内壁構造容器の冷却

材出口部を多数の小口径の孔とし、万一、先行試験用要素の被覆管の破損部から燃料が放出され

た場合でも、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある粒径の燃料粒子が照射燃料集合体の

外側へ漏れ出ない構造とする。基礎試験用要素を装填した照射燃料集合体にあっては、基礎試験
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用要素の被覆管が開孔した場合でも、密封構造容器の健全性が確保される構造とする。 

 

三 燃料要素は、燃料温度、核分裂生成ガスによる内部ガス圧、被覆管の応力及び歪等を制限するこ

とにより、その健全性を確保する。また、照射燃料集合体の 1 体当たりの核分裂性物質量は、炉

心燃料集合体のそれを超えないものとする。Ｂ型、Ｃ型及びＤ型照射燃料集合体のそれぞれの 1

体当たりの核分裂性物質量は、Ａ型照射燃料集合体のそれの最大を超えないものとする。ただし、

試験用要素にあっては、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、計画された範囲で

その健全性を喪失するものがある。限界照射試験用要素、先行試験用要素及び基礎試験用要素の

装填時にあっては、年間照射試験回数を制限するとともに、燃料破損検出系により、燃料要素の

被覆管の開孔又は破損が検知された場合には、原子炉を停止し、当該照射燃料集合体を炉心から

取り出すとともに、放射性廃ガス中の放射性物質の濃度が所定の値を超える場合には、当該廃ガ

スを貯留タンクに圧入貯蔵するものとする。 

 

四 照射燃料集合体は、輸送中又は取扱中において、著しい変形が生じないように、輸送中又は取扱

中に加わる荷重として、設計上の加速度条件として 6G を設定し、この加速度に基づく荷重により、

燃料要素支持部等に発生する応力を評価し、これが許容応力以下であることを確認することで過

度の変形を防止し、その機能が阻害されることがないように設計する。 
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「炉心の変更」に関する基本方針 
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43 条-別紙 1-1 

 

1. 概要 

「常陽」の炉心は、増殖炉心（以下「ＭＫ－Ⅰ炉心」という。）から照射用炉心（以下「ＭＫ－Ⅱ

炉心」という。）へ変更された後、更に変更を加え、熱出力を 140MW とした照射用炉心（以下「ＭＫ

－Ⅲ炉心」という。）に変更された。本申請では、更に変更を加え、熱出力を 100MW とした照射用炉

心（以下「ＭＫ－Ⅳ炉心」という。）を対象とする。「炉心の変更」に関する基本方針を以下に示す。 

 

2. 「炉心の変更」に関する基本方針 

「炉心の変更」は、改正された核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の施行に伴

い、「常陽」を「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則」等に適

合させるための変更を行うにあたり、原子炉停止系統の信頼性を強化し、安全性を向上させること、

一方で、高速炉燃料材料の開発等のための照射試験に必要な性能を維持することを目的とする（別図

1.1 参照）。 

原子炉停止系統は、独立した主炉停止系と後備炉停止系を設けることで信頼性を向上する。それぞ

れの原子炉停止系統に要求される停止能力の確保には、最大過剰反応度の削減が必要であり、ここで

は、熱出力の低減及び燃料集合体最大装荷個数の削減により、出力補償や燃焼補償に係る過剰反応度

を削減して対応することとした。一方で、照射試験性能として考慮すべき主なパラメータである線出

力と中性子照射量は、熱出力低減により基本的に低下する。必要な線出力又は中性子照射量を確保で

きる範囲に維持することも「常陽」の運転目的として肝要である。 

熱出力を 100MW としたＭＫ－Ⅳ炉心は、これらの要件を満足するものであり、当該炉心に相応する

最大過剰反応度を核的制限値とする。なお、原子炉冷却系統施設の除熱能力は変更しないものとし、

安全裕度を拡大することとしている。 

「炉心の変更」に伴って生じる主な変更点等を別図 1.2 に示す。本申請にあっては、ＭＫ－Ⅳ炉心

（熱出力 100MW）での核設計や熱設計を実施するとともに、当該設計結果を炉心燃料集合体の機械設

計や被ばく評価、安全評価等に反映する。 
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別図 1.1 「炉心の変更」に関する基本方針 

 

 

 

 

別図 1.2 「炉心の変更」に伴って生じる主な変更点等 
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別紙 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照射燃料集合体の安全設計において参考とした指針 

と設置許可基準規則の比較 
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照射用燃料集合体に装荷される燃料要素では、「水冷却型試験研究用原子炉施設に関する安全設計

審査指針」（以下、「試験炉安全設計審査指針」という。）の指針 13 を参考としてきた。ただし、一部

の燃料要素は、指針 13 に定義される試験用燃料要素に該当しないため、指針 12を参考とし、燃料要

素の健全性喪失（被覆材の破損あるいは被覆内燃料の一部の溶融等）を許容しない設計としている。 

試験炉設置許可基準規則の第 43 条と試験炉安全設計審査指針の指針 12 及び指針 13 の比較を第 1

表に示す。試験炉設置許可基準規則の第 43条の要求事項は、試験炉安全設計審査指針の指針 12 及び

指針 13 に包含されており、本申請において、照射燃料集合体の設計方針に変更はない。 
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規
定
す
る
「
燃
料
体
の
性
状
又
は
性
能
に

悪
影

響
を
与

え
な

い
」
と
は
、
試
験
計
画
の
範
囲
内
で
、
燃
料
体
の

機
能
及

び
健

全
性

を
阻
害
し
な
い
こ
と
を
い
う
。
 

【
指

針
12

】
１
．

燃
料
要

素
は
、

原
子
炉

内
に

お
け

る
使
用

期
間
中
に
生
じ

得
る

種
々

の
変

化
を

考
慮

し
て

も
、

そ
の

健
全

性
を

失
う

こ
と

の
な

い
設

計
で

あ
る
こ

と
。
 

〔
解

説
〕
 

「
燃

料
要

素
」

と
は

、
燃

料
板

又
は

燃
料

棒
等

と
そ

の
他
の
構
成

品
を

一
体
に

組
上
げ

た
も
の

を
い
う

。
 

「
生

じ
得
る

種
々
の

変
化
」
と

は
、
燃
料

の
ス

エ
リ

ン
グ
、
被
覆
材

の
中

性
子
照

射
効
果

、
腐
食

等
が
あ

る
。
 

【
指

針
13

】
２
．

試
験
用

燃
料
要

素
は
、

計
画

さ
れ

た
範
囲

内
で
そ
の
健
全

性
を

喪
失

し
て

も
、

燃
料

要
素

の
健

全
性

に
影

響
を

与
え

な
い

設
計

で
あ

る
こ

と
。
 

〔
解

説
〕
 

第
２

項
の

「
計

画
さ

れ
た

範
囲

内
で

そ
の

健
全

性
を

喪
失
し
」
と

は
、

試
験

計
画

で
制

限
し

た
範

囲
内

で
、

被
覆

材
の

破
損
あ
る
い
は

棒
状

燃
料

に
あ

っ
て

は
燃

料
ペ

レ
ッ

ト
の

一
部

に
溶

融
が
生
じ
る
こ

と
な

ど
を
い

う
。「

燃
料

要
素

の
健
全

性
に

影
響

を
与

え
な
い
」
と
は
、

燃
料

要
素
の

機
能
及

び
健
全

性
を
阻

害
し

な
い

こ
と

を
い
う
。
 

【
指

針
13

】
３
．

試
験
用

燃
料
要

素
は
、

原
子

炉
施

設
の
設

計
と
あ
い
ま
っ

て
、

運
転
時

の
異
常

な
過
渡

変
化
時

に
お

い
て

、
原

子
炉
の

安
全
性
を
損

な
わ

な
い
設

計
で
あ

り
、
 

・
 
照
射
燃
料
集
合
体
の
熱
設
計
は
、
炉
心
燃
料
集
合
体
の
設
計
方
針

に
基
づ
い
て
実
施
す
る
こ
と
が
基
本
 

・
 

燃
料
要
素
は
、
燃
料
温
度
、
核
分
裂
生
成
ガ
ス
に
よ
る
内
部
ガ
ス

圧
、
被
覆
管
の
応
力
及
び
歪
等
を
制
限
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
健

全
性
を
確
保
 

・
 

試
験
用
要
素

*
1
を
装
填
し
た
照
射
燃
料
集
合
体
は
、
通
常
運
転
時

及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
試
験
用
要
素
が
計

画
さ
れ
た
範
囲
内
で
そ
の
健
全
性
を
喪
失
し
て
も
、
そ
の
健
全
性
の

喪
失
に
よ
り
他
の
燃
料
要
素
の
健
全
性
に
影
響
を
与
え
な
い
よ
う
、

そ
れ
ぞ
れ
の
燃
料
要
素
に
つ
い
て
、
設
計
方
針
を
定
め
、
そ
の
方
針

を
満
足
す
る
よ
う
設
計
 

二
 
設

計
基

準
事

故
時
に
お
い
て
、
試
験
用
燃
料
体
が
破
損
し

た
場

合
に

お
い

て
も

、
試

験
研

究
用
等
原
子
炉
を
安
全

に
停
止
す
る
た
め
に
必

要
な

機
能

及
び

炉
心

の
冷

却
機
能
を
損
な
う
お
そ
れ
が
な
い
も
の
で
あ
る
こ

と
。
 

【
解

釈
】
 

・
 
第

２
号

に
規
定
す
る
「
試
験
研
究
用
等
原
子
炉
を

安
全
に

停
止
す

る
た

め
に
必
要
な
機
能
及
び
炉
心
の
冷
却
機
能
を
損

な
う

お
そ

れ
が

な
い

」
と
は
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
な
い

こ
と

及
び

試
験

用
燃

料
体
が
そ
の
許
容
試
験
限
界
を
超
え
な
い
こ
と

を
い
う

。
な
お

、
試

験
用

燃
料
体
の
「
許
容
試
験
限
界
」
と
は
、
試
験

用
燃

料
体

が
あ

ら
か

じ
め
計
画
し
た
範
囲
内
で
被
覆
材
の
破
損
又
は

燃
料

棒
に

あ
っ

て
は

燃
料
材
の
一
部
溶
融
等
の
試
験
を
行
う
こ
と
が

で
き

る
限

界
を

い
い

、
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
も

、
そ

の
損

傷
に

よ
り

燃
料

体
の

健
全

性
を

損
な

う
こ

と
の

な
い

こ
と

が
要

求
さ

れ
る

。
 

 
ま

た
、

事
故

時
に

お
い

て
も

試
験

用
燃

料
要

素
の

破
損

等
に

よ
り
、

原
子

炉
の

安
全

な
停

止
及

び
炉

心
の

冷
却

に
支

障
を

与
え

な
い

設
計

で
あ

る
こ

と
。
 

〔
解

説
〕
 

第
３

項
の

「
原

子
炉

の
安

全
性

を
損

な
わ

な
い

」
と

は
、
燃
料
要

素
及

び
試

験
用

燃
料

要
素

が
そ

れ
ぞ

れ
の

許
容

設
計

限
界

及
び
許
容

試
験

限
界

を
超

え
な

い
こ

と
を

い
う

。
こ

こ
で

、
試

験
用

燃
料
要
素

の
許

容
試

験
限

界
と

は
、

試
験

用
燃

料
要

素
が

あ
ら

か
じ

め
計
画
し

た
範

囲
内

で
被

覆
材

の
破

損
あ

る
い

は
棒

状
燃

料
に

あ
っ

て
は
燃
料

ペ
レ

ッ
ト

の
一

部
溶

融
等

の
試

験
を

行
え

る
限

界
を

い
い

、
運
転
時

の
異

常
な

過
渡

変
化

時
に

お
い

て
も

、
そ

の
損

傷
に

よ
り

燃
料
要
素

の
健

全
性
を

損
な
う

こ
と
の

な
い
こ

と
が

要
求

さ
れ

る
。
 

・
 

試
験
用
要
素
を
装
填
し
た
照
射
燃
料
集
合
体
は
、
設
計
基
準
事
故

時
に

お
い

て
も

そ
の

健
全

性
の

喪
失

に
よ

り
他

の
燃

料
要

素
の

健
全
性
に
影
響
を
与
え
な
い
よ
う
、
そ
れ
ぞ
れ
の
燃
料
要
素
を
装
填
し

た
照
射
燃
料
集
合
体
に
つ
い
て
、
設
計
方
針
を
定
め
、
そ
の
方
針
を

満
足
す
る
よ
う
設
計
 

 

 

[75]



 

第
1
表
 

試
験

炉
設
置
許
可
基
準
規
則
の
第

43
条
と
試
験
炉
安
全
設

計
指
針
の
指
針

12
及
び
指
針

13
の
比
較
（
2
/
2）

 
試
験
炉
設
置
許
可
基
準
規
則
 

第
43

条
 

試
験

炉
安
全

設
計
審

査
指
針
 

（
指

針
12

, 
1
3）

 
規
則
等
に
相
応
す
る
申
請
書
記
載
概
要
 

三
 

放
射

性
物

質
の

漏
え
い
量
を
抑
制
す
る
た
め
の
措
置
を
講

じ
た

も
の

で
あ

る
こ

と
。
 

【
解

釈
】
 

・
 
第

３
号
に
規
定
す
る
「
放
射
性
物
質
の
漏
え
い
量

を
抑
制

す
る
た

め
の

措
置
」
と
は
、
被
覆
材
の
破
損
に
よ
る
一
次
冷
却

材
中
へ

の
核

分
裂

生
成
物
等
の
放
射
性
物
質
の
放
出
量
を
、
試
験
用

燃
料
体

の
破

損
範

囲
の
限
定
、
破
損
燃
料
検
出
設
備
に
よ
る
運
転
監

視
等
に

よ
り

適
切

に
制
限
で
き
る
措
置
を
い
う
。
 

【
指

針
13

】
４
．

試
験
用

燃
料
要

素
は
、

原
子

炉
施

設
の
設

計
と
あ
い
ま
っ

て
、

１
次

冷
却

材
中

へ
の

放
射

性
物

質
の

放
出

量
を

制
限

で
き

る
設

計
で

あ
る

こ
と
。
 

〔
解

説
〕
 

第
４

項
の

「
放

射
性

物
質

の
放

出
量

を
制

限
で

き
る

」
と
は
、
被

覆
材

の
破

損
に

よ
る

１
次

冷
却

材
中

へ
の

核
分

裂
生

成
物
等
の
放
射

性
物

質
の

放
出

量
を

、
試

験
用

燃
料

板
又

は
試

験
用

燃
料
棒
の
破
損

範
囲

の
限

定
、

破
損

燃
料

検
出

設
備

に
よ

る
運

転
監

視
等
に
よ
り
適

切
に

制
限
で

き
る
こ

と
を
い

う
。
 

【
指

針
13

】
５
．

原
子
炉

施
設
は

、
試
験

用
燃

料
要

素
か
ら

放
出
さ
れ
る
放

射
性

物
質

を
加

え
て

も
、

環
境

へ
の

放
射

性
物

質
の

放
出

量
を
合
理

的
に

達
成

で
き
る

限
り
低

く
抑
え

る
設
計

で
あ

る
こ

と
。
 

・
 
燃
料
破
損
検
出
系
に
よ
り
、
燃
料
要
素
の
被
覆
管
の
開
孔
又
は
破

損
が
検
知
さ
れ
た
場
合
に
は
、
原
子
炉
を
停
止
し
、
当
該
照
射
燃
料

集
合
体
を
炉
心
か
ら
取
り
出
す
と
と
も
に
、
放
射
性
廃
ガ
ス
中
の
放

射
性
物
質
の
濃
度
が
所
定
の
値
を
超
え
る
場
合
に
は
、
当
該
廃
ガ
ス

を
貯
留
タ
ン
ク
に
圧
入
貯
蔵
 

・
 

照
射
燃
料
集
合
体
の

1
体
当
た
り
の
核
分
裂
性
物
質
量
は
、
炉
心

燃
料
集
合
体
を
超
え
な
い
も
の
に
制
限
 

・
 
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
計

画
さ

れ
た

範
囲

で
そ

の
健

全
性

を
喪

失
す

る
限

界
照

射
試

験
用

要
素
、
先
行
試
験
用
要
素
及
び
基
礎
試
験
用
要
素
の
装
填
時
に
あ
っ
て

は
、
年
間
照
射
試
験
回
数
を
制
限
 

四
 

輸
送

中
又

は
取

扱
中
に
お
い
て
、
著
し
い
変
形
が
生
じ
な

い
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

【
指

針
12

】
２
．

燃
料
要

素
は
、

輸
送
及

び
取

扱
い

中
に
過

度
の
変
形
を
生

じ
な

い
設
計

で
あ
る

こ
と
。
 

【
指

針
13

】
６
．

試
験
用

燃
料
要

素
は
、

輸
送

及
び

取
扱
い

中
に
過
度
の
変

形
を

生
じ
な

い
設
計

で
あ
る

こ
と
。
 

・
 
照
射
燃
料
集
合
体
の
機
械
設
計
は
、
炉
心
燃
料
集
合
体
の
設
計
方

針
に
基
づ
き
実
施
す
る
こ
と
が
基
本
 

*
1 

照
射

燃
料
集

合
体
に
装
填
す
る
燃
料
要
素
の
う
ち
、
Ⅲ
型

限
界

照
射
試

験
用

要
素

、
Ⅳ

型
限
界

照
射
試

験
用
要

素
、
先

行
試
験

用
要
素

及
び
基

礎
試
験
用
要
素
（
指
針

13
を
適
用
す
る
燃
料
要
素
）
を
「
試
験
用
要
素
」
と
呼

ぶ
。
 

 

[76]



別紙 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照射燃料集合体の構造概要と燃料要素の種類の変更 
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43条-別紙 3-1 

 

 

第 1表 照射燃料集合体 

Ａ型 Ｂ型 Ｃ型 Ｄ型 

・ 試料部の周囲に、スパイラ

ルワイヤを巻いたＡ型用炉心

燃料要素を炉心燃料集合体と

同じ燃料要素ピッチで正三角

格子状に配置した構造。 

（第 1 図、第 2図参照） 

 

・ 試料部は、燃料要素 7本の

バンドルとし二重のステンレ

ス鋼の試料部六角管に納めた

「バンドル型」、α型コンパー

トメント 1本又はβ型コンパー

トメント 1本をステンレス鋼の

試料部六角管に納めた「コンパ

ートメント型」を使用。 

（第 1 図、第 2図参照） 

 

・ コンパートメント型は、コ

ンパートメントを適宜取り出

すことにより、照射中の燃料要

素の健全性を確認可能。 

 

・ 燃料材が占める体積比率が

比較的大きいため、高い中性子

束による照射試験が可能。 

・ 試料部を装填したγ型コン

パートメント 6本を、燃料集合

体の中央部に設けたステンレ

ス鋼のタイロッドのまわりに

配置した構造。 

（第 1 図、第 3 図、第 4図参照） 

 

・ ほぼ同一の照射条件下でパ

ラメトリックなデータの取得

が可能。また、コンパートメン

トを適宜取り出すことにより

照射中の燃料要素の健全性を

確認可能。 

・ 燃料要素最大 91 本のバン

ドルをステンレス鋼の試料部

六角管に納めた構造。 

（第 1 図、第 3図参照） 

 

・ 同時に多数の照射データを

取得可能。燃料要素の健全性を

統計的に確認可能。 

 

・ 照射条件をオンライン計測

するものにあっては、検出器を

取り付け、計測線を炉外に引き

出す構造。 

（第 5 図参照） 

・ 燃料集合体の中央部に設け

たステンレス鋼のタイロッド

のまわりに、γ型コンパートメ

ント 6 本、δ型コンパートメン

ト 18本、又は、混在させて配置

した構造。 

（第 1 図、第 3図参照） 

 

・ ほぼ同一の照射条件下で燃

料要素 1 本ごとに最大 18 のパ

ラメータを設定して照射デー

タを取得可能。また、コンパー

トメントを適宜取り出すこと

により照射中の燃料要素の健

全性を確認可能。 

※ コンパートメント： 照射燃料集合体の内部において独自に冷却材流量を設定できる二重の円筒管（α型コンパートメン

トにおいては、外管に六角管も使用）。装填する燃料要素の種類及び本数並びに構造及び主要寸法等の

組合せによりα型、β型、γ型及びδ型コンパートメントの 4種類に分類。 
α型 ワイヤスペーサ型／グリッドスペーサ型 

β型 ワイヤスペーサ型／シュラウド管型 

γ型 

ワイヤスペーサ型／グリッドスペーサ型 

先行試験用（ワイヤスペーサ型／シュラウド管型） 

基礎試験用（ワイヤスペーサ型／シュラウド管型） 

δ型 ワイヤスペーサ型／シュラウド管型 
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43条-別紙 3-2 

 

第 2表 コンパートメント 

コンパートメントの種類 装填可能な燃料要素（燃料要素の本数） 

収納可能な 

照射燃料集合体 

（コンパートメ

ントの本数） 

α型コンパートメ

ント 

※ 燃料要素最大

5 本をピンタイ

ロッドの周囲に

配置 

（第 1 図参照） 

ワイヤスペーサ型 Ⅲ型特殊燃料要素（最大 5 本） 

Ⅳ型特殊燃料要素（最大 5 本） 

Ａ（最大 1 本） 

グリッドスペーサ型 Ⅲ型特殊燃料要素（最大 5 本） 

Ⅳ型特殊燃料要素（最大 5 本） 

β型コンパートメ

ント 

※ 燃料要素 1 本

をシュラウド管

に装填 

（第 1 図参照） 

ワイヤスペーサ型 Ⅲ型限界照射試験用要素（最大 1本）＊1 

Ⅳ型限界照射試験用要素（最大 1本）＊1 

Ａ（最大 1 本） 

シュラウド管型 Ⅲ型限界照射試験用要素（最大 1本）＊1 

Ⅳ型限界照射試験用要素（最大 1本）＊1 

γ型コンパートメ

ント 

 

ワイヤスペーサ型 

※ 燃料要素最大 5本をピンタイロッドの

周囲に配置 

（第 1 図参照） 

Ⅲ型特殊燃料要素（最大 5 本） 

Ⅳ型特殊燃料要素（最大 5 本） 

Ⅲ型限界照射試験用要素（最大 1本）＊1 

Ⅳ型限界照射試験用要素（最大 1本）＊1 

限界照射試験用補助要素（最大 3本） 

Ｂ（6 本） 

Ｄ（最大 6 本） 

グリッドスペーサ型 

※ 燃料要素最大 5本をピンタイロッドの

周囲に配置 

（第 1 図参照） 

Ⅲ型特殊燃料要素（最大 5 本） 

Ⅳ型特殊燃料要素（最大 5 本） 

Ⅲ型限界照射試験用要素（最大 1本）＊1 

Ⅳ型限界照射試験用要素（最大 1本）＊1 

限界照射試験用補助要素（最大 3本） 

先行試験用 

※ 内壁構造容器に

燃料要素 1 本を装

填。内壁構造容器 1

本を収納。 

（第 1 図、第 4 図参

照） 

ワイヤスペーサ型 先行試験用要素（1 本）＊2 Ｂ（6 本） 

シュラウド管型 先行試験用要素（1 本）＊2 

基礎試験用 

※ 密封構造容器に

燃料要素 1 本を装

填。密封構造容器 1

本を収納。 

（第 1 図参照） 

ワイヤスペーサ型 基礎試験用要素（1 本）＊3 

シュラウド管型 基礎試験用要素（1 本）＊3 

δ型コンパートメ

ント 

※ 燃料要素 1 本

をシュラウド管

に装填 

ワイヤスペーサ型 

（第 1 図参照） 

Ⅲ型特殊燃料要素（最大 1 本） 

Ⅳ型特殊燃料要素（最大 1 本） 

Ｄ（最大 18本） 

シュラウド管型 

（第 1 図参照） 

Ⅲ型特殊燃料要素（最大 1 本） 

Ⅳ型特殊燃料要素（最大 1 本） 

＊1：コンパートメントの冷却材出口部は多数の小口径の孔とし、万一、限界照射試験用要素の開孔部から燃料が放出された場

合でも、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある粒径の燃料粒子が照射燃料集合体の外側へ漏れ出ない構造とする。 
＊2：燃料溶融状態の先行試験用要素の被覆管の破損が生じた場合でも、内壁構造容器の健全性が確保される構造とするととも

に、内壁構造容器の冷却材出口部を多数の小口径の孔とし、万一、先行試験用要素の被覆管の破損部から燃料が放出され

た場合でも、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある粒径の燃料粒子が照射燃料集合体の外側へ漏れ出ない構造と

する。 
＊3：基礎試験用要素の被覆管が開孔した場合でも、密封構造容器の健全性が確保される構造とする。 

 

  

[79]



43条-別紙 3-3 

 

第 3表 燃料要素 

種類＊1 
装填可能な 

照射燃料集合体 
燃料要素の主要仕様 

Ⅰ型特殊燃料要素  （削除） 

Ⅱ型特殊燃料要素  （削除） 

Ⅲ型特殊燃料要素 
Ａ、Ｂ、Ｃ、
Ｄ 

燃料材：プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット 
Pu 含有率：32wt%以下、Pu 同位体組成比：原子炉級、U 濃縮度：26wt%以下 
燃料ペレット外径：5.3～7.5 ㎜／燃料ペレット内径（中空）：約 2mm 
被覆材：オーステナイト系ステンレス鋼 
被覆管外径：6.4～8.5mm、被覆管肉厚：0.4～0.7mm 
燃料要素有効長さ：50cm 以下＊3 
最高燃焼度：130,000MWd/t 

Ⅳ型特殊燃料要素 
Ａ、Ｂ、Ｃ、
Ｄ 

燃料材：プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット 
Pu 含有率 32wt%以下、Pu 同位体組成比：原子炉級、U 濃縮度：24wt%以下 
燃料ペレット外径：5.18～6.18 ㎜／燃料ペレット内径（中空）：約 2mm 
被覆材：高速炉用フェライト系ステンレス鋼 
被覆管外径：6.5～7.5mm、被覆管肉厚：0.56～0.76mm 
燃料要素有効長さ：50cm 以下＊3 
最高燃焼度：130,000MWd/t 

Ⅰ型限界照射試験用要素  （削除） 

Ⅱ型限界照射試験用要素  （削除） 

Ⅲ型限界照射試験用要素 Ａ＊2、Ｂ、Ｄ 

燃料材：プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット 
Pu 含有率：32wt%以下、Pu 同位体組成比：原子炉級、U 濃縮度：26wt%以下 
燃料ペレット外径：5.3～7.5 ㎜／燃料ペレット内径（中空）：約 2mm 
被覆材：オーステナイト系ステンレス鋼 
被覆管外径：6.4～7.5mm、被覆管肉厚：0.4～0.6mm 
燃料要素有効長さ：50cm 以下＊3 
最高燃焼度：150,000MWd/t（Ａ型）、200,000MWd/t（Ｂ型、Ｄ型） 

Ⅳ型限界照射試験用要素 Ａ＊2、Ｂ、Ｄ 

燃料材：プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット 
Pu 含有率 32wt%以下、Pu 同位体組成比：原子炉級、U 濃縮度：24wt%以下 
燃料ペレット外径：5.18～6.18 ㎜／燃料ペレット内径（中空）：約 2mm 
被覆管材：高速炉用フェライト系ステンレス鋼 
被覆管外径：6.5～7.5mm、被覆管肉厚：0.56～0.76mm 
燃料要素有効長さ：50cm 以下＊3 
最高燃焼度：150,000MWd/t（Ａ型）、200,000MWd/t（Ｂ型、Ｄ型） 

炭化物試験用要素  （削除） 

窒化物試験用要素  （削除） 

高線出力試験用要素  （削除） 

ＦＦＤＬ試験用要素 
（スリット付） 

 （削除） 

ＦＦＤＬ試験用要素 
（スリットなし） 

 （削除） 

先行試験用要素 Ｂ 

燃料材：プルトニウム又はウランの単体、又は混合物の酸化物、炭化物、窒化物又は金属＊4 
Pu 同位体組成比：原子炉級 
燃料材外径：4.6～7.5 ㎜／燃料ペレット内径（中空）：約 2mm 
被覆材：オーステナイト系ステンレス鋼または高速炉用フェライト系ステンレス鋼（酸化物分散強化型を

含む） 
被覆管外径：5.4～8.5mm、被覆管肉厚：0.3～0.8mm 
燃料要素有効長さ：50cm 以下＊3 
最高燃焼度：200,000MWd/t 

基礎試験用要素 Ｂ 

燃料材：プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット、プルトニウム・ウラン混合炭化物焼結ペレット、
プルトニウム・ウラン混合窒化物焼結ペレット、プルトニウム・ウラン混合金属スラグ 

Pu 含有率：それぞれ 32wt%以下、25wt%以下、30wt%以下、20wt%以下、Pu 同位体組成比：原子炉級 
燃料ペレット外径：4.6～7.5 ㎜／燃料ペレット内径（中空）：約 2mm 
被覆材：ステンレス鋼 
被覆管外径：5.4～8.5mm、被覆管肉厚：0.3～0.8mm 
燃料要素有効長さ：50cm 以下＊3 
最高燃焼度：200,000MWd/t  

Ａ型用炉心燃料要素 
（内側） 

Ａ 

燃料材：プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット 
Pu 含有率 32wt%以下、Pu 同位体組成比：原子炉級、U 濃縮度：約 18wt% 
燃料ペレット外径：約 4.6 ㎜ 
被覆材：オーステナイト系ステンレス鋼 
被覆管外径：約 5.5mm、被覆管肉厚：約 0.7mm 
燃料要素有効長さ：50cm 以下＊3 
最高燃焼度：90,000MWd/t 

Ａ型用炉心燃料要素 
（外側） 

限界照射試験用補助要素 Ｂ、Ｄ 

燃料材：プルトニウム・ウラン混合酸化物焼結ペレット 
Pu 含有率：32wt%以下、Pu 同位体組成比：原子炉級、U 濃縮度：26wt%以下 
燃料ペレット外径：5.3～6.6 ㎜ 
被覆材：オーステナイト系ステンレス鋼 
被覆管外径：6.4～7.5mm、被覆管肉厚：0.4～0.6mm 
燃料要素有効長さ：50cm 以下＊3 
最高燃焼度：130,000MWd/t 

＊1：今後の照射試験計画等を踏まえ、Ⅰ型特殊燃料要素、Ⅱ型特殊燃料要素、Ⅰ型限界照射試験用要素、Ⅱ型限界照射試験用要素、高線出力試験用要
素、炭化物試験用要素、窒化物試験用要素、FFDL 試験用要素を削除。 

＊2：コンパートメント型を使用。 
＊3：MK-Ⅱ炉心から継続して使用する燃料要素の場合は 55cm 以下。 
＊4：試験目的に応じて、マイナーアクチニドや核分裂生成物を混入（≦50wt％）。また、ペレットでない酸化物において、ウラン金属を混入し、O/M 比

を調整可能（≦10wt％）。 
＊5：下線部は、炉心燃料要素（燃料材：プルトニウム・ウラン混合酸化物、被覆材：オーステナイト系ステンレス鋼）と異なる種類の燃料材、被覆材

を用いるもの。  
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第 2図 Ａ型照射燃料集合体鳥瞰図 
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第 3図 Ｂ型、Ｃ型、Ｄ型照射燃料集合体鳥瞰図 

 

 

 

 

 

Ｂ型照射燃料集合体 Ｃ型照射燃料集合体 Ｄ型照射燃料集合体 

【δ型 18本装填時】 
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第 4図 Ｂ型照射燃料集合体（先行試験用）鳥瞰図 
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第 5図 計測線付Ｃ型照射燃料集合体の構造 
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別添 1 

照射燃料集合体の燃料要素で用いる燃料材、被覆材 

照射燃料集合体では、高速増殖炉用燃料の開発のため、新たな燃料材・被覆材の照射挙動の把握を

目的とした試験を実施する。そのため、炉心燃料要素で用いられているプルトニウム・ウラン混合酸

化物燃料以外の燃料材や、オーステナイト系ステンレス鋼以外の被覆材を用いることがある。 

ここでは、 

燃料材で 

・プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料

・プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料

・ウラン・プルトニウム・ジルコニウム合金（金属燃料）

被覆材で 

・高速炉用フェライト系ステンレス鋼

について、それぞれの概要と設計上の考慮を添付 1～3に示す。 
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添付 1 

 

プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料について 

 

 

１．炭化物燃料の概要 

プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料は、プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料に比べて、核分裂

性物質密度が約 30%大きく、かつ 3～5 倍高い熱伝導度を有しており、高速炉燃料として優れた特性

を有している。 

ここではプルトニウム・ウラン混合炭化物燃料の主な物性と設計上の考慮について記す。 

 

 

２．主な物性 

2.1 理論密度 

プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料は、重元素密度がプルトニウム・ウラン混合酸化物燃料より

高いため、理論密度も高い値を示す[1]。 

UC：13.63 g/cm3 

PuC：13.6 g/cm3 

U2C3：12.88 g/cm3 

Pu2C3：12.7 g/cm3 

 

 

2.2 融点 

第 2.2.1 図に UC-PuC 系の液相線及び固相線を示す[2]。燃料の溶融は固相線温度で始まるので、固

相線から融点を求める。第 2.2.1 図より固相線温度は UC の値から PuC の値へ直線的に減少している

ため、(Pu,U)Cの固相線温度は UCの固相線温度と PuCの固相線温度を直線で結んだ以下の式（第 2.2.1

図中の直線の式）から求めることができる。 

𝑇𝑇 = 2517− 915(𝑦𝑦/100)  

T：UC-PuC系の固相線温度(℃) 

y：Pu比(%) 

 

プルトニウム含有率約 25%に対して、プルトニウムの再分布について第 2.2.2 図[3]により 10%増加

を考慮し、上式に使用するプルトニウム含有率（y）を 35%とすると、固相線温度は 2190℃となる。

これに実験の不確かさを 50℃考慮して融点を 2140℃とする。 
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第 2.2.1図 UC-PuC系の融点 

 

 

第 2.2.2図 Pu再分布 
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2.3 熱伝導度 

（１）熱伝導度式 

Schmidtによって整理された実験結果から得られた温度依存の熱伝導度幅[4]及びSteinerの式[5]

から算出された熱伝導度値を第2.3.1図に示す。第2.3.1図から実験の傾向をよく表している

Steinerの式をもとに、実験結果の下限値に対し10%程度の裕度をもつよう、また、Stormsによるプ

ルトニウム混合比40wt%のデータ[6]をも包含するよう、補正係数として0.8を乗じて設定した。 

 

<UC, (Pu,U)C> 

𝐾𝐾 = ���12.6 + 4.1 × 10−3(T− 500)�× 0.8� 100⁄ �× ��1− (1− 𝐷𝐷)� �1 + (1− 𝐷𝐷)�� �  

K：熱伝導度（W/cm・℃） 

D：燃料理論密度比 

T：燃料温度（℃） 

 

 

第2.3.1図 プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料の熱伝導度 
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（２）組織変化の考慮 

第2.3.2図に炭化物燃料の組織の模式図を示す。この図においてペレットの理論密度は、ZoneⅣ

は製造時のままであり、ZoneⅢでは製造時のそれより大きく、ZoneⅡはほぼ同等であり、ZoneⅠは

小さい。このため、熱設計において組織変化にともなう理論密度比の変化によるペレットの熱伝導

度の補正を行った場合、ZoneⅣは製造時のペレット熱伝導度と等しく、ZoneⅢでは製造時のペレッ

ト熱伝導度より大きく、ZoneⅡは製造時のペレット熱伝導度とほぼ同等であり、ZoneⅠは製造時の

熱伝導度より小さくなる。 

酸化物燃料と同様に組織変化（文献[7]によると、組織変化によるペレットの理論密度比は最大

0.95、最小0.72であることから、例としてZoneⅣの理論密度比を0.85、ZoneⅢの理論密度比を0.95、

ZoneⅡの理論密度比を0.85、ZoneⅠの理論密度比を0.72と仮定する）が起こるものと仮定し、上記

のペレットの熱伝導度の変化を考慮した場合においては、熱流束が中心部（ZoneⅠ）に比べ外周部

（ZoneⅢ）の方が大きいことから、外周部のペレット熱伝導度の増加の効果が試料最高温度（ペレ

ット中心部）に与える影響が大きく、試料最高温度は組織変化を考慮しない場合に比べ低くなる。 

したがって、組織変化の効果を考慮せず熱設計を行えば安全側の評価結果となることから、炭化

物燃料においては組織変化の効果を考慮しない設計を行う。 

 

 

第2.3.2図 炭化物燃料組織の再編成の模式図 
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2.4 FP ガス放出挙動 

プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料は、プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料に比べ低い FP ガ

ス放出率を示す。 

実験結果を第 2.4.1 図に示す[8]。第 2.4.1 図から燃焼とともに FP ガス放出率は上昇するが、設計

においては保守的に 50%一定とする。 

 

 

第2.4.1図 炭化物燃料のFPガス放出率 
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2.5 スエリング 

プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料は、核分裂性物質密度がプルトニウム・ウラン混合酸化

物燃料より高いため、スエリングは大きな値を示す[9]。 

燃焼度による被覆管の歪の変化を第 2.5.1 図に示す[10]。第 2.5.1 図から約 2at%の燃焼度でペレ

ットと被覆管のギャップが完全に埋まったことがわかり、スエリングは約 1.5%/at%BU であったと

評価されている。設計では保守的に 2%/at%BU とする。 

 

 

第 2.5.1 図 炭化物燃料の被覆管歪 
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2.6 クリープ速度 

プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料は、プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料に比べて、第

2.6.1 図[11]に示すとおり、クリープ速度は小さい。クリープ速度はドイツで開発された燃料挙動

コード URANUS の式[12]を採用する。 

𝜀𝜀(h−1) = 1.49 × 1010 ∙ 𝜎𝜎2.44 ∙ exp(−63200 𝑇𝑇⁄ ) + 3.6 × 10−22 ∙ 𝐹𝐹 ∙ 𝜎𝜎  

σ：実効応力（MPa） 

T：温度（K） 

F：核分裂率比（fissions/cm3・s） 

 

 

第 2.6.1 図 炭化物燃料ペレットのクリープ 
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３．被覆管の浸炭 

プルトニウム・ウラン混合炭化物燃料は、酸素ポテンシャルが非常に小さいため、プルトニウム・

ウラン混合酸化物燃料のような被覆管腐食は起きず、浸炭が見られる。 

EBR-Ⅱで燃焼度 8.6at%まで照射した結果、プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料のような被覆管

腐食はなく、浸炭は見られず、また、12at%でも浸炭は最大 40μm であった[13]ことから、保守的に

浸炭層を 100μmとし、この浸炭層を減肉とみなす。 
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添付 2 

 

プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料について 

 

 

１．概要 

プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料は、高い重金属元素密度および高い融点をもち、また優れた

熱伝導度を示す。窒化物燃料は、温度に対応する窒素分圧をとるため、温度に対応する窒素分圧とな

るまでは、高温分解により窒素が乖離するという特徴がある。 

ここではプルトニウム・ウラン混合窒化物燃料の主な物性と設計上の考慮について記す。 

 

 

２．主な物性 

2.1 理論密度 

プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料は、重元素密度がプルトニウム・ウラン混合酸化物燃料より

高いため、理論密度も高い値を示す[1]。 

UN：14.33 g/cm3 

PuN：14.24 g/cm3 
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2.2 融点 

窒化物燃料は第 2.2.1 図[2-3]に示すように燃料温度に対応する窒素分圧をとり、この窒素分圧に見

合う窒素は、窒化物燃料の分解によって賄われる。すなわち、燃料温度に対応する窒素分圧となるま

では、窒化ウランはウランと窒素に、窒化プルトニウムはプルトニウムと窒素に分解する。ただし、

あらかじめ窒素雰囲気にする等により、実際の窒素分圧が第 2.2.1図の燃料温度に対応する窒素分圧

より高い場合は分解しない。 

第 2.2.1 図の屈曲部が窒化ウラン及び窒化プルトニウムそれぞれの窒化物としての融点であり、屈

曲部より低温側は分解であることから、温度上昇により分解が進行した場合、溶融温度及び溶融温度

に対応する窒素分圧となった後、窒化物として溶融するものと推測される。 

燃料温度の熱設計基準値の設定については、別紙 5別添 3添付 2参照。 

 

 

第 2.2.1 図 窒化物燃料の窒素分圧 
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2.3 熱伝導度 

（１）熱伝導度式 

UN について、Matzke により整理された実験結果から得られた温度依存の熱伝導度幅[1]及び

Washington の式から算出された熱伝導度値[4]を第 2.3.1図に、Pu混合比依存の熱拡散率[5]を第 2.3.2

図に示す。第 2.3.1図から Washingtonの式は UNの実験結果をよく表している。 

(Pu,N)N については、この Washingtonの式に第 2.3.2図から求められる Pu混合比による熱拡散率

の UN熱拡散率に対する割合を乗ずることにより求めるものとする。 

第 2.3.1 図の下限値及び第 2.3.2 図のプルトニウム混合比 40wt%（プルトニウムの再分布として

10wt%増加を考慮）の熱拡散率の割合を考慮し、プルトニウム混合比 50wt%の条件においても適応で

きるように定める。 

PuN(50%)UN(50%)の熱拡散率 UN(100%)の熱拡散率� = 0.6  
<UN> 

𝐾𝐾 = ��(0.02519 + 4.772 × 10−5𝑇𝑇 − 1.4227 × 10−8𝑇𝑇2) × 418.045� 100⁄ �×

��1− (1 −𝐷𝐷)� �1 + (1 −𝐷𝐷)�� �  

K：熱伝導度（W/cm・℃） 

D：燃料理論密度比 

T：燃料温度（℃） 

<(Pu,U)N> 

𝐾𝐾 = ���(0.02519 + 4.772 × 10−5𝑇𝑇 − 1.4227 × 10−8𝑇𝑇2) × 418.045�× 0.6� 100⁄ �×

��1− (1 −𝐷𝐷)� �1 + (1 −𝐷𝐷)�� �  

K：熱伝導度（W/cm・℃） 

D：燃料理論密度比 

T：燃料温度（℃） 

 

 

 
第 2.3.1 図 窒化ウランの熱伝導度 
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第 2.3.2 図 Pu混合比依存の熱拡散率 

 

 

（２）組織変化の考慮 

窒化物燃料についても、炭化物燃料と同様に組織変化が生じにくいことから、組織変化の効果を考

慮しない設計を行う。 
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2.4 FP ガス放出挙動 

プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料は、プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料に比べ低い FP ガ

ス放出率を示す。 

実験結果を第 2.4.1図に示す[6]。第 2.4.1図及び EBR-Ⅱで照射した燃料ピン（燃料密度 81～89%理

論密度、線出力 810～1070W/cm、燃焼度 3.6～5.7at%）の FP ガス放出率が、13.4～21.7%であるとい

う報告[7]から、設計においては保守的に 50%一定とする。 

 

 

第 2.4.1 図 窒化物燃料の FPガス放出率 
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2.5 スエリング 

プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料は、核分裂性物質密度がプルトニウム・ウラン混合酸化

物燃料より高いため、スエリングは大きな値を示す。 

燃焼度による被覆管の歪の変化を第 2.5.1 図に示す[7]。第 2.5.1 図から約 3at%の燃焼度でペレ

ットと被覆管のギャップが完全に埋まったことがわかり、スエリングは約 1.8%/at%BU であったと

評価されている。設計では保守的に 2%/at%BU とする。 

 

 

第 2.5.1 図 窒化物燃料の被覆管歪 
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2.6 クリープ速度 

第 2.6.1 図に示すように、窒化物燃料は酸化物燃料よりクリープ速度は小さい。このことから、

(Pu,U)N についても (Pu,U)Cの式（URANUS の式[8]）を採用する。 

𝜀𝜀(h−1) = 1.49 × 1010 ∙ 𝜎𝜎2.44 ∙ exp(−63200 𝑇𝑇⁄ ) + 3.6 × 10−22 ∙ 𝐹𝐹 ∙ 𝜎𝜎  

σ：実効応力（MPa） 

T：温度（K） 

F：核分裂率比（fissions/cm3・s） 

 

 

 

第 2.6.1 図 窒化物燃料ペレットのクリープ 
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３．被覆管の窒化 

プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料は、酸素ポテンシャルが非常に小さいため、プルトニウム・

ウラン混合酸化物燃料のような被覆管腐食は起きず、窒化が見られる。 

EBR-Ⅱで SUS316 被覆管の燃料要素を燃焼度 8.7at%まで照射した結果、プルトニウム・ウラン混合

酸化物燃料のような被覆管腐食はなく、窒化がまったく見られなかった[9]。しかし、SUS304被覆管の

燃料要素においては燃焼度 32,100MWd/tまで照射した結果、被覆管内表面がわずかながら窒化したと

推察されており[10]、このことから保守的に窒化層を 100μmとし、設計においてはこの窒化層を減肉

とみなして評価する。 
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４．窒化物の分解挙動 

（１）窒化物燃料の分解 

窒化物燃料は燃料温度に対応する窒素分圧となるまでは、窒化ウランはウランと窒素に、窒化プル

トニウムはプルトニウムと窒素に分解する（2.2 参照）。プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料の場

合、窒化プルトニウムが優先的に分解するため[11]、発生する金属はほぼ全量プルトニウムであると推

定される。 

 

（２）分解により発生したプルトニウムの挙動 

分解により発生したプルトニウム（高温部で発生するため蒸気である）は、大部分が単体として、

もしくは周辺のわずかな窒素と結合し再度窒化物として低温部に存在するものと推測される。すなわ

ち、分解によって発生したプルトニウムは、高温部から低温部へ移行する傾向にあると考えらる。ま

た、微量ではあるがプルトニウム蒸気としてガスプレナムへ放出されることが考えられる。 

分解により発生するプルトニウムの量としては、窒化物燃料の熱設計基準値を窒素分圧が 0.1atm

となる窒化プルトニウムの温度とするため、最大で窒素分圧 0.1atm に相当する量となる。窒化物試

験用要素のプレナム体積は最大 4.2cm3 であり、0.1atm の窒素量に相当する金属プルトニウムの量は

最大約 26mgと評価される。 

なお、この量は過出力時に発生するプルトニウム量であり、定格出力時（通常運転時）のプルトニ

ウム量は約 0.26mg以下と評価され、多量の質量移行は起こらない。 

また、プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料の燃料中心温度が約 2,500℃と評価される条件下で 8

時間照射した場合でも、窒化物燃料が分解しているという兆候は認められないと報告されている[13]。 

 

（３）プルトニウムと被覆管の共存性について 

プルトニウムは被覆管の主成分である鉄と約 410℃で、ニッケルと約 450℃で共晶反応を起こす。

したがって、窒化プルトニウムの分解により発生したプルトニウムが高温部から低温部へ移行し、燃

料ペレットの表面に達した後、被覆管と接触した場合、被覆管内面温度が共晶反応温度以上であるこ

とから、プルトニウムと被覆管の共晶反応が生じる。 

しかし、通常運転時におけるプルトニウムの移行は多量には起こらず、プルトニウム・ウラン混合

窒化物燃料の共晶反応は、金属燃料で発生した共晶反応よりも小規模であると推定され、被覆管の健

全性について問題ないものと考えられる。 
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５．被ばく評価への影響 

窒化物燃料では、試料温度に相当する燃料蒸気が存在するため、万一、先行試験用要素の被覆管が

破損した場合、放射性物質として核分裂生成ガスに加えて、この蒸気が放出される。放出された燃料

蒸気は冷却材中で速やかに冷却、固化するため、アルゴン廃ガス系への移行率は小さい。 

さらに、照射試験中に燃料破損検出設備により試験用要素の被覆管の開孔または破損が検知された

場合には、速やかに廃ガス貯留モードに切り換えるとともに、原子炉を停止し、照射燃料集合体を炉

心から取り出すこととしている。 

このような制限条件を設けているため、窒化物燃料の破損に伴って大気中へ放出される放射性物質

等は十分少なく無視できる程度である。 
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添付 3 

 

ウラン・プルトニウム・ジルコニウム合金（金属燃料）について 

 

 

１．概要 

金属燃料は、高い増殖率、高い重金属密度等の特長を持ち、射出鋳造・乾式再処理技術の適用によ

る経済性向上への期待等がある。照射試験用金属燃料要素の設計では、従来の実績にない液相腐食等

の挙動を考慮する必要がある。 

ここではウラン・プルトニウム・ジルコニウム合金の主な物性と設計上の考慮について記す。 
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２．主な物性 

2.1 融点 

燃料スラグは、U,Pu,Zr からなる合金であるため、その融点は、U,Pu,Zr の組成によって決まると

考えられる。U-Pu-Zr３元系状態図より U-Zr 合金及び U-Pu-Zr 合金の固相線温度が評価されている

[1]。これらを燃料組成について整理すると、固相線温度を評価する式として(2.1-1)式が得られる[2]。 

𝑇𝑇 = 𝐴𝐴0 + 𝐴𝐴1𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍 + 𝐴𝐴2𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍2 + 𝐴𝐴3𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍3                                   (2.1-1) 

𝐴𝐴0 = 1408− 1187𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃 + 967𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃2  

𝐴𝐴1 = 572− 732𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃 + 4960𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃2  

𝐴𝐴2 = 740 + 3305𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃 − 29182𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃2  

𝐴𝐴3 = −624− 3139𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃 + 36120𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃2  
𝑇𝑇𝑚𝑚：融点(K) 

𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍：Zr原子数比(-) 

𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃：Pu原子数比(-) 

適用範囲： 

𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃
𝑁𝑁𝑈𝑈

< 1, 𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍 < 0.8     （𝑁𝑁𝑈𝑈：Pu原子数比(-)） 

また、U-Pu-Zr 合金については、未照射材の融点測定値[3-5]が得られている。これらの測定結果と

(2.1-1)式による固相線温度の評価結果を比較したものが第 2.1.1 図である。第 2.1.1 図に示すよう

に、(2.1-1)式による評価結果から 25℃差し引くことにより、測定値を包絡することができる。 

金属燃料の仕様範囲で最も固相線温度が低くなるのは、プルトニウム混合比 21％、ジルコニウム混

合比 9％の場合である。このとき、(2.1-1)式から固相線温度は 1089℃と評価される。 

 

  

第 2.1.1図 U-Pu-Zr合金の融点の実測値と評価結果の比較 
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U-12.3Pu-29.0Zr[4]
U-19.5Pu-3.3Zr [5]
U-19.3Pu-14.5Zr[5]
系列3
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2.2 熱伝導度 

金属燃料は金属であるため、酸化物燃料に比べ高い熱伝導度を持つという特徴があるが、燃焼に伴

い、燃料内部に F.P.ガスの生成によるガス気孔が形成されるため、熱伝導度が低下する。そのため、

熱伝導度の評価においては、ガス気孔の形成に伴う熱伝導度の低下を考慮して評価する。 

金属燃料の熱伝導度については、未照射の U-Zr合金及び U-Pu-Zr合金の熱伝導度の測定データが、

NPu/(NU+NPu)<0.2、NZr<0.72、T<1173K の範囲で得られている[3,6-9]。これらの測定値をフィッティ

ングすることにより、未照射材の熱伝導度 λ0が(2.2-1)式で与えられる[2]。第 2.2.1 図に熱伝導度の

測定結果と(2.3-1)式による評価結果を比較するが、(2.2-1)式による評価結果は、未照射材の熱伝導

度をよく再現していることが分かる。 

𝜆𝜆0 = 16.309 + 0.02713 ∙ 𝑇𝑇 − 46.279 ∙ 𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍 + 22.985 ∙ 𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍2 − 53.545 ∙ 𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃    (2.2-1) 

λ0：未照射材のノミナルの熱伝導度（W/mK） 

T：温度（K） 

NZr：Zr原子数比（-） 

NPu：Pu原子数比（-） 

一方、照射中の燃料スラグの内部には、F.P.ガスの蓄積によるガス気孔が形成する。ガス気孔の熱

伝導度は金属合金と比較して低いため、燃料スラグ内の実効的な熱伝導度は低下する。ガス気泡の形

成の効果を含めた燃料合金の実効的な熱伝導度として、Bauerと Holland[10]は、未照射熱伝導度のノ

ミナル値λ0に補正項を乗じる(2.2-2)式を推奨している。 

ボンドナトリウムが浸入する前： 

𝜆𝜆𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝜆𝜆0 ∙ �1− 𝑃𝑃𝑔𝑔�
(3/2)𝜀𝜀

                                             (2.2-2) 

λeff：照射時の熱伝導度（W/mK） 

Pg：燃料スラグ内の気泡の体積割合（-） 

𝑃𝑃𝑔𝑔 = 𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑0⁄
1+𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑0⁄   

dV/V0：スエリング量 

𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑0⁄ = �100
𝑆𝑆𝑆𝑆
� �1 + ∆𝐿𝐿

𝐿𝐿0
� − 1  

SD：燃料ピンのスミア密度（%） 

ε：気泡形態定数（ε=1.72） 

ボンドナトリウムが浸入した後： 

𝜆𝜆𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝜆𝜆0 ∙ �1 − 3 ∙ 1−𝜆𝜆𝑁𝑁𝑁𝑁 𝜆𝜆0⁄
2 𝜀𝜀⁄ +(3−2 𝜀𝜀⁄ )∙(𝜆𝜆𝑁𝑁𝑁𝑁 𝜆𝜆0⁄ ) ∙

𝑃𝑃𝑁𝑁𝑁𝑁
1−𝑃𝑃𝑔𝑔

� ∙ �1 − 𝑃𝑃𝑔𝑔�
3/2

                  (2.2-3) 

λNa：照射時の熱伝導度（W/mK） 

 

適用範囲： 

𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃
(𝑁𝑁𝑈𝑈+𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃) < 0.2、𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍 < 0.72、𝑇𝑇 < 𝑇𝑇𝑚𝑚、燃料スミア密度 72%以上 
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なお、燃焼が進むと燃料スラグ中のガス気孔の成長と拡散が進み、燃料スラグ外部と通じる開気孔

（オープンポア）が形成される。このオープンポアを通じて、燃料スラグ内部にボンドナトリウムが

浸入することにより、熱伝導度が上昇する（(2.2-3)式）。 

ここでは、燃焼に伴う効果を保守側に評価するため、ナトリウムの燃料スラグへの浸入は考慮せず、

(2.3-2)式のみを用いることとし、燃料スラグ内気泡割合は、スエリングの最大値を全照射期間にわ

たって一定に与えるものとする。 

第 2.2.2 図は、照射後の U-Zr 合金（スミア密度 75%）及び U-Pu-Zr 合金（スミア密度 72％）の断

面観察から得られた相境界位置により評価したスラグ内温度[11]と(2-2)式の熱伝導度を用いた温度

分布計算結果とを比較したものであるが、(2.2-2)式は実測値に対して十分に保守的である。 

 

  

第 2.2.1 図 未照射合金燃料の熱伝導度の実験値と評価結果の比較 
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第 2.2.2 図 燃料スラグ内温度の実測値と計算式の比較 
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2.3 ボンドナトリウム部熱伝達率 

被覆管と燃料スラグの間のギャップにはナトリウムが充填されている。このボンドナトリウム部の

熱伝達率は、ナトリウムの熱伝導のみを考慮して、下式で計算する。 

𝐻𝐻𝐺𝐺 = 𝜆𝜆𝑁𝑁𝑁𝑁
𝐺𝐺
  

𝜆𝜆𝑁𝑁𝑁𝑁 = 0.93978− 3.20505 × 10−4 ∙ 𝑇𝑇𝑐𝑐 + 3.6192 × 10−8 ∙ 𝑇𝑇𝑐𝑐2  

𝐺𝐺 = �𝑆𝑆𝑐𝑐,𝑚𝑚𝑁𝑁𝑚𝑚−𝑆𝑆𝑓𝑓,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚�
2

  

H0：ボンドナトリウム部熱伝達率（W/m2℃） 

λNa：ナトリウム熱伝導度（W/m℃）[12] 

G：製造時ギャップ幅（m） 

Dc,max：製造仕様上の被覆管許容内直径最大値（m） 

Df,min：製造仕様上の燃料スラグ許容外直径最小値（m） 

Tc：被覆管内表面温度（F） 

適用範囲： 

Tc<881.4℃ 

 

照射中には燃料スラグのスエリングによって、被覆管と燃料スラグとの間のギャップが減少してい

くが、ボンドナトリウム部熱伝達係数を保守側に評価するため、ギャップ幅は製造時のギャップ幅を

使用することとする。 
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2.4 スエリング 

燃料スラグに核分裂によって生成した固体状 F.P.や気体状 F.P.が蓄積すると燃料スラグがスエリ

ングする。燃料スラグのスエリングについては、スミア密度 74%～75%の燃料スラグの軸方向伸びの

測定結果が得られている[13,14]。金属燃料のスエリングは、燃焼初期が大きく、燃焼が進むと飽和する

傾向を示す。第 2.4.1図、第 2.4.2 図は燃料スラグの軸方向伸びの測定値を燃焼度に対して整理した

ものである。燃料スラグの軸方向伸びはピーク燃焼度 1at%～2at%まで伸びを示すが、さらに燃焼が

進むと飽和する傾向を示している。これは、スエリングが進行することにより、燃料スラグが被覆管

と接触して軸方向の伸びが抑えられると共に、F.P.ガスの放出が開始してガススエリングも抑えられ

るためと考えられる。 

以上より、燃焼初期（ピーク燃焼度 1at%）で燃料スラグと被覆管とが軸方向の全面にわたってスエ

リングすると保守側に仮定すると、スエリング量は次のように表される。 

𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑0⁄ = �100
𝑆𝑆𝑆𝑆
� �1 + ∆𝐿𝐿

𝐿𝐿0
� − 1  

dV/V0：スエリング量（-） 

SD：燃料ピンのスミア密度（%） 

ΔL/L0：燃料スラグの軸方向伸び（-） 

 

照射試験を計画中の U-20wt%Pu-10wt%Zr 燃料（Ｂ型照射燃料集合体（先行試験（その５）用））の

場合、仕様や照射条件が近い第 2.4.2図の U-19wt%-10wt%Zr 燃料のデータを包絡するように軸方向伸

びを 4%とすると、上式より次の値が得られる。 

先行試験用要素(6)（スミア密度 77.4％）の場合：dV/V0=0.344 

先行試験用要素(7)（スミア密度 74.4％）の場合：dV/V0=0.398 
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第 2.4.1 図 燃料スラグの軸方向伸びの測定データ[13] 

（スミア密度 74％、ピーク線出力 400W/cm） 

 

  

第 2.4.2 図 燃料スラグの軸方向伸びの測定データ[14] 

（スミア密度 75％、ピーク線出力約 500W/cm） 
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2.5 クリープ速度 

U-Pu-Zr 合金の定常クリープ歪速度を求める式として、組成依存性を考慮しない次の計算式[15]が

ある。 

𝜀𝜀𝑐𝑐𝑍𝑍𝑒𝑒𝑒𝑒𝑐𝑐 = (0.5 × 104 ∙ 𝜎𝜎 + 6.0 ∙ 𝜎𝜎4.5)exp(−26170 𝑇𝑇⁄ )：U相の変形が支配的な低温領域 

𝜀𝜀𝑐𝑐𝑍𝑍𝑒𝑒𝑒𝑒𝑐𝑐 = (8.0 × 10−2 ∙ 𝜎𝜎3)exp(−14350 𝑇𝑇⁄ )        ：固溶体が形成される高温領域 

εcreep：クリープ歪速度（/s） 

σ：応力（MPa） 

T：温度（K） 

一方、ある応力の下で U-Pu-Zr 合金に 2%のクリープ歪みを生じるのに要した時間を測定した結果

が報告されている[3,4,16]。これらからクリープ歪み速度を求めたもの（実験値）と上式によって計算

される定常クリープ歪み速度との比較を第 2.5.1図に示す。ただし、図の「計算式」では、T≤650℃

で上段の式を、650℃<T で下段の式を用いた。計算式は文献[3]および[16]のデータと比較的良く一

致する。計算式による U-Pu-Zr合金のクリープ歪み速度を第 2.5.2 図に示す。 
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第 2.5.1 図 U-Pu-Zr 合金のクリープ歪み速度の計算式と実験値との比較 

 

  

第 2.5.2 図 計算式による U-Pu-Zr合金のクリープ歪み速度 

 

  

 
クリ プひずみ速度の実験値（/ ）

ク
リ

プ
ひ
ず
み
速
度
の
計
算
式
（
/
）

Kittel, et al. 2)

Kelman, et al. 3)

Harbur, et al. 4)

10-13 10-11 10-9 10-7 10-5 10-3 10-1
10-13

10-11

10-9

10-7

10-5

10-3

10-1

クリ プひずみ速度の実験値（/ ）

ク
リ

プ
ひ
ず
み
速
度
の
計
算
式
（
/
）

Kittel, et al. 2)

Kelman, et al. 3)

Harbur, et al. 4)

10-13 10-11 10-9 10-7 10-5 10-3 10-1
10-13

10-11

10-9

10-7

10-5

10-3

10-1

実験値（1/ｓ）

評
価

結
果

（
1/
ｓ
）

[116]



 

43条-別紙 3-別添 1-32 

 

３．被覆管内面腐食について 

3.1 F.P.による被覆管内面腐食（FCCI） 

（１）F.P.による被覆管内面腐食量（FCCI 量） 

燃料スラグと被覆管とが接触した際、燃料スラグ外周部に移行した F.P.元素と被覆管成分の元

素との化学的相互作用（FCCI）により、被覆管内面腐食が生じる。 

金属燃料要素の被覆管内面腐食量については、Cohen ら[17]及び Pahl ら[18]により、照射済の U-

10wt%Zr 合金及び U-19wt%Pu-10wt%Zr 合金燃料要素（スミア密度約 75％、燃焼度～11at%、HT9 製

被覆管）の実測値が得られている。 

ここで、FCCI による被覆管内面腐食は拡散律速に従うものと仮定する。このとき、係数 Dの温

度依存性は、第 3.1.1 図に示すようにアレニウスプロットで表される。測定試料の被覆管内面温

度条件によるばらつきを考慮し、最も腐食が進行している実測値を包絡できるように係数 D を定

めると、FCCI による内面腐食量を評価する式として、下式が得られる。 

1)照射直後 

𝛿𝛿𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹 = √𝐷𝐷 × ∆𝐵𝐵                                                     (3.1-1) 

𝐷𝐷 = 1.780 × 109 × exp �−12500
𝑇𝑇𝐶𝐶

�                                         (3.1-2) 

δFCCI：FCCI 量（μm） 

ΔB：燃焼度増分（at%） 

D：係数（μm2/at%） 

Tc：被覆管伝導度（W/mK） 

2)FCCI 発生後の増分量 

∆𝛿𝛿𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹 = 𝑆𝑆
2×𝛿𝛿𝐹𝐹𝐶𝐶𝐶𝐶𝐹𝐹

× ∆𝐵𝐵                                                 (3.1-3) 

ΔδFCCI：FCCI量増分（μm） 

適用範囲 

被覆管内面温度 650℃以下 

(3.1-1)～(3.1-3)式による FCCI による被覆管内面腐食量の評価結果と実験結果を比較したもの

が第 3.1.2 図である。第 3.1.3 図は、実際の被覆管内面温度変化[11]に対して FCCI 量増分を評価し

たものであり、この増分形式の評価が十分保守的であることを示している。 

被覆管の強度評価では、上記の減肉効果を考慮してその健全性を確認する。 
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第 3.1.1 図 FCCI評価式の係数 D の温度依存性 

（U-10wt%Zr,U-20wt%Pu-10wt%Zr, HT9被覆管） 

 

  

第 3.1.2 図 FCCIの評価結果と実験値の比較 

（U-10wt%Zr,U-20wt%Pu-10wt%Zr, HT9被覆管） 
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第 3.1.3 図 被覆管温度変化に対する FCCI層厚さの評価結果 

（U-19wt%Pu-10wt%Zr,HT9被覆管,スミア密度 75％） 
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（２）被覆管内面腐食量評価における材料仕様の比較 

本設計における F.P.による被覆管内面腐食量及び後述する液相腐食量の評価式は、米国におい

て取得された HT9 製被覆管の内面腐食データを基に定めている。 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼と HT9 の組成の比較を第 3.1.1 表に示す。 

第 3.1.1 表に示すとおり、HT9は設置変更許可申請書に記載の高速炉用フェライト系ステンレス

鋼の仕様範囲内である。高速炉用フェライト系ステンレス鋼と HT9 は、共に高速炉用として改良

された Fe-12wt%Cr を主成分とするフェライト/マルテンサイト鋼であり、高温強度を高めるため

に Mo, W, V, Nb等が添加されている。 

HT9 と比較した場合、高速炉用フェライト系ステンレス鋼は、高温強度をより高めるため、W等

の微量元素添加量が異なるが、主要な成分である Fe, Cr等は同等である。よって、被覆管内面腐

食において重要となる燃料スラグ成分と被覆管成分の化学的挙動に関しては、高速炉用フェライ

ト系ステンレス鋼と HT9 は同等と見なすことができる。 

以上より、F.P.による被覆管内面腐食量及び液相腐食量の評価式は、米国において取得された

HT9 製被覆管の内面腐食データを基に定めることとしている。 

 

 

第 3.1.1 表 高速炉用フェライト系ステンレス鋼と HT9 の比較 

成分 

鋼種 
Ｃ Si Mn Ｐ Ｓ Ni Cr Mo Ｗ Ｎ Nb Ｖ Fe 

高速炉用 

フェライト系 

ステンレス鋼 

0.07 

～  

0.25 

＜0.50 

0. 30 

～  

1.00 

≦0.030 ≦0.030 ≦1.00 

10.0 

～  

13.0 

≦2.00 ≦2.50 ≦0.10 ≦0.25 

0.15 

～  

0.35 

Balance 

ＨＴ９[19] 0.20 0.38 0.59 － － 0.62 11.95 0.99 0.52 － － 0.30 

Balance 

(約 84) 
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3.2 金属液相による被覆管内面腐食 

（１）液相形成下限温度 

金属燃料の液相腐食とは、燃料スラグと被覆管が接触し、その境界面の温度が液相形成下限温

度を超えたとき、燃料スラグ成分と被覆管成分との共晶反応によって境界部に液相が形成し、被

覆管が侵食され、減肉する現象である。 

燃料スラグと被覆管の境界面における液相形成の有無に関して、炉外加熱実験[17,20-25]が行われ

ている。被覆管の主要元素である Fe と最も低い温度で液相を形成する燃料構成元素は Puである

（Pu-Fe 系の共晶点は約 410℃）ことから、燃料中の Pu濃度は液相形成を左右する条件の一つで

あると考えられる。よって、炉外加熱実験の液相形成に関する結果は、照射燃料の加熱試験デー

タも含めて (U＋Pu)に対する Puの原子数割合によって第 3.2.1図のように整理することができ

る。 

照射済 U-19wt%Pu-10wt%Zr 燃料（～10at%）の炉外加熱試験の結果では、測定誤差も含み、液相

形成下限温度は 650℃～660℃と報告されている。また、Pu 原子数比が高い程、より低い液相形成

下限温度を示すことが第 11 図により示されるが、先行試験用要素に用いる燃料スラグの Pu原子

数比（=0.22）より高い U-Pu合金（=0.25）では 650℃で液相は生じていない。以上より、液相形

成下限温度を 650℃と定める。 

Te=923  （650℃）                                                  (3.2-1) 

Te：液相形成下限温度（K） 

適用範囲 

𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃
(𝑁𝑁𝑈𝑈+𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃) < 0.25        

  

第 3.2.1 図 液相形成の有無に関する炉外拡散実験結果 
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（２）金属液相による被覆管内面腐食量 

U-Pu-Zr 合金燃料スラグと被覆管の接触部が液相形成下限温度を超えると、接触界面に形成され

る反応層の一部に液相が生じて、被覆管内面が侵食される。この反応層の一部に液相を有するよ

うな腐食の速度は、F.P.による被覆管内面腐食に比べて速い。 

液相腐食量については、照射済の U-19wt%Pu-10wt%Zr 合金燃料要素（燃焼度～11at%、HT9 製被

覆管）の一部を切り出して、炉外での外部加熱によって一定温度に保持した場合の液晶腐食厚さ

が測定されている。この測定結果[17,26]によれば、液相侵食は温度が高いほど進行し、時間と共に

減少する傾向にある。 

ここで、金属液相による被覆管内面腐食は拡散律速に従うものと仮定する。このとき、係数 Kliq

の温度依存性は、第 3.2.2 図に示すようにアレニウスプロットで表される。測定試料の被覆管内

面温度及び燃焼度によるばらつきを考慮し、最も腐食が進行している実測値を包絡できるように

係数 Kliq を定めると、金属液相による内面腐食量を評価する式として、下式が得られる。 

∆𝛿𝛿𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 = 𝐾𝐾𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 × ∆𝑡𝑡0.5                                                  (3.2-2) 

𝐾𝐾𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 = 3.39 × 104 × exp �−10500
𝑇𝑇

�                                       (3.2-3) 

Δδliq：液相腐食量（μm） 

Δt：時間増分（s） 

Kliq：液相腐食係数（μm/s0.5） 

T：温度（K） 

適用範囲 

T≧923 K 

(3.2-2)式の評価結果と実測値の比較を第 3.2.3 図に示す。第 3.2.3 図より、評価式は実測値を

保守的に評価できることが確認できる。 

また、被覆管内面温度が変動する場合に、上記の計算式を適用する際には、これを増分形式で

表した次式で求まる腐食厚さの増分を加算することで腐食厚さを計算する。 

∆𝛿𝛿𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 = 𝐾𝐾𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙2

2𝛿𝛿𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙
∆𝑡𝑡                                                      (3.2-4) 

δliq：増分量計算開始時刻までに生じた液相腐食量（μm） 

被覆管の強度評価では、上記の減肉効果を考慮してその健全性を確認する。 
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第 3.2.2 図 液相腐食量計算式の係数 Kliq の温度依存性 

（U-19wt%Zr-10wt%Zr,HT9 被覆管,スミア密度 75％） 

 

  

第 3.2.3 図 液相腐食量の実測値と評価結果の比較 

（U-19wt%Zr-10wt%Zr,HT9 被覆管,スミア密度 75％） 
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添付 4 

 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼について 

 

 

１．高速炉用フェライト系ステンレス鋼の概要 

一般にフェライト系ステンレス鋼は、12～25%Crを含有する Fe-Cr系合金で、体心構造をもってい

る。また、一般にフェライト系ステンレス鋼は、オーステナイト系ステンレス鋼（面心構造）より熱

伝導率がよく熱膨張率が小さいため熱応力を低減できるほか、耐スエリング性に優れていることが知

られている。 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼（PNC-FMS鋼）は、Fe-12Cr を主成分として合金の高温強度（主

に耐クリープ強度）を改良したフェライト系ステンレス鋼である。高温強度の改良点と、耐スエリン

グ性について、以下に示す。 

 

（１）高温強度の改良 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼の高温強度を改良した点を JIS鋼（405、410L）と比較すると、

大きく異なるのは次の点である。 

①固溶強化元素として、Mo、Wを添加したこと。 

②析出強化元素として、V、Nbを添加したこと。 

固溶強化元素、Mo、W は、高温クリープ強度を左右させる元素であり、Mo 単体または Mo+W として

添加しており、Moを約 0.5wt%、Wを約 2wt%添加して高温クリープ強度をより向上させている。 

析出強化元素、V、Nb は、微量添加することにより高温強度（主にクリープ強度）を向上させる。

これは、V、Nbが、C、Nと析出し安定に存在することによる。 

また、Cの量は、高温強度、溶接性、加工性を考慮して決められる他、V、Nや Mo、Wの添加量によ

って異なってくる。 

※SUS316 相当ステンレス鋼（オーステナイト）は、主に 20%冷間加工により高温強度を向上させている他、Nb、Ti

等の元素を微量添加することによりさらに高温強度（主にクリープ強度）を向上させている。 

 

（２）耐スエリング性 

フェライト系ステンレス鋼（体心構造）は、耐スエリング性に優れているが、これは結晶構造上、

オーステナイト系ステンレス鋼（面心構造）に比べ、中性子照射により生じる空孔の移動速度が大き

くすばやく消滅できる位置（粒界や析出物など）に動けること、また Cや Nと空孔が結びつきやすい

ことなどから、ことさら多数の転位を導入したり、無理に析出物を作ったりする必要がない。つまり、

フェライト系ステンレス鋼の結晶構造自体がスエリングを抑制している。もちろん、転位や析出物の

存在もある程度スエリング抑制の効果はあるが、それ以上に空孔が自由に動けることの方が大きい。 

※SUS316 相当ステンレス鋼（オーステナイト）も、中性子照射により生じる空孔が結晶を動き回り転位や析出物に

当たり消滅するが、空孔が動ける速度が小さいため途中で合体してより大きな空洞となり、それが成長してボイ

ドとなりスエリングを発生させる。このため、オーステナイト系ステンレス鋼では、冷間加工を行い多数の転位

を導入し、さらに微細析出物を作ることによって、空孔が転位や析出物に当たり消滅する機会を多くすることに

よってスエリングを抑制している。  
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２．高速炉用フェライト系ステンレス鋼被覆管材料の一般特性 

2.1 機械的性質 

（１）引張強さ 

代表的な高速炉用フェライト系ステンレス鋼の引張強度について、第 2.1.1図に降伏強さ、第 2.1.2

図に引張強さ、第 2.1.3 図に破断伸びを示す。第 2.1.1 図及び第 2.1.2 図から高温域では SUS316 相

当ステンレス鋼より低い値を示すが、通常運転時の最高使用温度（610℃）を制限することにより、

その健全性は十分確保される。また、第 2.1.4図、第 2.1.5図に照射により材料の引張強度に与える

影響について示す。 

 

 

 

第 2.1.1 図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼の降伏強さ 
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第 2.1.2 図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼の引張強さ 

 

 

第 2.1.3図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼の破断伸び 
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第 2.1.4 図 高照射量条件下における降伏強度 

 

 

第 2.1.5 図 高照射量条件下における引張強度 
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（２）クリープ破断強度 

代表的なクリープ破断強度を第 2.1.6 図～第 2.1.8図に示す。第 2.1.6図は Fe-11～12Crを主成分

とした材料の大気中におけるデータ、第 2.1.7 図は Fe-12Cr を主成分とした材料の大気中及び Na 中

データ、第 2.1.8図は Fe-11Crを主成分とした材料の炉内クリープ破断データと大気中データとの比

較である。また、第 2.1.9 図に高速炉用フェライト系ステンレス鋼と SUS316 相当ステンレス鋼のク

リープ破断強度の比較を示す。 

 

 

第 2.1.6 図 大気中クリープ破断強度 
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第 2.1.7 図 大気中及びナトリウム中クリープ破断強度 

 

 

第 2.1.8 図 炉内クリープ破断試験（FFTF-MOTA） 
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第 2.1.9 図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼と SUS316相当ステンレス鋼の 

クリープ破断強度の比較 

 

 

（３）急速加熱バースト特性 

急速加熱バーストデータは、運転時の異常な過渡変化時において被覆管が機械的に破損しない値と

して温度を制限するもので、高速炉用フェライト系ステンレス鋼は未照射及び照射後のデータから保

守側に温度（810℃）を制限している（別紙 5 参照）。第 2.1.10 図に国産試作材の急速加熱バースト

試験データ及び米国の HT-9 材の未照射及び照射後の急速加熱バースト試験データを示す。第 2.1.10

図に示すように国産試作材及び HT-9 材のいずれにおいても未照射と照射後の試験データに有意な差

は認められない。 
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第 2.1.10図 被覆管急速加熱時の破損温度（高速炉用フェライト系ステンレス鋼） 

 

 

（４）疲労特性 

疲労特性については、国産試作材を用いた高温低サイクル疲労試験を実施しており、第 2.1.11 図

に歪範囲－繰り返し数の関係を示す。炉心燃料要素で用いている SUS316の疲労特性（第 32条その 2 

別紙 10）よりも優れている。 

 

 

第 2.1.11図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼の高温疲労特性 

[133]



 

43条-別紙 3-別添 1-49 

 

 

2.2 一般特性 

燃料要素の設計に用いる材料の物理的性質データを SUS316 相当ステンレス鋼と比較して第 2.2.1

図～第 2.2.6 図に示す。高速炉用フェライト系ステンレス鋼の特徴としては、熱伝導率が SUS316 相

当ステンレス鋼より格段に良く、熱膨張率が小さいことのほかは、SUS316 相当ステンレス鋼とほぼ

同程度、または、それよりも優れた性質を有している。 

 

 

第 2.2.1図 密度 

 

 

第 2.2.2図 比熱 
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第 2.2.3図 熱伝導率 

 

 

第 2.2.4図 平均熱膨張率 
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第 2.2.5図 ヤング率 

 

 

第 2.2.6図 ポアソン比 
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2.3 環境効果 

材料を高温 Na中及び高中性子束下で使用すると特性が変化する。ここでは、Na環境効果、照射に

伴い生ずる材料のスエリング、照射クリープ、腐食等について示す。 

 

（１）Na環境効果 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼の材料強度に対する Na環境効果は、500℃以上の高温域での使

用時間の増加に伴い脱炭及び熱時効効果により材料強度が低下する。引張強度については、炉外での

流動 Na中浸漬試験及び熱時効試験に基づき引張強度の低減係数を求め、その積を Na環境効果として

いる。 

 

①熱時効 

試作材を 600℃、650℃、700℃の各温度で 2,570 時間 Ar ガス中に晒した後、受入れ材との強度比

をとって熱時効による強度低減係数とした。熱時効の 25,000 時間への外挿としては、通常用いられ

るラーソンミラーパラメータ（LMP）法を用いたが、設計条件の 610℃、25,000 時間の LMPは約 21.5

であるのに対し、当熱時効試験の 2,570 時間 600℃及び 700℃の LMP は第 2.3.1 図に示すように各々

20.4及び 22.8となって内挿範囲内にあり、長時間側への外挿は十分妥当と判断される。 

 

 

第 2.3.1 図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼の熱時効による強度低減係数 
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②脱炭 

フェライト鋼はオーステナイト鋼に比べて添加炭素濃度が高く、NbC 及び VC といった安定な炭化

物形成に消費される炭素量を差し引いても鋼中の固溶炭素濃度（活性度）はオーステナイト鋼よりも

高い。そのため、フェライト鋼では脱炭（鋼材表面の炭素活性度と Na 中に含まれる炭素活性度の差

により、炭素が鋼材表面から Na 中に溶出する現象）が大きくなる。 

脱炭については、試作材の流動 Na中浸漬試験（4m/s、2,570時間、600℃、650℃、700℃、板厚 2mm、

両面曝露）により、Na 浸漬後の全炭素量分析及び引張試験を行い、平均炭素量の低下割合と引張強度

の低減係数との相関を求め、これを脱炭による強度低減係数とした。この相関図を第 2.3.2 図に示す。 

一方、全炭素分析から脱炭素行度定数（K）が求まり、これは次のように表される。 

𝐾𝐾 = 0.589 exp(−30090 𝑅𝑅𝑇𝑇⁄ )  

K：脱炭素速度定数（g/cm2s0.5） 

R：気体定数 

T：絶対温度（K） 

また、平均炭素量（Cm）は被覆管のように片面曝露の場合、次のように表される。 

𝐶𝐶𝑚𝑚 = 𝐶𝐶𝑜𝑜 − 100𝐾𝐾√3600𝑡𝑡 (2𝜌𝜌ℎ)�   

Cm：平均炭素量（w/o） 

Co：初期炭素量（w/o） 

t：時間（h） 

ρ：材料密度（g/cm3） 

h：板厚（cm） 

上式から平均炭素量を求め、第 2.3.2図の強度低減定数との相関図から、長時間での脱炭のみによ

る強度低下を求めた。設計条件での平均炭素量の低下割合は約 0.215 であり、Na 中浸漬試験での約

0.35 までの内挿範囲内にあるので、本短時間試験結果から長時間の脱炭による強度低下を決定する

ことは妥当と判断される。 
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第 2.3.2 図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼の脱炭による強度低減係数 [1] 
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（２）照射効果 

①引張強度 

照射材の引張試験のデータは多くないが、 EBR-II における HT-9 材の試験から第 2.1.4 図及び第

2.1.5図に示すような高照射量条件での結果が得られている。 

これらのデータから、 Ⅳ型特殊燃料要素における使用温度（610℃）レベルでは、25×1022n/cm2の

高照射領域まで引張強度の劣化がないものと判断される。これは、SUS316 相当ステンレス鋼でも同

様の傾向が見られるが、 一般に低温側では照射による転位組織の創成により硬化（σy、σuの上昇）

が生じるのに対し、高温側ではスエリングが発生しがたいのと同様に焼鈍効果による硬化が生じにく

く、 未照射材との強度の相異は小さいとされていることに合致している。 

 

②クリープ破断強度 

炉内クリープ破断強度のデータとしては第 2.1.8 図に示す試作材の FFTF-MOTA におけるものがあ

り、これによれば 8.2×1022n/cm2(E>0.1Mev)-まで照射による強度の低下は見られない。これは 500℃

以上の高温領域ではスエリングが消失するように照射欠陥が焼鈍効果により消失し、照射の効果が表

れないためと考えられ、これは 25×1022n/cm2程度の高照射領域においても同様と判断される。 

FFTF においては、 HT-9 材を被覆材とする燃料要素を 24×1022n/cm2まで 500 本照射（推定内圧応

力は 10kgf/mm2,最高温度 610～670℃）しているが 1本の破損もないとの報告があり、クリープ破断

強度の照射による劣化はないことの傍証になると考えられる。 

設計にあたっては、総合的な安全余裕として大気中クリープ破断強度式に 0.8の安全係数を乗じる

こととしており、照射効果の不確かさはこの余裕の中に吸収されるものと判断する。 
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（３）スエリング特性 

一般にフェライト系ステンレス鋼の、高速中性子照射によるスエリング特性は、オーステナイト系

ステンレス鋼より非常に小さい。米国の HT-9 等のスエリング特性をもとに下記に示す評価式を作成

し、さらに国産試作材を「FFTF」及び「常陽」並びにイオン照射において照射データを取得しており、

評価式が十分安全側であることを確認している。 

∆𝑑𝑑 𝑑𝑑⁄ = 𝑅𝑅 ∙ 𝜙𝜙𝑡𝑡  

𝑅𝑅 = exp(−4.260− 1.825𝛽𝛽 − 2.176𝛽𝛽2 + 0.579𝛽𝛽3 − 0.027𝛽𝛽4)  

𝛽𝛽 = (𝑇𝑇 − 437) 100⁄   

∆𝑑𝑑 𝑑𝑑⁄ ：スエリング量（vol.%） 

𝑅𝑅：定常スエリング速度（%・(1022n/cm2)-1） 

𝜙𝜙𝑡𝑡：中性子照射量（1022n/cm2, E>0.1MeV） 

𝛽𝛽：スエリング量の温度依存性を示すパラメータ 

𝑇𝑇：温度（℃） 

 

第 2.3.3 図に高速炉用フェライト系ステンレス鋼のスエリングデ一夕と評価式の関係を示す。第

2.3.4図、第 2.3.5 図に設計に用いた高速炉用フェライト系ステンレス鋼の温度、照射量とスエリン

グ量評価カーブを示した。また、SUS316 相当鋼のスエリングデ一夕評価カーブも比較用として併せ

て示した。 

 

 

第 2.3.3 図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼のスエリング特性 
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第 2.3.4 図 ステンレス鋼のスエリング（Ⅰ） 
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第 2.3.5 図 ステンレス鋼のスエリング（Ⅱ） 
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（４）炉内クリープ特性 

炉内クリープ特性（照射クリープ及び熱クリープ）については、EBR-Ⅱで照射された HT-9 材のデ

ータを基に下記に示す評価式を作成し、 国産試作材を FFTF-MOTA において照射し、そのデータから

十分安全側であることを確認してある。第 2.3.6 図に国産試作材の応力、 温度一定の炉内クリープ

デ一夕と設計評価式との関係を示した。 

 

（照射クリープ） 

𝜀𝜀𝑡𝑡 = 100 ∙ (𝐵𝐵 ∙ 𝜙𝜙𝑡𝑡 ∙ 𝜎𝜎1.3)  

𝜀𝜀𝑡𝑡：照射クリープ歪（%） 

𝐵𝐵：照射クリープ係数（(kgf/mm2)-1.3・(1022n/cm2)-1） 

𝜙𝜙𝑡𝑡：中性子照射量（1022n/cm2, E>0.1MeV） 

𝜎𝜎：応力（kgf/mm2） 

 

（熱クリープ） 

𝜀𝜀𝑇𝑇 = 3.49 × 108exp(−4.182 × 104 𝑇𝑇⁄ )𝜎𝜎2 ∙ 𝑡𝑡 + 3.94 × 108exp(−5.435 × 104 𝑇𝑇⁄ )𝜎𝜎5 ∙ 𝑡𝑡  

𝜀𝜀𝑇𝑇：熱クリープ歪（%） 

𝑇𝑇：温度（℃） 

𝜎𝜎：相当応力（MPa） 

𝑡𝑡：時間（s） 
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第 2.3.6図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼の炉内クリープ特性（FFTF-MOTA） 
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（５）腐食 

①Na腐食（外面腐食） 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼の Na腐食量については、試作材の Na腐食試験データ及び米国

の HT-9 材の Na 腐食試験データから「常陽」における使用条件を考慮した Na 腐食速度を設定した。

第 2.3.7図に高速炉用フェライト系ステンレス鋼の Na腐食速度を示す。 

 

 

第 2.3.7 図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼の Na中腐食 
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②FCCI（内面腐食） 

FCCI データについては、米国において HT-9 材を用いた燃料を約 17at%まで燃焼させたデータが公

開されており、これによると SUS316 相当ステンレス鋼により優れた耐食性を示している。この他、

試作材を用いた炉外試験においていくつかのデータを有している。これらのデータから、高速炉用フ

ェライト系ステンレス鋼の FCCI は、SUS316 相当ステンレス鋼より優れているものと判断されるが、

ここでは SUS316 相当ステンレス鋼の評価式を用いることとした。第 2.3.8 図に米国 HT-9 材の FCCI

データを示す。 

 

 

第 2.3.8 図 HT-9の内面腐食量（EBR-Ⅱ照射） 
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2.4 衝撃特性 

フェライト系ステンレス鋼の衝撃特性は、シャルピー衝撃試験をもとに延性－脆性遷移温度（DBTT）

を定めている。シャルピー衝撃試験片の形状を第 2.4.1 図に、DBTT の概念を第 2.4.2 図に示す。炉

内の DBTT は時効効果及び照射効果を見込んでおり、それぞれの効果は温度のみに依存し、時効時間

及び照射量の依存性はないとしている。照射温度 500℃付近を境に低温側は照射効果、高温側は時効

効果が DBTT上昇の要因となっている（第 2.4.3図、第 2.4.4図）。 

DBTTの設計式を以下に示す[2]。 

 

�炉内での𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇� = �製造時𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇� − �時効による∆𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇� − �照射による∆𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇�  
（製造時 DBTT） 

𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇 = 119(log10 𝐵𝐵𝐾𝐾𝑡𝑡)  

（時効によるΔDBTT） 

∆𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇 = −132 + 0.357 ∙ 𝑇𝑇  

（ただし、∆𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇 ≥ 0） 

（照射によるΔDBTT） 

∆𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇 = 908− 2.90 ∙ 𝑇𝑇 + 0.00243 ∙ 𝑇𝑇2  

（ただし、∆𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇 ≥ 0であり、𝑇𝑇 > 597のとき∆𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇 = 43） 

  

𝐷𝐷𝐵𝐵𝑇𝑇𝑇𝑇  ：延性－脆性遷移温度 

𝐵𝐵  ：試験片の幅 (mm) 

𝐾𝐾𝑡𝑡  ：弾性応力集中係数 

𝑇𝑇  ：照射温度 (℃) 

適用範囲 ：照射温度 350～650℃ 

 

照射温度範囲 350℃～650℃において最も高い DBTT を示す照射温度 350℃において、応力集中係数

を横軸に DBTTを整理した結果を第 5図に示す。応力集中係数を 3.0（被覆管最大）とし、被覆管肉厚

最大 0.8mm を考慮して試験片 1mm の値で考えると、最大の DBTT で約 110℃となる。これは運転期間

中の最低温度を下回るので、運転期間中においてその破壊形態が脆性側に遷移することはない。 
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※括弧内はフルサイズ試験片の値(mm) 

第 2.4.1図 シャルピー衝撃試験片[1] 

 

 

第 2.4.2図 吸収エネルギーとシャルピー衝撃試験温度との関係の例[1] 
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第 2.4.3図 熱時効によるΔDBTT[1] 

 

 

第 2.4.4図 照射によるΔDBTT[1] 
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第 2.4.5図 応力集中係数に対する炉内 DBTT（試験片 1mm） 
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照射燃料集合体では、試験目的に応じて、燃料材や被覆材の種類、寸法や燃料材物性（U 濃縮度、

Pu含有率や O/M 比）を決定し、これらを組み合わせることで、所定の照射試験条件を実現する。その

ため、照射燃料集合体における制限値は、一律に同じ仕様を用いて設定するのではなく、設置変更許

可申請及び「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の第 27 条に基づく設計及び

工事の計画の認可申請の段階において、確定した仕様に応じて、それぞれ段階的に設定する必要があ

る。 

照射燃料集合体における制限の設定の考え方について、炉心燃料集合体との比較を第 1 表に示す。

炉心燃料集合体では、設置変更許可申請の段階で燃料材や被覆材の種類、寸法や燃料材物性を決定し、

熱設計基準値や熱的制限値を設定するが、照射燃料集合体では、設置変更許可申請の段階で燃料材や

被覆材の種類、寸法や燃料材物性を一定の範囲に限定し、設工認申請の段階でこれらを決定して、最

新の知見（例：物性式）も踏まえて、熱設計基準値や熱的制限値を設定することが相違点である。た

だし、照射燃料集合体は、設工認申請の段階において、炉心燃料集合体と同様に、熱設計基準値や熱

的制限値を満足することを確認することにより健全性を確保できる。当該評価では、標準平衡炉心の

核特性を用いる。 

なお、本申請において、炉心の変更に伴って熱出力を変更したが、照射燃料集合体の燃料要素の線

出力は、想定される照射試験において要求される照射試験条件の一つであり、当該変更とは関連しな

い。 
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第 1表 炉心燃料集合体と照射燃料集合体における制限の設定の考え方 

炉心燃料集合体 照射燃料集合体 備考 

設置変更

許可申請 

・燃料材や被覆材の材質や組成等

を決定。

・決定された材質・組成等に基づ

き、Sm 値や設計疲労曲線を設定。 

・被覆管肉厚やプレナム体積等の

寸法を決定。

・決定された燃料要素仕様を用い

て、熱設計基準値及び熱的制限値

を設定。

・工学的安全係数を、製造公差等に

基づき設定。

・燃料材や被覆材の材質や組成等

を一定の範囲に限定。

・被覆管肉厚やプレナム体積等の

寸法を一定の範囲に限定。

・燃料要素仕様の範囲を考慮し、代

表性を有する熱設計基準値及び

熱的制限値を設定。

・熱出力誤差等に基づき燃料仕様

によらない工学的安全係数を設

定。

・照射燃料集合体の設置

変更許可申請書に記載

する制限の詳細につい

て第 2 表に記載する。

設工認 

申請 

・装荷可能領域内において、どこに

装荷しても、健全性を確保できる

ことを評価。

・燃料材や被覆材の材質や組成等

を決定。

・決定された材質・組成等に基づ

き、Sm 値や設計疲労曲線を設定。 

・被覆管肉厚やプレナム体積等の

寸法を決定。

・決定された燃料要素仕様を用い

て、熱設計基準値及び熱的制限値

を設定。

・決定された燃料要素仕様に基づ

き、工学的安全係数を個別に設

定。

・要求される照射条件に合わせて

装荷位置を設定。

・所定の装荷位置において、標準平

衡炉心の核特性を用いて健全性

を確保できることを評価。

・照射燃料集合体の設工

認申請書に記載する制

限の詳細について第 3

表に記載する。

製作 

・ 

使用 

・使用前事業者検査により、炉心燃

料集合体の制限事項等を確認。

・原子炉施設保安規定に基づき、サ

イクル運転に先立ち、炉心構成の

制限事項（個数、熱的制限値、核

的制限値）の遵守や核特性への影

響が所定の範囲内であることを

評価・確認。

・使用前事業者検査により、照射燃

料集合体の制限事項等を確認。

・原子炉施設保安規定に基づき、サ

イクル運転に先立ち、炉心構成の

制限事項（個数、熱的制限値、核

的制限値）の遵守や核特性への影

響が所定の範囲内であることを

評価・確認。
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第 2表 照射燃料集合体の設置変更許可申請書に記載する制限について 

項目 申請書で制限する内容 概要・理由等 説明資料 

記載場所 

設計方針 燃料要素ごとに設計方針を定める。 

集合体の設計方針を定める。 

基準に適合していることの前提

となる。 

2.2.1 

2.3.1 

燃 

料 

要 

素 

仕 

様 

燃料材 燃料要素ごとに種類を制限。 熱設計基準値の前提となる。 第 2.1.1 表 

Pu 含有率 燃料要素ごとに最大値を設定。 先行試験用要素以外は熱設計基

準値の前提。先行試験用要素は制

限なし。 

U 濃縮度 燃料要素ごとに最大値を設定。  

燃料径 燃料要素ごとに外径及び内径の範囲

を設定。 

許可での評価の入力値として使

用する。 

熱遮蔽部 燃料要素ごとに種類を制限。  

被覆材 燃料要素ごとに種類を制限。 熱設計基準値の前提となる。 

被覆管径 燃料要素ごとに外径及び内径の範囲

を設定。 

許可での評価の入力値として使

用する。 

被覆管肉厚 燃料要素ごとに範囲を設定。 許可での評価の入力値として使

用する。 

その他部品材 部位ごとに材質を制限。  

燃料要素有効長 値を記載。 炉心高さと同じ。 

燃料要素全長 最大値を記載。 構造上の制限として設定。 

集 

合 

体 

仕 

様 

材料 部位ごとに材質を制限。  第 2.1.2 表 

ラッパ管 

六角外対辺長さ 

値を記載。 構造上決まった値。 

燃料要素 集合体ごとに収納可能な燃料要素の

種類、最大本数、ピッチ、配列、間隔

保持方式を記載。 

1 集合体での核分裂性物質量の

装荷量の制限、また構造上の制限

として設定。 

炉心構成の幅に収まるように制

限する。 

集合体全長 値を記載。 構造上決まった値。 

コンパートメン

ト 

集合体ごとに収納可能なコンパート

メントの種類、材質、寸法、最大個数、

を記載。 

1 集合体での核分裂性物質量の

装填量の制限、また構造上の制限

として設定。 

内壁構造容器・

密封構造容器 

それぞれの材質、寸法（管径、肉厚）

を記載。 

許可に記載する評価の入力値と

して使用する、最大値として設定

が必要。また構造上の制限として

設定する。 

使用条件 最大燃焼度、装荷位置、試験回数を制

限。また、燃料破損検出系により燃料

破損を検知した段階で原子炉を停止

することを記載。 

基準（他の要素に影響を与えな

い）に適合していることの前提と

なる。 

2.3.2 

第 2.3.1 表 

運用上の管理 運用手続きを保安規定で定めること

を記載。運転段階において、保安規定

に基づき、サイクル運転に先立ち、制

限事項の遵守と核特性への影響が所

定の範囲内であることを評価・確認す

ることを記載。 

燃料要素が健全性を喪失しない

ように、運転段階の確認事項の記

載が必要。 

2.2.1 

2.3.1 

熱設計基準値 燃料要素ごとに最大値を設定。 許可の評価の基準となる。 2.2.2.1 

熱的制限値 燃料要素ごとに最大値を設定。 許可の評価の入力値として使用

する。 

2.2.2.2 

工学的安全係数 燃料要素の仕様に依存しない値とし

て設定。 

許可の評価の入力値として使用

する。 

2.2.6 

過出力係数 燃料要素の仕様に依存しない値とし

て設定。 

許可の評価の入力値として使用

する。 

2.2.7 

線出力 燃料要素ごとに最大値を設定。 許可の評価の入力値として使用

する。 

第 2.2.3 表 
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第 3表 照射燃料集合体の設工認申請書に記載する項目について 

項目 設工認申請書で記載する内容 概要・理由等 備考 

設計方針 許可書に記載の通り。 許可で定めるもので、設工認では

許可に従う。 

 

燃 

料 

要 

素 

仕 

様 

燃料材 許可の範囲内で組成まで決定して記

載する。 

試験目的に合わせて設工認段階

で個別に設定するものである。 

 

Pu 含有率 許可の範囲内で設定して記載。 

U 濃縮度 許可の範囲内で設定して記載。 

燃料径 許可の範囲内で設定して記載。製造公

差も設定。 

熱遮蔽部 許可の範囲内で設定して記載。製造公

差も設定。 

被覆材 許可の範囲内で設定して記載。許容応

力も設定。 

被覆管径 許可の範囲内で設定して記載。製造公

差も設定。 

被覆管肉厚 許可の範囲内で設定して記載。 

その他部品材  

燃料要素有効長 許可の値を記載。製造公差も設定。 

燃料要素全長 許可の範囲内で設定して記載。 

集 

合 

体 

仕 

様 

材料 許可の範囲内でそれぞれ設定して記

載。許容応力も設定。 

  

ラッパ管 

六角外対辺長さ 

許可の値を記載。製造公差も設定。  

燃料要素 許可の範囲内で設定して記載。 試験目的と炉心管理の面から設

定する。複数の種類の燃料要素を

同一の集合体に装荷する場合も

ある（別添 1 参照）。 

集合体全長 許可の値を記載。製造公差も設定。  

コンパートメン

ト 

許可の範囲内で設定して記載。  

内壁構造容器・

密封構造容器 

許可の制限。  

使用条件    

運用上の管理    

熱設計基準値 先行試験用要素、基礎試験用要素は燃

料材、被覆材にあわせて設定して記

載。 

  

熱的制限値 先行試験用要素、基礎試験用要素は燃

料材にあわせて設定して記載。 

  

工学的安全係数 許可に従って記載する。   

過出力係数 許可に従って記載する。   

線出力 許可の範囲内で設定して記載。 試験目的に合わせて設工認段階

で個別に設定するものである。 

 

各種物性式 最新知見含めて設定。 試験目的に合わせて設工認段階

で個別に設定するものである。 
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別添 1 

 

照射燃料集合体の設工認申請書の内容等 

 

 

設工認申請例を第 1表に示す。製作する集合体ごとに設工認申請する。設工認においては、製作す

る照射燃料集合体ごとに「○○照射燃料集合体の製作」として設工認申請する。集合体を構成する部

品すべてが当該設工認申請の範囲となる。 

例えば、試験用要素を装填するＢ型照射燃料集合体を製作する場合、以下を申請対象とし、燃料要

素の詳細仕様と強度評価や核熱評価を記載する。なお、照射目的により燃料要素は複数の集合体を乗

り継いで使用する場合もある。また、1つの燃料要素について、使用期間中に外側の集合体部材を交

換する場合もある。集合体を乗り継ぐ場合にあっても、当該条件を考慮する。 

 

原子炉本体 (2)燃料体 (ii)照射燃料集合体 ②Ｂ型照射燃料集合体のうち、 

・「(b)試験用要素」として ○○試験用要素…○本 

・「(b)試験用要素」として ○○試験用要素…○本 

・「(d)燃料要素を除く構成部品」で構成されるＢ型照射燃料集合体…1体 

 

具体的には、「No.187 試験用集合体（Ｂ型試験用集合体）の製作」を例として示すように、装填す

る燃料要素のうち、特殊燃料要素(1)（Ⅱ型）、特殊燃料要素(5)（Ⅲ型）、特殊燃料要素(6)（Ⅲ型）、

特殊燃料要素(12)-①～④（FMS-1）の強度評価の妥当性は認可済であることを踏まえ、新たに製作し

た特殊燃料要素(13)-①（LDP-3）、特殊燃料要素(13)-②（LDP-3）、試験用要素(1)（MC-1）、試験用要

素(2)-①（MN-1）、試験用要素(2)-②（MN-1）を対象とした強度計算を実施している。 

 

1つの燃料要素について、使用期間中に外側の集合体部材を交換する例としては、長期照射中のＣ

型照射燃料集合体（「No.151 特殊燃料集合体（Ｃ型特殊燃料集合体）の製作（その 4））」）が該当し、

「No.225 照射燃料集合体（Ｃ型照射燃料集合体（その 4））の一部更新に係るハンドリングヘッド付

ラッパ管の製作」において新たに製作したラッパ管に交換している。 
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第 1表 過去の照射試験における許可区分と設工認申請例 

 

設工認申請 
許可区分 

（参考）照射試験計画名 備考 
燃料集合体 燃料要素 

No.151 

特殊燃料集合体（Ｃ型特殊燃料集合体）

の製作（その 4）） 

Ｃ型特殊燃

料集合体 

Ⅲ 型 特 殊

燃料要素 
太径燃料ピンバンドル照射（LDP-2） C6D 

No.225 

照射燃料集合体（Ｃ型照射燃料集合体

（その 4））の一部更新に係るハンドリ

ングヘッド付ラッパ管の製作 

Ｃ型照射燃

料集合体 

Ⅲ 型 特 殊

燃料要素 
太径燃料ピンバンドル照射（LDP-2） 

C6D のラ

ッパ管交

換 

No.187 

試験用集合体（Ｂ型試験用集合体）の

製作 

Ｂ型試験用

集合体 

Ⅱ 型 特 殊

燃料要素 

PNC316 燃料ピン照射（MOD(BXM)） 

装荷集合体：B3, B6, B7, B8, B9 

B9 

Ⅲ 型 特 殊

燃料要素 

改良オーステナイト鋼燃料ピン照射

（AST） 

(装荷集合体：B3, B6, B7, B8, B9) 

Ⅲ 型 特 殊

燃料要素 

太径燃料ピン照射（LDP-1） 

(装荷集合体：B7, B8, B9) 

Ⅲ 型 特 殊

燃料要素 

太径中空燃料ピン照射（LDP-3） 

(装荷集合体：B9) 

Ⅳ 型 特 殊

燃料要素 

フェライト鋼被覆燃料照射（FMS-1） 

(装荷集合体：B8, B9) 

炭 化 物 試

験用要素 

炭化物燃料照射（MC-1） 

(装荷集合体：B9) 

窒 化 物 試

験用要素 

窒化物燃料照射（MN-1） 

(装荷集合体：B9) 

No.244 

照射燃料集合体（Ｂ型照射燃料集合体

（先行試験（その５）用）の製作） 

Ｂ型照射燃

料集合体（先

行試験用） 

先 行 試 験

用要素 
金属燃料照射 B13 
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照射燃料集合体における熱設計基準値、熱的制限値の設定 
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１．照射燃料集合体における熱設計基準値・熱的制限値の設定の考え方 

照射燃料集合体に装填する燃料要素（特殊燃料要素及び試験用要素）は、高速炉用燃料開発のため

様々な目的をもって照射されることから、その仕様は広範なものとなっている。そのため、設置変更

許可申請の段階では、その仕様の組み合わせも考慮し、最大値として設定したものであり、「核原料

物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の第 27 条に基づく設計及び工事の計画の認可申

請（設工認申請）の段階にあっては、確定した燃料要素の仕様を用いて、個別に熱設計基準値及び熱

的制限値を設定するため、当該値は、設置変更許可申請の段階で定めた熱設計基準値及び熱的制限値

を下回る場合がある。 

例えば先行試験用要素の場合、被覆材としてはオーステナイト系ステンレス鋼のほか高速炉用フェ

ライト系ステンレス鋼（酸化物分散強化型を含む）も被覆材として仕様に定めており、設置変更許可

申請の段階では最高温度となるオーステナイト系ステンレス鋼を使用した場合の890℃を熱設計基準

値に設定している。フェライト系の被覆材を使用する場合は、設工認申請の段階で熱設計基準値を新

たに設定する。 
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２．熱設計基準値 
2.1 熱設計基準値の設定方針 

熱設計基準値は許容設計限界に該当し、燃料の許容設計限界は、原子炉の設計と関連して、

燃料の損傷が安全設計上許容される程度であり、かつ、継続して原子炉施設の運転をすること

ができる限界であって、燃料要素の仕様、原子炉の運転状態から定まる燃料要素の使用条件と、

燃料の「故障」の形態等から定められる。 

照射燃料集合体に装填される燃料要素についても炉心燃料要素と同じく、燃料の「故障」と

して、①被覆管の溶融、②被覆管の過大歪、③被覆管の機械的破損、を想定し、その防止のた

め①冷却材の沸騰防止、②燃料ペレットの溶融防止または溶融割合の制限、③被覆管バースト

の防止、を燃料の許容設計限界とする。 

 

第 2.1 表 照射燃料集合体に装填する燃料要素の熱設計基準値の設定方針 

 燃料の「故障」 設定理由 設定する熱設計基準値 

① 被覆管の溶融 冷却材の沸騰防止 冷却材温度に係る熱設計基準値 

② 被覆管の過大歪 
燃料ペレットの溶融防止 

または溶融割合の制限 

燃料温度または溶融割合に係る 

熱設計基準値 

③ 被覆管の機械的破損 被覆管急速加熱破裂の防止 被覆管温度に係る熱設計基準値 

 

2.2 燃料最高温度及び溶融割合に係る熱設計基準値 

酸化物燃料については、燃料溶融温度を超えないように熱設計基準値を約2,680℃としている

（別添1参照）。ただし、酸化物燃料で溶融温度を超える設計をする場合は、燃料溶融した場合

の被覆管歪が3 %に抑えられるように、熱設計基準値を溶融割合30 %としている（別添2参照）。 

酸化物燃料以外の燃料についても酸化物と同様に物性を考慮し、燃料溶融温度を超えないよ

うに熱設計基準値を設定する（別添3参照）。 

各燃料要素の燃料最高温度に係る熱設計基準値を第2.2表に示す。 
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第2.2表 燃料最高温度に係る熱設計基準値 

燃料要素 熱設計基準値 備考 

Ⅲ型特殊燃料要素 2,680℃ 酸化物 

Ⅳ型特殊燃料要素 2,680℃ 酸化物 

Ⅲ型限界照射試験用要素 2,680℃ 酸化物 

Ⅳ型限界照射試験用要素 2,680℃ 酸化物 

先行試験用要素 
[燃料溶融なし] 溶融温度以下 

[燃料溶融あり*1] 最大溶融割合30% 

酸化物、炭化物、

窒化物、金属 

基礎試験用要素 溶融温度以下 
酸化物、炭化物、

窒化物、金属 

Ａ型用炉心燃料要素（内側／外側） 2,650℃ 酸化物 

限界照射試験用補助要素 2,680℃ 酸化物 

*1 酸化物燃料のみ 

 

2.3 被覆管最高温度に係る熱設計基準値 

運転時の異常な過渡変化時には、冷却材流量の減少により被覆管の急激な温度上昇を生じる

ことがあり、使用末期の高い内圧がかかった被覆管を急速に加熱すると、被覆管がクリープ破

損に至ることがある。このため、炉心燃料要素と同じく、照射済み被覆管の急速加熱バースト

試験の結果に基づいて熱設計基準値を設定している（別添4参照）。 

各燃料要素の被覆管最高温度（肉厚中心）に係る熱設計基準値を第2.3表に示す。例えば先行

試験用要素の場合、被覆材としてはオーステナイト系ステンレス鋼もフェライト系ステンレス

鋼も被覆材として使用するため、許可段階では最高温度となるオーステナイト系ステンレス鋼

を使用した場合の890℃を熱設計基準値に設定している 

 

第2.3表 被覆管最高温度（肉厚中心）に係る熱設計基準値 

燃料要素 熱設計基準値 備考 

Ⅲ型特殊燃料要素 890℃ オーステナイト系ステンレス鋼 

Ⅳ型特殊燃料要素 810℃ 高速炉用フェライト系ステンレス鋼 

Ⅲ型限界照射試験用要素 890℃ オーステナイト系ステンレス鋼 

Ⅳ型限界照射試験用要素 810℃ 高速炉用フェライト系ステンレス鋼 

先行試験用要素 890℃*1 

オーステナイト系ステンレス鋼 

または 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼 

基礎試験用要素 890℃*2 ステンレス鋼 

Ａ型用炉心燃料要素（内側／外側） 840℃ オーステナイト系ステンレス鋼 

限界照射試験用補助要素 890℃ オーステナイト系ステンレス鋼 

*1 内壁構造容器（肉厚中心）の熱設計基準値は 890℃ （※内壁構造容器は SUS316 相当ステンレス鋼） 

*2 密封構造容器（肉厚中心）の熱設計基準値は 890℃ （※密封構造容器は SUS316 相当ステンレス鋼） 
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2.4 冷却材最高温度に係る熱設計基準値 

炉心燃料要素と同じく、燃料頂部の冷却材圧力における沸騰温度920℃に安全余裕を見て設定

している（別添5参照）。 

各燃料要素の燃料最高温度に係る熱設計基準値を第2.4表に示す。 

 

第2.4表 冷却材最高温度に係る熱設計基準値 

燃料要素 熱設計基準値 

Ⅲ型特殊燃料要素 

910℃ 

Ⅳ型特殊燃料要素 

Ⅲ型限界照射試験用要素 

Ⅳ型限界照射試験用要素 

先行試験用要素 

基礎試験用要素 

Ａ型用炉心燃料要素（内側／外側） 

限界照射試験用補助要素 
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３．熱的制限値 

3.1 燃料最高温度に係る熱的制限値 

通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、燃料部が溶融温度に達することなく、

被覆管が機械的に破損せず、かつ、冷却材が沸騰しないよう、定格出力時に制限する温度とし

て設定している（別添 6参照）。 

各燃料要素の燃料最高温度に係る熱的制限値を第3.1表に示す。 

 

第3.1表 燃料最高温度に係る熱的制限値 

燃料要素 熱設計基準値 備考 

Ⅲ型特殊燃料要素 2,540℃ 酸化物 

Ⅳ型特殊燃料要素 2,540℃ 酸化物 

Ⅲ型限界照射試験用要素 2,540℃ 酸化物 

Ⅳ型限界照射試験用要素 2,540℃ 酸化物 

先行試験用要素 
[燃料溶融なし] 溶融温度以下 

[燃料溶融あり*1] 最大溶融割合20% 

酸化物、炭化物、

窒化物、金属 

基礎試験用要素 溶融温度以下 
酸化物、炭化物、

窒化物、金属 

Ａ型用炉心燃料要素（内側／外側） 2,350℃*2 酸化物 

限界照射試験用補助要素 2,540℃ 酸化物 

*1 酸化物燃料のみ 

 

3.2 被覆管最高温度に係る熱的制限値 

海外炉の例や使用目的を考慮して設定した燃焼末期の被覆管応力に対して、クリープ破断強

度や引張試験結果から設定している（別添 5参照）。 

各燃料要素の被覆管最高温度（肉厚中心）に係る熱的制限値を第3.2表に示す。 
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第3.2表 被覆管最高温度（肉厚中心）に係る熱的制限値 

燃料要素 熱設計基準値 備考 

Ⅲ型特殊燃料要素 700℃ オーステナイト系ステンレス鋼 

Ⅳ型特殊燃料要素 610℃ 高速炉用フェライト系ステンレス鋼 

Ⅲ型限界照射試験用要素 

[Ａ型] 750℃、 

被覆管開孔時 890℃ 

[Ｂ，Ｄ型] 700℃、 

被覆管開孔時 890℃ 

オーステナイト系ステンレス鋼 

Ⅳ型限界照射試験用要素 

[Ａ型] 660℃、 

被覆管開孔時 810℃ 

[Ｂ，Ｄ型] 610℃、 

被覆管開孔時 810℃ 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼 

先行試験用要素 750℃*1 

オーステナイト系ステンレス鋼 

または 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼 

基礎試験用要素 750℃*2 ステンレス鋼 

Ａ型用炉心燃料要素（内側／外側） 620℃ オーステナイト系ステンレス鋼 

限界照射試験用補助要素 700℃ オーステナイト系ステンレス鋼 

*1 内壁構造容器（肉厚中心）の熱設計基準値は 675℃ （※内壁構造容器は SUS316 相当ステンレス鋼） 

*2 密封構造容器（肉厚中心）の熱設計基準値は 675℃ （※密封構造容器は SUS316 相当ステンレス鋼） 
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４．許可と設工認における熱設計基準値と熱的制限値の設定例 

設工認における熱設計基準値と熱的制限値の設定例を第 4.1 表に示す。 

 

第 4.1 表 設工認における設定例 

試験用要素名 概要 熱設計基準値 熱的制限値 

先行試験用要素(4) 

【Ｂ型照射燃料集合体

（先行試験（その３）

用）】 

酸化物分散強化型フ

ェライト鋼被覆管 

燃料：溶融割合30% 

被覆管：820℃ 

冷却材：910℃ 

燃料：溶融割合20% 

被覆管：750℃ 

先行試験用要素(5) 

【Ｂ型照射燃料集合体

（先行試験（その４）

用）】 

高Am含有 燃料：溶融割合30% 

被覆管：890℃ 

冷却材：910℃ 

燃料：溶融割合20% 

被覆管：750℃ 

先行試験用要素(6) 

【Ｂ型照射燃料集合体

（先行試験（その５）

用）】 

金属燃料 燃料：1,064℃* 

被覆管：810℃ 

冷却材：910℃ 

燃料：1,011℃ 

被覆管：640℃ 

*別添3-添付3参照 
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別添 1 

 

酸化物燃料（溶融させない場合）の燃料最高温度の熱設計基準値の設定方法 

 

 

１．設定の考え方 

酸化物燃料の熱設計基準値は、炉心燃料要素と同じく、燃料の仕様範囲、使用条件から想定される

Pu 含有率、Am 含有率、O/M 比を考慮して燃料の融点を設定し、その燃料融点に対して設定される。設

定の考え方を第 1.1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1.1図 熱設計基準値設定の考え方 

 

２．融点設定におけるPu含有率及びAm含有率 

製造時のPu含有率は最大で32wt%である（許可仕様）。Amについては、試験計画から～2wt%を想定

している。 

高速炉においては燃料温度が高くまた温度勾配が大きいため組織変化が生じる。また、その際に

Pu及びAmが気相や固相を介して移動し、最高温度部である燃料中心部の濃度が高くなる現象「再分

布」が生じる（第2.1図）。Pu含有率、Am含有率が高くなると融点が低下する。 

再分布量は、「常陽」で照射した照射試験結果（B8-HAM試験[1][2]、Aｍ-1試験[3]）に基づきPuにつ

いては1.3倍、Amについては1.5倍と設定する（第2.2図、第2.3図）。融点の設定においては、再分布

（Pu：1.3倍、Am：1.5倍）を考慮してPu含有率42wt%、Am含有率3wt%とする。 

 

 

  

融点(ノミナル) 

熱設計基準値 

融点(初期条件) 

照射効果による低下 

測定の不確かさ 
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第2.1表 「常陽」で照射したAm-MOX燃料試験（B8-HAM、Am-1）の燃料仕様 

集合体 B8-HAM [4][5] Am-1 [6] 

Pu含有率（wt%） 29 29 

Am含有率（wt%） 1 3、5 

ペレット径（㎜） 5.4 6.52 

ペレット密度(%TD) 85 93 

O/M比（-） 1.99 1.95、1.98 

最大線出力(w/cm) 410 450 

 

 

第2.1図 「常陽」で照射されたAm-MOX燃料照射試験の金相写真とPu、Am再分布の例[3] 
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第2.2図 U、Pu、Amの径方向分布（B8-HAM試験）[2] 

 

 

第2.3図 U、Pu、Amの径方向分布（Am-1試験）[3] 

 

３．融点設定におけるO/M比 

O/M比が融点に与える影響は、加藤らの測定結果[4]では、Pu含有率が11.8%～46%のいずれの組成に

おいてもO/M=1.7～2.0の範囲でO/M比が低くなるほど固相線温度は上昇する傾向を示した（第3.1

図）。また、PuO1.7の相を仮定したUO2-PuO2-AmO2-PuO1.7系の四元系の理想溶液モデルによりMOXおよび

PuO2-xの融点についてO/M比依存性を矛盾なく説明できている（第3.2図）。よって、燃料融点の設定

においてO/M比はO/M=2.0とする。 

O/M比の再分布については、照射済みMOX燃料に対して測定されている[5][6]。O/M比は照射中の温度

勾配により径方向に再分布し、中心部では製造時より大きく低下する（第3.3図、第3.4図）。よっ

て、最高温度部である中心部ではO/M比は低下するため、融点設定のO/M比を2.00とすることは保守

的である。 
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第3.1図 固相線温度におけるO/M比とPu含有率の影響[4] 
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第3.2図 四元系理想溶液モデルによる評価[4] 

第3.3図 「常陽」で照射された燃料のO/M比再分布の測定結果[5] 
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第3.4図 海外試験炉で照射された燃料のO/M比再分布の測定結果[6] 

 

 

４．燃料融点の測定方法と測定誤差 

燃料融点は、サーマルアレスト法を用いて測定した燃料融点[4]を使用する。サーマルアレスト法

は、試料が溶融する際の潜熱により昇温速度が停滞若しくは低下する際の熱曲線の変化を読み取る

ことで試料の融点を求める方法であり、測定の概要を第4.1図に示す。 

サーマルアレスト法において考慮すべき測定誤差は、温度校正の不確かさ及び加熱曲線の読み取

り誤差の二つである。 

温度校正時に現れる不確かさは、Al2O3、Nb、Mo、Taを用いた標準試料を測定することで温度校正

線を作成しており、温度校正線と標準試料の測定結果との差（第4.2図）から±20℃としている。数

点のデータにおいて±20℃を超えるものがあるが、燃料融点（約2720℃）に近いMo及びTaの温度校

正時の差は、2重容器体系において±20℃の範囲に入っており、燃料融点測定に対する不確かさと

して±20℃を適用する。 

加熱曲線におけるアレスト開始点及び終了点の読み取り誤差は、当該装置を用いて得られる多く

の加熱曲線の分析経験（第4.3図）から固相線評価に係る不確かさを±15℃と評価している。 
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第4.1図 サーマルアレスト法による融点測定装置の概要 

 

 

第4.2図 温度校正線と標準試料の融点測定値とのばらつき 
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第4.3図 MOX燃料（Pu：約40wt%、Am：約3wt%、O/M比：2.00）の融点測定時の加熱曲線例 

 

 

５．熱設計基準値の設定 

燃料融点は、Pu含有率40%、O/M2.0でAmの含有率3%までは融点の低下がほとんど見られていない

（第5.1図）。融点が最も低くなるO/M比2.00において、Pu含有率40wt%、Am含有率3.3wt%での平均値

は約2730℃であり、更に仕様範囲での再分布考慮後の最大含有率を超えるPu含有率42.8wt%、Am含

有率3.5wt%においても融点は約2720℃である。これに測定誤差35℃を考慮した下限値は約2,685℃

である。 

これより、溶融させない場合の酸化物燃料に対する熱設計基準値を2,680℃と設定する（第5.2図）。 

 

 

第5.1図 Pu含有率40wt%、O/M比2.00での燃料融点 
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第5.2図 熱設計基準値の設定 
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別添 2 

 

酸化物燃料（燃料を溶融させる場合）の燃料溶融割合の熱設計基準値の設定方法 

 

 

１．燃料を溶融させる場合の熱設計基準値設定の考え方 

溶融限界線出力試験では試料の一部を溶融させるため、試料の膨張が大きくなり、被覆管の膨張を

考慮してもギャップを消滅させ、被覆管の歪を生じ、さらに被覆管の破損を生じる可能性がある。そ

のため、燃料部と被覆管との相互作用による被覆管の円周方向引張全歪を低く抑えられるように、燃

料溶融割合を熱設計基準値として設定する。 

 

２．被覆管円周方向引張歪の計算方法 

以下を仮定する。 

1. ペレットは相変化に伴う膨張及び熱膨張を、被覆管は熱膨張を考慮する。照射に伴う中心空孔

の生成、等軸晶及び柱状晶の組織変化による収縮は考慮しない。 

2. ペレットは、温度分布に沿って径方向に自由膨張するものとする。 

3. ペレットの相変化に伴う膨張は、溶融先端の試料ペレットを押し上げて軸方向に生じるものと

する。 

4. ペレットは、液相及び固相で非圧縮性とする。 

上記に基づき、被覆管円周方向引張全歪を評価する。【燃料溶融時における燃料と被覆管の相互作

用による歪：別紙 12 参照】 

 

第 1 図 被覆管歪の評価モデル 
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３．被覆管円周方向引張歪の制限と熱設計基準値 

ステンレス鋼の破断歪の許容値（第 2図）より、燃料部と被覆管との相互作用による被覆管の円周

方向引張全歪の制限値は 3%以内とする。 

上記の制限を守るため、先行試験用要素の仕様範囲とそれに基づく被覆管歪を考慮して、溶融割合

30%を熱設計基準値とする。【照射燃料集合体の燃料要素における機械設計結果の整理：別紙 16参照】 

 

 

 

第 2 図 ステンレス鋼の破断歪 
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別添 3 

 

酸化物燃料以外の燃料最高温度の熱設計基準値 

 

 

 

先行試験用要素及び基礎試験用要素では、酸化物以外の種類の燃料材を用いることができる。使用

できる燃料の使用範囲が幅広く、設置変更許可申請書においては、溶融させない場合を除き「溶融温

度以下」を熱設計基準値としており（別紙 5 本文第 2.2 表）、具体的な数値は設工認において定める

としている（別紙 5本文４．許可と設工認における熱設計基準値と熱的制限値の設定例）。 

ここでは、炭化物燃料、窒化物燃料、金属燃料の具体的な熱設計基準値の設定例について、添付 1

～3 に示す。 
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添付 1 

 

炭化物燃料の燃料最高温度の熱設計基準値の設定方法 

 

 

炭化物燃料の熱設計基準値は、酸化物燃料と同様に、燃料の仕様範囲、使用条件から想定される燃

料の融点を設定し、その燃料融点に対し、安全裕度を考慮して設定する。プルトニウム・ウラン混合

炭化物燃料の融点は、プルトニウム含有率に依存する。 

UC-PuC 系の液相線及び固相線を第 1図に示す。固相線温度は UCの値から PuC の値へ直線的に減少

しており、(Pu,U)C の固相線温度は UC の固相線温度と PuC の固相線温度を直線で結んだ以下の式（第

1図中の直線の式）から求められる。 

𝑇𝑇 = 2517− 915(y/100) 

T：UC-PuC 系の固相線温度(℃) 

y：Pu比(%) 

 

プルトニウム含有率約 25%に対して、プルトニウムの再分布について第 2 図により 10%増加を考慮

し、上式に使用するプルトニウム含有率（y）を 35%とすると、固相線温度は 2190℃となる。 

これに実験の不確かさを 50℃考慮して融点を 2140℃とし、この融点を熱設計基準値とする。 

 

 

第 1 図 UC-PuC 系の融点[1] 
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第 2 図 Pu 再分布[2] 
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添付 2 

 

窒化物燃料の燃料最高温度の熱設計基準値の設定方法 

 

 

プルトニウム・ウラン混合窒化物燃料は、高温で分解し、溶融を示す温度、窒素圧となって溶融す

る。燃料温度に対する窒素分圧を第 1図に示す[1,2]。第 1 図の屈曲部が UN及び PuN のそれぞれの窒化

物としての融点であり、屈曲部より低温側では分解温度である。温度上昇により分解が進行した場合、

溶融温度及び溶融温度に対応する窒素分圧となった後、窒化物として溶融すると推測される。第 1図

に示すように、この溶融温度については PuN が低く、窒素圧については UN が低いため、窒化プルト

ニウムが選択的に分解し、窒化物が溶融する際の窒素圧は比較的高圧となる。したがって、UNの溶融

時の窒素圧における PuN の分解温度を熱設計基準値とすれば十分安全である。 

第 2図に PuN の分解温度と窒素分圧の関係を示す[3]。UN 溶解時の窒素圧は約 2atm であるが、安全

上、窒化物燃料の分解に伴い試料ペレットから放出される窒素による被覆管内圧の上昇を抑制する観

点から窒素圧を 0.1atm に制限することとし、0.1atm 時の PuN の分解温度を第 2 図から求めると

2440℃である。これに実験値の不確かさ 50℃を考慮し、2390℃を熱設計基準値とする。 

 

 

第 1 図 窒化物燃料の窒素分圧 
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第 2 図 PuN の分解温度 
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添付 3 

 

金属燃料の燃料最高温度の熱設計基準値の設定方法 

 

 

燃料スラグは、U,Pu,Zr からなる合金であるため、その融点は、U,Pu,Zr の組成によって決まると

考えられる。U-Pu-Zr３元系状態図より U-Zr 合金及び U-Pu-Zr 合金の固相線温度が評価されている

[1]。これらを燃料組成について整理すると、固相線温度を評価する式として (1-1)式が得られる[2]。 

𝑇𝑇 = 𝐴𝐴0 + 𝐴𝐴1𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍 + 𝐴𝐴2𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍2 + 𝐴𝐴3𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍3                                   (1-1) 

𝐴𝐴0 = 1408− 1187𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃 + 967𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃2  

𝐴𝐴1 = 572− 732𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃 + 4960𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃2  

𝐴𝐴2 = 740 + 3305𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃 − 29182𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃2  

𝐴𝐴3 = −624− 3139𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃 + 36120𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃2  
𝑇𝑇𝑚𝑚：融点(K) 

𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍：Zr原子数比(-) 

𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃：Pu原子数比(-) 

適用範囲： 

𝑁𝑁𝑃𝑃𝑃𝑃
𝑁𝑁𝑈𝑈

< 1, 𝑁𝑁𝑍𝑍𝑍𝑍 < 0.8     （𝑁𝑁𝑈𝑈：Pu 原子数比(-)） 

また、U-Pu-Zr 合金については、未照射材の融点測定値[3-5]が得られている。これらの測定結果と

(1-1)式による固相線温度の評価結果を比較したものが第 1図である。第 1図に示すように、(1-1)式

による評価結果から 25℃差し引くことにより、測定値を包絡することができる。 

金属燃料の仕様範囲で最も固相線温度が低くなるのは、プルトニウム混合比 21％、ジルコニウム

混合比 9％の場合である。このとき、(1-1)式から固相線温度は 1089℃と評価される。これに不確か

さ 25℃を考慮した 1064℃を金属燃料の熱設計基準値とする。 
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第 1 図 U-Pu-Zr 合金の融点の実測値と評価結果の比較 
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別添 4 

被覆管最高温度の熱設計基準値の設定方法 

１．熱設計基準値の設定方法 

運転時の異常な過渡変化において機械的な負荷により被覆管に貫通性損傷を発生させる可能性が

ある損傷モードを検討すると、被覆管温度の急速な上昇によるクリープ破損が支配的である。このた

め、「機械的に破損しないこと」に対応する判断基準として、被覆管の急速な温度上昇によるクリー

プ破損を防止する条件で代表させることによって、運転時の異常な過渡変化時の系統的な燃料損傷を

防止することとしている。 

よって熱設計基準値は、照射済み被覆管の急速加熱バースト試験の結果をもとに、適切な安全余裕

を考慮して設定することとする。 

具体的には、まず、被覆管の最高使用条件から“被覆管温度”、使用条件・被覆管材質から設定さ

れる応力制限値から“周方向応力”、運転時の異常な過渡変化時の解析結果から“温度上昇率”、を設

定する。この設定値と燃料要素被覆管の炉外急速加熱試験データから、破損温度を計算し、破損温度

に対して安全裕度を考慮して熱設計基準値を設定する。 

２．急速加熱バースト試験 

急速加熱バースト試験では、数十 mm の被覆管試験片に一定内圧を負荷した後、所定の一定加熱速

度で試験片を加熱し、試験片の破損温度等を測定する。試験構成例を第 2.1 図に示す。 

得られた試験結果は破損温度と周方向応力で整理される。 

第 2.1 図 急速加熱バースト試験の試験構成例 
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３．設定条件 

炉心燃料要素における熱設計基準値の設定と同様に、被覆管温度は熱的制限値、温度上昇率 20℃

/s とする。周方向応力については、照射試験計画を考慮してオーステナイト系ステンレス鋼は 7.5 

kgf/mm2、高速炉用フェライト系ステンレス鋼については 10 kgf/mm2とする。 

 

４．熱設計基準値の設定 

オーステナイト系ステンレス鋼に対する急速加熱バースト試験の結果を第 4.1 図に示す。破損限界

温度（約 900℃）に安全余裕を考慮して、熱設計基準値を 890℃としている。 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼については、急速加熱バースト試験の結果を第 4.2 図に示す。

照射後及び未照射の被覆管の急速加熱バースト試験時の下限値（約 850℃）に安全余裕を考慮して、

熱設計基準値を 810℃としている。 

なお、限界照射試験用要素と基礎試験の熱設計基準値は、被覆管が開孔した場合でも試験用要素以

外の燃料要素の健全性に影響を与えないよう、被覆管の溶融や破砕等の防止を目的に定められたもの

であり、上記の他の開孔する可能性のない燃料要素の場合とはその目的が異なる。ただし、被覆管の

溶融や破砕等を防止するためのしきい値に関するデータはなく、このため保守的に通常の開孔する可

能性のない燃料に関する熱設計基準値を準用している。 

 

 

第 4.1 図 オーステナイト系ステンレス鋼の破損温度 
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第 4.2 図 高速炉用フェライト系ステンレス鋼の破損温度 
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別添 5 

 

冷却材最高温度の熱設計基準値の設定方法 

 

 

炉内の使用条件から、冷却材の沸点を設定する。炉内の使用条件は第 1表に示すとおりであり、炉

内の燃料集合体頂部の冷却材圧力における沸騰温度は第 1図より約 920℃となる。この温度に安全裕

度を 10℃考慮して、熱設計基準値を 910℃とする。 

 

第1表 炉内使用条件 

種類 炉心頂部冷却材圧力（静圧） 

ナトリウム 約0.04N/mm2（約0.4kgf/cm2） 

 

 

 

 

第1図 ナトリウム沸騰温度 

 

 

920℃ 
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別添 6 

 

熱的制限値の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 燃料最高温度の熱的制限値の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 被覆管最高温度の熱的制限値の考え方 

 

【熱的制限値】 
被覆管最高温度 

【熱設計基準値】 
被覆管最高温度 

（被覆管温度） 

開発目標 

急速加熱 

バースト強度 

過渡時 

通常時 

【熱的制限値】 
燃料最高温度：2,540℃ 

燃料溶融割合：20% 

【熱設計基準値】 
燃料最高温度：2,680℃ 

燃料溶融割合：30% 

（燃料温度） 

過渡時 

通常時 

燃料融点 

燃料溶融割合 

安全余裕 

安全余裕 
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照射燃料集合体の燃料設計方針 
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照射燃料集合体の燃料設計は、基本的に炉心燃料集合体の燃料設計と同じとする。 

特殊燃料要素は、炉心燃料要素と同じく、通常時及び運転時の異常な過渡変化時においてもその健

全性を失うことのない設計であることが求められる。特殊燃料要素の熱・機械設計において、その健

全性を確保するための設計方針は、炉心燃料要素の設計方針と同一とする（第 1 表）。また、Ａ型炉

心燃料要素と限界照射試験用補助要素も炉心燃料要素と同じである。特殊燃料要素の安全設計におい

て、適用する設計条件や使用データの相関及びその考慮の手順を整理した結果を第 1図に示す。特殊

燃料要素及びＡ型炉心燃料要素を装填する照射燃料集合体についても、その健全性を確認するための

設計方針は、炉心燃料集合体の設計方針と同じとする。 

 

第 1 表 特殊燃料要素及び限界照射試験用補助要素の設計方針 

燃料要素 

（ⅰ）燃料最高温度は、2,680℃以下となるように設計する。 

（ⅱ）被覆管歪は、十分小さくなるように設計する。 

（ⅲ）被覆管内圧は、被覆管にかかる引張応力を抑え、円周方向へのクリープ破断

を生じないように十分低く設計する。 

（ⅳ）被覆管の各部にかかる荷重に対する応力計算値は、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲの基準

に準拠して設定した値を満たすように設計する。 

（ⅴ）累積疲労サイクルは、クリープによる累積損傷をも考慮して、設計疲労寿命

以下となるように設計する。 

集合体 

（ⅰ）燃料集合体の輸送中又は取扱中に受ける通常の荷重に対して、十分な強度を

有するように設計する。 

（ⅱ）原子炉内における使用期間中の通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に

おいて、燃料集合体の構成部品にかかる荷重に対する応力計算値は、ＡＳＭ

Ｅ Sec.Ⅲの基準に準拠して設定した値を満たすように設計する。 

 

試験用要素の場合、被覆材の破損あるいは被覆内燃料の一部の溶融を伴うものであり、計画的にそ

の健全性を喪失させることがある（第 2 表）。計画的にその健全性を喪失させる試験用燃料体にあっ

ては、設計基準事故時において、試験用燃料体が破損した場合においても、試験研究用等原子炉を安

全に停止するために必要な機能及び炉心の冷却機能を損なうおそれがないものであることが要求さ

れている。そのため、試験用要素を装填する照射燃料集合体においては、以下のような設計が求めら

れる【照射燃料集合体の安全設計において参考とした指針：別紙 2参照】。 

・通常運転時に計画された範囲内で試験用要素の健全性を喪失させる試験を行っても、運転時の異

常な過渡変化時において、試験用要素があらかじめ定めた制限を超えない設計とする。 

・試験用要素の健全性の喪失により原子炉の健全性を損なわない（「許容設計限界」を超えない）

設計とする。 

・試験用要素の健全性を喪失させても、他の燃料要素の機能及び健全性を阻害しない設計とする。 

・設計基準事故時に、試験用要素が破損したとしても、原子炉の停止及び炉心の冷却に影響を与え

ない設計とする。 
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・被覆材の破損による 1次冷却系中への核分裂生成物等の放射性物質の放出量を、試験用要素の破

損範囲を限定することで制限する設計とする。 

このため、試験用要素も基本的に炉心燃料要素と同じ手順で設計するものの、計画的にその健全性

を喪失させる場合は以下のように設計する。 

限界照射試験用要素を装填した照射燃料集合体にあっては、 

・被覆管の開孔に係る設計では、クリープ寿命分数和は 1を超えるが、被覆管に発生する応力は許

容応力を超えないことを確認する。【照射燃料集合体の燃料要素の機械設計結果：別添 16 参照】 

・炉心の冷却を阻害する物のコンパートメント外への放出がないことを確認する。【照射燃料集合

体の機械設計結果：別添 17 参照】 

先行試験用要素を装填した照射燃料集合体にあっては、 

・燃料の溶融に係る設計では、燃料溶融割合が通常運転時に熱的制限値（燃料溶融割合の制限）を

超えないこと、及び運転時の異常な過渡変化時に熱設計基準値（燃料溶融割合の制限）を超えな

いことを確認する。【照射燃料集合体の熱設計結果：別添 10参照】 

・設計基準事故時に被覆管が破損しても、内壁構造容器が健全であることを確認するとともに、炉

心の冷却を阻害する物の内壁構造容器外への放出がないことを確認する。【照射燃料集合体の機

械設計結果：別添 17 参照】 

基礎試験用要素を装填した照射燃料集合体にあっては、 

・被覆管の開孔に係る設計では、クリープ寿命分数和は 1を超えるが、被覆管に発生する応力は許

容応力を超えないようを確認する。【照射燃料集合体の燃料要素の機械設計結果：別添 16 参照】 

・設計基準事故時においても、密封構造容器が健全であることを確認する。【照射燃料集合体の機

械設計結果：別添 17 参照】 

 

 

第 2 表 計画的にその健全性を喪失させる試験用要素 

試験用要素 健全性喪失 

Ⅲ型限界照射試験用要素 被覆管の破損 

Ⅳ型限界照射試験用要素 被覆管の破損 

先行試験用要素 燃料の溶融（酸化物燃料の場合） 

基礎試験用要素 被覆管の破損 
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照射燃料集合体の熱設計計算式 
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１．燃料要素 

照射燃料集合体の燃料要素（特殊燃料要素及び試験用要素）における熱設計計算では、以下の（ⅰ）

～（ⅶ）に示す式を用いる。なお、燃料温度は、酸化物燃料の場合その密度変化をモデルに取り入れ

て計算する（別添 1 参照）。また、限界照射試験用要素の被覆管に開孔が生じ、その開孔部から核分

裂生成ガスが放出された場合の影響は、被覆管表面温度を算出する式において考慮する（別添 2 参

照）。 

燃料最高温度が最も高くなるのは照射初期であることから、熱計算では照射初期の条件で計算する。 

 

（ⅰ）冷却材温度 

冷却材温度は、以下の式により計算する。 

     

ここで TNa：冷却材温度（℃） 

ql(x)：線出力密度（W／cm） 

W：冷却材流量（g／s） 

CP：冷却材比熱（W・s／g／℃） 

TIN：冷却材入口温度（℃） 

x：炉心下端からの距離（軸方向距離）（cm） 

（ⅱ）被覆管表面温度 

被覆管表面温度は、以下の式により計算する。 

  

ここで TCo：被覆管表面温度（℃） 

De：水力等価直径（cm） 

dCo：被覆管外径（cm） 

KNa：冷却材熱伝導度（W／cm／℃） 

Nu：ヌセルト数 

（ⅲ）被覆管内面温度 

被覆管内面温度は、以下の式により計算する。 

   

ここで TCi：被覆管内面温度（℃） 

KC：被覆管熱伝導度（W／cm／℃） 

dCi：被覆管内径（cm） 

（ⅳ）燃料表面温度 

燃料表面温度は以下の式により計算する。 

     
ここで TS：燃料表面温度（℃） 

∫⋅
+=

x

P
INNa dxxql

CW
TT

0
)(1

CoNa

e
NaCo d

ql
NuK

DTT
π
⋅⋅+=

1

ql
K

ddTT
C

CiCo
COCi ⋅+=

π2
)/ln(

2/)( CiPg
CiS ddh

qlTT
+⋅

+=
π
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hg：ギャップ熱伝達率（W／cm2／℃） 

dP：ペレット直径（cm） 

（ⅴ）燃料最高温度 

溶融温度に達しない範囲の燃料最高温度は以下の式により計算する。なお、プルトニウム・

ウラン混合酸化物燃料では、燃料ペレットの相変化及び密度変化を考慮する。（別添 1参照） 

� 𝑘𝑘 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑇𝑇𝑝𝑝

𝑇𝑇𝑠𝑠
=
𝑞𝑞𝑞𝑞
4𝜋𝜋

 

ここで TP：燃料最高温度（℃） 

k：燃料熱伝導度（W／cm／℃） 

（ⅵ）燃料溶融半径 

先行試験用要素（溶融あり）の燃料溶融半径は、以下の式により計算する。 

   

ここで rm：燃料溶融半径（cm） 

Tm：燃料の溶融温度（℃） 

ro：燃料半径（cm） 

（ⅶ）燃料溶融割合 

先行試験用要素（溶融あり）の燃料溶融割合は、以下の式により計算する。 

     

ここで Vm：燃料溶融割合 

 

 

 

  









−=∫ 2

2

1
π4 o

mTm

Ts r
rqldTk　

2

2

o

m
m r

rV =
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２．集合体 

（１）内壁構造容器 

内壁構造容器の計算モデルを第 2.1 図に示す。冷却材は内壁構造容器の内外を流れるため、内壁構

造容器外側の流れによる熱移動と内壁構造容器内側の流れによる熱移動を考慮する必要がある。この

ため、内壁構造容器より内側の温度については、単純な一次元熱伝達ではなく、軸方向の熱伝達を考

慮した熱バランス式を収束計算によって計算する。 

 

 

第 2.1 図 計算モデル 

 

内壁構造容器内側の冷却材温度を内壁構造容器内側冷却材の流れによる温度上昇から計算すると、 

𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑖𝑖) = 𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑖𝑖 − 1) +
𝑄𝑄𝑖𝑖

𝑊𝑊𝑖𝑖 ∙ 𝐶𝐶𝑝𝑝𝑖𝑖
  

𝑄𝑄𝑖𝑖 = 𝑄𝑄 − 𝑄𝑄𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐  
となる。ここで、 
𝑄𝑄𝑖𝑖 ：キャプセルより中（キャプセル内部 Na、被覆管、ペレット等）の発熱 
𝑄𝑄 ：キャプセルの全発熱量 
𝑄𝑄𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 ：キャプセル自身の発熱とキャプセル外へ出る熱量の和 
𝐶𝐶𝑝𝑝𝑖𝑖 ：キャプセル内側冷却材 Na 比熱 
𝑖𝑖 ：軸方向ノード 

である。 
一方、内壁構造容器自身の熱量および内壁構造容器外へ出る熱量による内壁構造容器外側冷却材温

度との差分から計算すると、 

𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑖𝑖) = 𝑑𝑑𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑖𝑖) +
𝑄𝑄𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐
𝜆𝜆𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

  

𝑑𝑑𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑖𝑖) = 𝑑𝑑𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑖𝑖 + 1) +
𝑄𝑄

𝑊𝑊𝑜𝑜 ∙ 𝐶𝐶𝑝𝑝𝑜𝑜
  

内壁構造容器外側冷却材 
流量𝑊𝑊𝑜𝑜 
温度𝑑𝑑𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 

内壁構造容器 
外表面温度𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜 
内表面温度𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑖𝑖 

被覆管 
外表面温度𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜 
内表面温度𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑖𝑖 

ペレット 

内壁構造容器内側冷却材 
流量𝑊𝑊𝑖𝑖 
温度𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 

内壁構造容器－シュラウド管間 Na 

流量 0 

シュラウド管 
外表面温度𝑑𝑑𝑠𝑠𝑜𝑜 
内表面温度𝑑𝑑𝑠𝑠𝑖𝑖 
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𝜆𝜆𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 =
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⎩
⎨

⎧ 1
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+
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�
2𝜋𝜋𝐾𝐾𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆

+ 1
𝜋𝜋𝑑𝑑𝑠𝑠𝑖𝑖ℎ𝑠𝑠𝑖𝑖

⎭
⎬

⎫
 

 

ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜 =
𝐾𝐾𝑁𝑁𝑐𝑐𝑜𝑜𝑁𝑁𝑁𝑁𝑜𝑜
𝐷𝐷𝐷𝐷𝑜𝑜

  ,   ℎ𝑠𝑠𝑖𝑖 =
𝐾𝐾𝑁𝑁𝑐𝑐𝑖𝑖𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖
𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖

   

となる。ここで、 
𝐶𝐶𝑝𝑝𝑜𝑜 ：内壁構造容器外側冷却材 Na 比熱 
𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜 ：内壁構造容器外径 
𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑖𝑖 ：内壁構造容器内径 
𝑑𝑑𝑠𝑠𝑜𝑜 ：シュラウド管外径 
𝑑𝑑𝑠𝑠𝑖𝑖 ：シュラウド管内径 
𝜆𝜆𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 ：Na－SUS－静止 Na－SUS－Na の合成熱伝導率 
ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜 ：内壁構造容器外表面とキャプセル外側冷却材とのフィルム熱伝達 
ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑖𝑖 ：シュラウド管内表面とキャプセル内側冷却材とのフィルム熱伝達 
𝐾𝐾𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 ：SUS 熱伝導率 
𝐾𝐾𝑁𝑁𝑐𝑐 ：Na 熱伝達率 
𝐷𝐷𝑒𝑒 ：水力直径 
𝑁𝑁𝑁𝑁 ：ヌセルト数 

である。 

上に示した 2つの式は共に内壁構造容器内側の冷却材温度を算出するものであり、両者が同一にな

るように収束計算する。 

内壁構造容器内側の冷却材温度を計算した後、各部位の温度を計算する。各部位の温度は、前項（１．）

に示す計算式と同じであり、内壁構造容器の温度については被覆管と同様である。 

 

（２）密封構造容器 

密封構造容器においても（１）の内壁構造容器と同様に計算する。 

密封構造容器では冷却材は密封構造容器の外側しか流れないため、密封構造容器の計算においては

密封構造容器内側冷却材の流量を 0とする。 
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別添 1 

 

プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料における 

燃料ペレットの相変化及び密度変化の考慮について 

 

 

プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料におけるペレット内組織変化は、３領域（未変化、等軸晶、

柱状晶）モデルとした。 
３領域モデルにおいてペレット中心温度及び各領域半径を算出する式を以下に示す。 

 
a) 未変化領域 

 

� 𝑘𝑘(𝜌𝜌3,𝑑𝑑)
𝑇𝑇2

𝑇𝑇𝑆𝑆
𝑑𝑑𝑑𝑑 =

𝑄𝑄
4𝜋𝜋

�1 −
𝑟𝑟22

𝑟𝑟32
� 

 
b) 等軸晶領域 

 

� 𝑘𝑘(𝜌𝜌2,𝑑𝑑)
𝑇𝑇1

𝑇𝑇2
𝑑𝑑𝑑𝑑 =

𝑄𝑄
4𝜋𝜋

�
𝑟𝑟22

𝑟𝑟32
�
𝜌𝜌2
𝜌𝜌3
�1 −

𝑟𝑟12

𝑟𝑟22
� + 2 �1 −

𝜌𝜌2
𝜌𝜌3
� ln

𝑟𝑟2
𝑟𝑟1
�� 

 
c) 柱状晶領域 

 

� 𝑘𝑘(𝜌𝜌1,𝑑𝑑)
𝑇𝑇0

𝑇𝑇1
𝑑𝑑𝑑𝑑 =

𝑄𝑄
4𝜋𝜋

�
𝑟𝑟02

𝑟𝑟32
�
𝜌𝜌1
𝜌𝜌3
�
𝑟𝑟12

𝑟𝑟02
− 1 − 2 ln

𝑟𝑟1
𝑟𝑟0
��� 

   
  TS：ペレット表面温度(℃) 

  T2：未変化－等軸晶領域境界温度(1400℃) 

  T1：等軸晶－柱状晶領域境界温度(1700℃) 

  T0：ペレット最高温度(℃) 
  Q：線出力(W/cm) 
  k(ρi,T)：ペレット熱伝導度(W/cm・℃) 

ρ3：製造時ペレット密度(0.95) 

ρ2：等軸晶領域のペレット密度(0.97) 

ρ1：柱状晶領域のペレット密度(0.99) 
  r3：製造時ペレット外半径(cm) 

  r2：未変化－等軸晶境界半径(cm) 

  r1：等軸晶－柱状晶境界半径(cm) 

  r0：中心ボイド半径(cm) 

  ri：製造時ペレット内半径(cm) 

柱状晶領域 

等軸晶領域 
未変化領域 

中心空孔 

 
r0 

r3 

r2 

r1 
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 また、質量保存式より、 

𝜌𝜌3(𝑟𝑟32 − 𝑟𝑟𝑖𝑖2)=𝜌𝜌1(𝑟𝑟12 − 𝑟𝑟02) + 𝜌𝜌2(𝑟𝑟22 − 𝑟𝑟12) + 𝜌𝜌3(𝑟𝑟32 − 𝑟𝑟22) 
である。 
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別添 2 

 

限界照射試験用要素の被覆管開孔時 

における評価について 

 

 

限界照射試験用要素の被覆管開孔時には、次の二つの影響が考えられる。一つは、限界照射試験用

要素に蓄積されていた FP ガスが冷却材中へ放出されることにより FP ガスと冷却材の二相流が形成

され、圧力損失が増大する影響で、この影響により冷却材流量が減少する。もう一つは、限界照射試

験用要素の開孔が隣接する限界照射試験用補助要素と対面する箇所に生じた場合に、限界照射試験用

要素から放出された FP ガスが隣接する限界照射試験用補助要素に吹き付ける影響で、この影響によ

り限界照射試験用補助要素の除熱性能が局所的に低下する。 

限界照射試験用要素及び限界照射試験用補助要素の熱設計では、別紙 7本文記載の熱設計計算手法

に基づいて評価するが、被覆管開孔時の温度計算においては上記の影響を考慮する。 

二相流形成では、限界照射試験用要素及び限界照射試験用補助要素を冷却する冷却材流量を、一律

に 15%減少させて評価する。FP ガスインピンジメント効果については、被覆管表面熱伝達率を一律に

1 W/cm2℃として評価する（添付 1参照）。 
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添付 1 

 

限界照射試験用要素の被覆管開孔時における限界照射試験用補助要素の 

温度評価に用いるフィルム熱伝達率について 

 

 

１．概要 

限界照射試験用要素の被覆管が開孔した場合、限界照射試験用要素のガスプレナム内に蓄積された

核分裂ガスが開孔部から放出され、開孔部に対面する限界照射試験用補助要素へ吹きつけることによ

り熱的な影響を受けるおそれがある。すなわち、放出された核分裂生成ガスは、第 1図に示すように

スプレー状となって限界照射試験用補助要素の被覆管の表面に吹きつけ、冷却材の除熱能力を低下さ

せる可能性がある。このため、熱設計においては、核分裂生成ガスの吹きつけによる影響を、限界照

射試験用補助要の被覆管表面温度計算の際に使用する被覆管表面と冷却材との間のフィルム熱伝達

率の変化として捉え、この値として模擬実験の結果を基に、通常の単相流状態での値より低い 1.0 

W/cm2℃が用いられれている。ここでは、フィルム熱伝達率の設定根拠について説明する。 

 

 

第 1 図 核分裂生成ガスジェット衝突モデル 
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２．フィルム熱伝達率の設定根拠 

ガスジェットが衝突している領域のフィルム熱伝達率は、米国アルゴンヌ国立研究所で行われたガ

ス放出模擬実験において得られたデータを基に設定されている。 この実験は、炉外ナトリウムルー

プに 3本のヒータピンを有する試験領域を設け、ピン束部の間隙に挿入したガス噴出孔からアルゴン

ガスを噴出させ、 そのガスジェットが衝突したヒータピンの表面温度を測定したものである。 

実験パラメータとしては、噴出ガス内圧、ガス噴出孔の口径、ヒータピンの熱流束、アルゴンガス

温度等ガスジェット衝突面での熱伝達特性に寄与する項目を選定している。これら実験のパラメータ

条件と試験用補助要素の設計値との関係は、第 1表に示すとおりであり、実験条件はほぼ限界照射試

験用補助要素の設計値と適合している。 

このガス放出模擬実験により得られたガスジェット衝突面でのフィルム熱伝達率を、ガス圧力にっ

いてまとめた結果を第 2図に示す。本実験結果から、最小値である 1.0 W/cm2℃をフィルム熱伝達率

として設定している。 

 

第 1 表 ガス放出模擬実験装置による実験と限界照射試験用補助要素の主要パラメータの比較 

項目 ガス放出模擬実験装置 限界照射試験用補助要素 

ヒ一夕ピンの外径 (mm) 5.84 6.4～7.5 

ピン配列間隔 (mm) 7.6 9.1 

発熱部長さ (cm) 60 55 

全流路断面積 (cm2) 1.48 2.06～2.27 

噴出ガス アルゴン 核分裂生成ガス 

噴出ガス温度 (℃) 510, 720 705 

ヒ一夕ピン熱流束 (W/cm) 25, 126, 250 196～239 

冷却材流量 (g/s) 40, 138, 184, 230 56～86 
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別紙 8 

照射燃料集合体の熱設計に用いる物性式 
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本申請における照射燃料集合体の熱設計で使用する物性定数のうち、酸化物燃料のペレット熱伝導

度式、及びギャップ熱伝達率設定式について別添 1および別添 2に示す。 

なお、先行試験と基礎試験においては照射挙動が不明確な材料を燃料材や被覆材に用いる試験であ

り、物性式を設工認段階において最新知見をもとに個別に設定することがある。 
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別添 1 

 

酸化物燃料の熱伝導度式 

 

 

MOX 燃料の熱伝導度は、燃料組成（Pu、Am 等）、酸素対金属比（Oxygen to Metal ratio : O/M 比）

及びペレット密度に大きく依存することが知られている。森本らは燃料組成（Am、Pu、Np）、O/M 比及

びペレット密度をパラメータとしてレーザーフラッシュ法を用いた測定結果[1]、[2]、[3]、[4]に基づき、

以下の MOX 燃料熱伝導度式を提案している[5]。 

 

𝜆𝜆0 =
1

0.01595 + 2.713 ⋅ 𝑥𝑥 + 0.3583 ⋅ 𝐴𝐴𝐴𝐴 + 0.06317 ⋅ 𝑁𝑁𝑁𝑁 + (2.493− 2.625 ⋅ 𝑥𝑥) × 10−4 ⋅ 𝑇𝑇

+
1.541 × 1011

𝑇𝑇2.5 𝑒𝑒𝑥𝑥𝑁𝑁 �−
15220
𝑇𝑇

� 

 

𝜆𝜆 =
1 − 𝑁𝑁

1 + 0.5𝑁𝑁
⋅ 𝜆𝜆0 

 
・・・(2) 

 𝜆𝜆0 : 100%TD における熱伝導度 (W/m/K) 

 𝜆𝜆 :気孔率 p での熱伝導度 (W/m/K) 

 𝑁𝑁 :気孔率(p = 1‐ρ、ρ ：密度) 

                 

 𝑥𝑥 :2.00-O/M（-） 

 O/M :化学量論比（-） 

 𝐴𝐴𝐴𝐴 :Am 含有率（-） 

 𝑁𝑁𝑁𝑁 :Np 含有率（-） 

 𝑇𝑇 :温度 (K) 

 

ここで、密度 ρについては、温度領域毎で以下のように設定している。 

ρ＝0.99（柱状晶領域）       1,900℃≦T  
ρ＝0.97（等軸晶領域）       1,400℃≦T ＜1,900℃ 

ρ＝燃料ペレット初期密度（不変化領域）   T ＜1,400℃ 

上記式で評価される熱伝導度の温度依存性を第 1図に、ペレット密度による熱伝導度の変化を第 2

図に示す。なお、Pu 含有率については、高速炉 MOX 燃料の仕様範囲（20-40wt%）においては熱伝導度

への影響がほとんどないことから[4]、上記の式においては Pu 含有率の依存項はない。 

 

 

  

・・・(1) 
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別添 2 

 

ギャップ熱伝達率設定式について 

 

 

１．ギャップ熱伝達率について 

ギャップ熱伝達率は、燃料溶融試験等の燃料中心温度が特定される照射試験により評価される。第

1図に燃料溶融試験の場合のギャップ熱伝達率の評価体系の概念を示すが、燃料中心温度は融点で特

定され*1、その位置の局所線出力と燃料の熱伝導度からペレット外表面温度が求まる。一方、冷却材

側から求めた被覆管内面温度との差によりギャップ部の上昇温度が求まり、その温度からギャップ熱

伝達率は評価される。この様にギャップ熱伝達率の評価においては、燃料熱伝導度を用いて温度評価

を行うことから、熱設計計算で用いる燃料熱伝導度とギャップ熱伝達率はセットで取り扱う必要があ

る。 

以上を踏まえ、照射期間中、燃料最高温度の熱設計基準値に対する余裕が最も小さくなる照射初期

のギャップ熱伝達率の評価モデルについて「常陽」照射試験データに基づき説明するとともに、「常

陽」ＭＫ－Ⅳ燃料設計用の照射初期のギャップ熱伝達率の設定について、以下に示す。 

 

２．ＭＫ－Ⅳ炉心燃料設計用のギャップ熱伝達率の設定 

「常陽」では、燃料溶融照射試験である B5D 試験[1]及び熱電対を用いた計測線付照射試験において

直接的に燃料中心温度を測定した INTA 試験[2]が行われており、ギャップ熱伝達率を評価している。

INTA 試験及び B5D 試験での燃料条件等について第 1 表に示す。これらの照射試験データに基づいて

評価したギャップ熱伝達率を第 2図に示した。ここで、燃料温度計算に用いる熱伝導度式については、

熱設計と同一の式を用いる必要があり、【別添 1】で説明した熱伝導度式を用いた。 

第 2図では、横軸に製造時ギャップ幅をとっており、ギャップ熱伝達率と製造時ギャップ幅の関係

を示している。この両者には相関があり、ギャップ幅が小さいほどギャップ熱伝達率が増加する傾向

があることが分かる。また、ペレットと被覆管のギャップ幅は燃料要素の線出力密度の増加に伴って

両者の熱膨張量の差等によっても縮小するため、線出力密度が増加するとギャップ熱伝達率は大きく

なる傾向がある。この様にギャップ熱伝達率は、線出力、製造時直径ギャップ幅等に関し依存性があ

り、これらの依存性を考慮した評価モデルを策定する。一般的なガス熱伝達率のモデル[3]をベースに

以下の評価式を策定し、INTA 試験及び B5D 試験から評価したギャップ熱伝達率の測定値に基づき、

各係数 (C1 から C4 ) の最適な組み合わせを求め、ギャップ熱伝達率評価モデルとした[4]。 

 

ℎ𝑔𝑔 =
𝐶𝐶1 + 𝐶𝐶2 ∙ 𝑄𝑄

𝐺𝐺0 − 𝐶𝐶3 ∙ 𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 ∙ 𝑄𝑄 + 𝐶𝐶4
 

 

hg：ギャップ熱伝達率 (W/cm2/℃) 

G0：製造時直径ギャップ幅 (cm) 

 
*1 溶融が生じた燃料カラム中、燃料の溶融が正に開始する軸方向位置では、燃料ペレットの中心温度は融点で特定さ

れる。 
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Dpin：製造時被覆管内径 (cm)

Q：線出力 (W/cm)

C1～C4 は照射試験及び物性値から評価し設定される係数で、以下の通り。

C1：ギャップ部のガス熱伝導度に由来する係数 (W/cm/℃)

C2：燃料ペレットの熱膨張係数に由来する係数 (1/℃)

C3：燃料ペレットの熱膨張係数に由来する係数 (cm/W)

C4：温度ジャンプ距離に由来する係数 (cm)

３．熱設計計算方法の妥当性について 

２.において設定したギャップ熱伝達率を用いて、INTA 試験及び B5D 試験の試験燃料要素の燃料中

心温度の計算を行い、計算値と測定値を比較することで、本熱設計計算方法の妥当性を確認する。こ

こで、計算はノミナル条件と不確かさを考慮したホットスポット条件で行った。ホットスポット条件

で考慮する工学的安全係数としては、ギャップ熱伝達率誤差及びペレット熱伝導度誤差の係数を考慮

することとした。ノミナル条件での燃料中心温度の測定値と計算値の比較を第 3図に、ホットスポッ

ト条件で測定値と計算値の比較を第 4図に示した。

ノミナル条件での燃料中心温度の測定値と計算値の差について、第 3図に示すように計測値と計算

値が比較的よい一致を示している。また、ホットスポット条件では、第 4図に示すように、計算値が

測定値を上回る保守的な評価となっていることが分かる。 

以上の結果より、このギャップ熱伝達を含む熱設計計算方法は、燃料中心温度を保守的に評価し燃

料溶融防止の観点で妥当性を有する。
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第 1表 「常陽」で実施された熱的性能に係る照射試験実績 

 

項目 INTA-1 INTA-2 B5D-2 

試験種別 計測線付試験 計測線付試験 燃料溶融試験 

照射時期 1985 年～1986 年 1991 年 1992 年 

被覆管 外径 mm 6.5 7.5 7.5 

仕様 肉厚 mm 0.47 0.40 0.40 

燃料ペレ

ット仕様 

外径 mm 5.39 6.50～6.56 6.45～6.56 

ギャップ幅

mm 
0.17 0.11～0.21 0.13～0.24 

O/M 比 1.94 1.95～1.96 1.96～1.98 

密度%TD 86 90～95 91～95 

Pu 含有率 wt% 29.6 18.9 19.4～19.5 

形状 中空 中空 中実 

照射開始時点の 

Am 含有率 wt% 
約 0.34 約 0.62 約 0.66 

照射期間 EFPD 約 220 約 7 約 0.16 

最高線出力 W/cm 約 280 約 320 約 700 
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第 1 図 燃料溶融照射試験によるギャップ熱伝達率評価の概念図 

 

 
第 2 図 ギャップ熱伝達率とギャップ幅の関係 (B5D 試験、INTA 試験) 
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第 3 図 燃料中心温度の測定値と計算値 (ノミナル温度) の比較 

(B5D 試験、INTA 試験) 

 

第 4 図 燃料中心温度の測定値と計算値 (HS 温度) の比較 

(B5D 試験、INTA 試験) 
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別紙 9 

照射燃料集合体の工学的安全係数 
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照射燃料集合体においても、工学的安全係数は炉心燃料集合体と同様に設定する。ただし、照射用

燃料集合体に装荷される燃料要素（特殊燃料要素及び試験用燃料要素）は、試験ごとに要素の寸法、

材料等の仕様が異なる。そのため、炉心燃料要素のように一律に設定することができない。 

また、燃料製造の観点からは、炉心燃料要素と照射燃料集合体に装填される燃料要素には以下のよ

うな違いがある。 

・炉心燃料   ： 検査で合格した製造ロットで構成されている。 

・照射燃料集合体に装填される燃料要素： 炉心燃料と同様に検査で合格した製造ロットで構成

されているが、試験評価のために基本的には燃料ペ

レットの充填位置も含め管理している

なお、個別の考慮で、炉心燃料要素では、熱設計は 

。一方、照射燃料集合体に装填される

燃料要素（特殊燃料要素及び試験用要素）の熱設計では、 

。なお、照射燃料集合体に装填される燃料要素は、燃料ペレットの

充填位置も含め管理する。 

設置変更許可申請書には、工学的安全係数で考慮する項目のうち、燃料要素の仕様によらず共通す

る 

を考慮した 1.05 のみを記載する。その他の燃料要素仕様に係る項目については、個別に考慮

する。 

[216]
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第１表 照射燃料集合体の工学的安全係数 

工学的安全係数 1.05 
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クリープ寿命分数和の計算 
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クリープ寿命分数和の評価式を以下に示す。当該式は、被覆管にかかる応力が、燃焼進行とともに

単調増加することを考慮したものであり、被覆管温度及び応力で定まるクリープ破断時間（tr）に対

する使用時間（Δti）の比の総和が 1を超えないことにより、クリープ破損が防止されることを確認

する。 

 

CDF = ��
∆𝑡𝑡𝑖𝑖
𝑡𝑡𝑟𝑟𝑖𝑖
�

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

 

 

CDF ： クリープ寿命分数和 

i ： 燃料要素の使用期間をn個に分割したときの第i番目の区間 

∆𝑡𝑡𝑖𝑖 ： 第i区間の時間長さ 

tri ： 第i区間の条件 (被覆管温度、応力) で定まるクリープ破断時間 

 

クリープ破断時間（tr）は、大気中、ナトリウム中、炉内のクリープ破断試験データに基づき評価

式を策定するとともに、保守性を考慮した設計応力強さにより求める。すなわち、大気中のクリープ

強度の下限評価値（SR）に対し、その強度を保守側に 0.8 倍して設定した強度（St； St＝0.8×SR）を

用いる。このことは、破断時間に対して約 2倍以上の安全余裕を有することに対応する。この Stに対

し、ナトリウム中・炉中での強度低減効果 (環境効果) を考慮した強度（St*）を設定し、上記評価式

のクリープ破断時間（tr）を算出する。 

 

運転中被覆管にかかる応力としては、主に燃焼で生じる核分裂生成物ガス（以下、FP ガス）、初期

封入ガス、燃料ペレット内の蒸発性不純物ガスから成るガス内圧であり、燃焼進行に伴う FP ガス量

の増加により内圧は上昇していく。この内圧による被覆管円周方向のクリープ破断を生じないように

するため、クリープ寿命分数和を評価する。被覆管の周方向応力の算出においては、被覆管の肉厚は

最も薄くなる場合を想定する必要があり、製造公差、核分裂生成物 (FP) による内面腐食及び冷却材

ナトリウムによる外面腐食による減肉量も考慮する。 
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照射燃料集合体の機械設計の制限について 
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１．照射燃料集合体の機械設計において想定する破損様式 

照射燃料集合体の機械設計においても、炉心燃料集合体と同様、ASME Sec.Ⅲを参考に使用期間中

の燃料集合体の構造健全性の保証を目的として、使用材料の特性を考慮し、以下の破損様式を防止す

るために制限を設ける。 

① 一次応力による引張破断 

② 一次応力によるクリープ破断 

③ 一次及び二次応力による過大な塑性変形 

④ 一次及び二次応力による過大なクリープ変形 

⑤ 疲労破損 

⑥ クリープ疲労破損 

⑦ 座屈 

 

ただし、照射燃料集合体の場合、試験目的に応じて計画された範囲でその健全性を喪失させる試験

を行うことがある。そのため、上記の破損様式のうち、破損を前提とすることもある。また、短時間

の照射試験のため、長期荷重による破損を考慮する必要がないものもある。この場合、2.2 項の制限

のうち、該当の制限については当該集合体の設計において考慮しない。 
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２．燃料集合体の構造設計方針 

１．で示した破損様式の防止のための燃料集合体の構造設計方針を以下に記す。 

ただし、照射燃料集合体の場合、試験目的に応じて計画された範囲でその健全性を喪失させる試験

を行うことがあり、計画的に被覆管をクリープ破損させることがある。また、短時間の照射試験のた

め、長期荷重による破損を考慮する必要がないことがある。この場合、2.2 の制限のうち、該当の制

限については当該集合体の設計において考慮しない。 

 

2.1 使用記号 

𝐵𝐵 ：使用分数の制限値（1.0） 

𝐷𝐷 ：累積クリープ疲労損傷制限値 

𝐷𝐷𝑐𝑐 ：累積クリープ損傷係数 

𝐷𝐷𝑓𝑓 ：累積疲労損傷係数 

𝑖𝑖 ：負荷サイクル数 

𝑁𝑁𝑑𝑑𝑖𝑖 ：負荷サイクル𝑖𝑖に対する許容繰り返し数 

𝑛𝑛𝑖𝑖 ：負荷サイクル𝑖𝑖の回数 

𝑃𝑃𝑏𝑏 ：一次曲げ応力強さ 

𝑃𝑃𝐿𝐿 ：一次局部膜応力強さ（一次一般膜応力強さ𝑃𝑃𝑚𝑚を含む） 

𝑃𝑃𝑚𝑚 ：一次一般膜応力強さ 

𝑄𝑄 ：二次応力 

𝑆𝑆𝑚𝑚 ：設計応力強さ（別添 1参照） 

𝑆𝑆𝑞𝑞 ：使用期間中の最高及び最低温度のそれぞれに対して定める設計降伏点の平均値 

𝑡𝑡𝑖𝑖 ：全寿命のうち、平均温度𝑇𝑇𝑖𝑖において一次一般膜応力強さが(𝑃𝑃𝑚𝑚)𝑖𝑖である負荷サイ

クル𝑖𝑖の累積持続時間 

𝑡𝑡𝑚𝑚𝑖𝑖 ：温度𝑇𝑇𝑖𝑖、応力強さ(𝑃𝑃𝑚𝑚)𝑖𝑖に対する許容時間 

 

2.2 制限 

（１）一次応力による引張破断 

一次応力強さによる引張破断については、次式を用いて構造健全性を評価する。延性破

断防止の観点から一次一般膜応力強さに対して制限を設け、塑性崩壊防止の観点から一次

曲げ応力を加えた全一次応力強さに対して制限を設ける。 

 

a. 一次一般膜応力に対する制限 

𝑃𝑃𝑚𝑚 ≤ 𝑆𝑆𝑚𝑚 

 

b. 一次膜応力＋一次曲げ応力強さに対する制限 

𝑃𝑃𝐿𝐿 + 𝑃𝑃𝑏𝑏 ≤ 1.5𝑆𝑆𝑚𝑚 
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（２）一次応力によるクリープ破断【クリープ寿命分数和の計算：別紙 11参照】 

一次応力によるクリープ破断については、次式を用いて評価する。 

 

�
𝑡𝑡𝑚𝑚𝑖𝑖

𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖

≤ 𝐵𝐵 

 

（３）一次及び二次応力による過大な塑性変形と一次及び二次応力による過大なクリープ変形 

進行性ひずみ防止及び疲労評価の観点から、以下の制限を設ける。 

 

a. クリープ温度未満 

𝑃𝑃𝐿𝐿 + 𝑃𝑃𝑏𝑏 + 𝑄𝑄 ≤ 3𝑆𝑆𝑚𝑚 

 

b. クリープ温度以上 

𝑃𝑃𝐿𝐿 + 𝑃𝑃𝑏𝑏 + 𝑄𝑄 ≤ 𝑆𝑆𝑞𝑞 

 

（４）疲労破損【疲労損傷和及び累積損傷和の計算：別紙 13 参照】 

疲労評価については、次式を用いて評価する。 

 

�
𝑛𝑛𝑖𝑖
𝑁𝑁𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖

≤ 1.0 

 

（５）クリープ疲労破損【疲労損傷和及び累積損傷和の計算：別紙 13 参照】 

次式の線形損傷則で評価する。𝐷𝐷𝑓𝑓の算出でクリープの影響を考慮する。 

 

𝐷𝐷𝑓𝑓 + 𝐷𝐷𝑐𝑐 ≤ 𝐷𝐷 

 

累積クリープ疲労損傷係数の制限値𝐷𝐷は第 2.1 図を用いる。 
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第 2.1 図 累積クリープ疲労損傷係数の制限値 

 

（６）座屈 

ラッパ管では完全な塑性曲げ崩壊挙動を示し、大変形効果による形状不安定現象である

曲げ座屈は生じにくく、崩壊の方が先に生じる。また被覆管の場合、ラッパ管より厚肉で

あるので曲げ座屈はさらに生じにくく、崩壊点以下では曲げ座屈は生じない。 

したがって、ラッパ管及び被覆管に対して通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に

おける一次膜応力＋一次曲げ応力の制限を満足していれば、座屈は生じず塑性崩壊も防止

される。 

プレナムスリーブの座屈は、プレナムスリーブにかかる圧縮荷重をオイラー座屈荷重に

よって制限する。 
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３．燃料要素の耐震設計方針 

地震時については、地震という交番する短期荷重が負荷された状態であり、１．の 7項目の破損様

式のうち、一次応力による引張破断、疲労破損又はクリープ疲労破損を防止すれば燃料被覆管の閉じ

込め機能は維持できる。 

 

3.1 使用記号 

𝑃𝑃𝑏𝑏 ：一次曲げ応力強さ 

𝑃𝑃𝐿𝐿 ：一次局部膜応力強さ（一次一般膜応力強さ𝑃𝑃𝑚𝑚を含む） 

𝑃𝑃𝑚𝑚 ：一次一般膜応力強さ 

𝑆𝑆𝑢𝑢 ：設計引張強さ 

𝑆𝑆𝑦𝑦 ：設計降伏点 

 

3.2 制限 

（１）一次応力による引張破断 

「実用発電用原子炉の燃料体に対する地震の影響の考慮について」（平成 29 年 2 月 15

日 原子力規制庁）の燃料被覆管の閉じ込め機能が維持できることの判断基準を参考に、

燃料要素被覆管について以下の制限を設ける。 

 

a. 地震以外の荷重＋弾性設計用地震動 Sd による地震力 

𝑃𝑃𝐿𝐿 + 𝑃𝑃𝑏𝑏 ≤ 𝑆𝑆𝑦𝑦 

 

b. 地震以外の荷重＋基準地震動 Ssによる地震力 

𝑃𝑃𝐿𝐿 + 𝑃𝑃𝑏𝑏 ≤ 𝑆𝑆𝑢𝑢 

 

 

（２）疲労破損又はクリープ疲労破損 

２．（５）のクリープ疲労破損の制限を満足することとする。 
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別添 1 

 

設計応力強さ（Sm）の設定について 

 

 

１．概要 

照射燃料集合体の設計応力強さ（Sm）設定は、基本的に炉心燃料集合体の燃料設計と同じとする。 

なお、照射燃料集合体においては照射挙動が不明確な材料を燃料材や被覆材に用いる試験もあり、

物性式を設工認段階において最新知見をもとに個別に設定することがある。 

 

 

２．設計応力強さ（Sm）の設定 

炉心燃料集合体における Smの設定と同様、材料の設計降伏強さ（Sy）と設計引張強さ（Su）の両者

を考慮して決められる。設計応力強さ（Sm）は以下の方法にしたがって作成した。 

 

𝑆𝑆𝑚𝑚 = min �
1
2
𝑆𝑆𝑢𝑢𝑅𝑅𝑅𝑅,

3
4
𝑆𝑆𝑦𝑦𝑅𝑅𝑅𝑅,

1
2
𝑆𝑆𝑢𝑢𝐻𝐻𝑅𝑅,

3
4
𝑆𝑆𝑦𝑦𝐻𝐻𝑅𝑅� 

𝑆𝑆𝑢𝑢𝑅𝑅𝑅𝑅:室温での規格引張強さ 

𝑆𝑆𝑦𝑦𝑅𝑅𝑅𝑅:室温での規格降伏点 

𝑆𝑆𝑢𝑢𝐻𝐻𝑅𝑅:当該温度における設計引張強さ 

𝑆𝑆𝑦𝑦𝐻𝐻𝑅𝑅:当該温度における設計降伏点 

 

 

  

[226]



43 条-別紙 12-別添 1-2 

 

（１）SUS316 相当ステンレス鋼 

 

 

（２）高 Ni オーステナイト系ステンレス鋼(A) 
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（３）高速炉用フェライト系ステンレス鋼 
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別紙 13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

疲労損傷和及び累積損傷和の計算 
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疲労損傷和（Df）は、以下の式により評価する。当該式は、使用期間中の原子炉起動・停止や運転

時の異常な過渡事象等の出力変動に伴う負荷サイクルによる多数回の繰返し歪みの発生回数に対し、

温度や歪み範囲等に依存する材料特有の許容繰返し数との比の総和として、疲労損傷和（Df）を定義

する。 

疲労損傷和 Df ＝ ∑ 𝑛𝑛𝑖𝑖
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖  

ここで、Ndi： 負荷サイクル iに対する許容繰返し数 

ni： 負荷サイクル iの回数である。 

 

累積疲労サイクルに係る評価では、上記疲労損傷和（Df）に、被覆管が高温下で使用されることに

よるクリープ寿命分数和（Dc）を考慮し、累積損傷和（Df＋Dc）が 1.0 以下となることを確認する。 

 

疲労損傷和の許容繰返し数（Nd）は、評価した最大歪を用いて疲労線図により算出する。 

SUS316 相当ステンレス鋼及び高 Niオーステナイト系ステンレス鋼(A)について、ASME Code Case 

N-47 の 316 ステンレス鋼弾性解析用疲労線図を準用するものとする。SUS316 相当ステンレス鋼及び

高 Niオーステナイト系ステンレス鋼(A)の疲労損傷評価に用いる疲労線図を第 1図に示す。 

高速炉用フェライト系ステンレス鋼については、2.25Cr-1Mo 鋼の疲労線図を 50℃嵩上げしたもの

を準用する。高速用フェライト系ステンレス鋼の疲労損傷評価に用いる疲労線図を第 2図に示す。 
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第 1 図 疲労線図（SUS316 相当ステンレス鋼、高 Ni オーステナイト系ステンレス鋼(A)） 

 

第 2 図 疲労線図（高速炉用フェライト系ステンレス鋼） 
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別紙 14 

燃料溶融時における燃料と被覆管の相互作用による歪 
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１．概要 

燃料の一部溶融を伴う試験（溶融限界線出力試験）時には、燃料の一部を溶融させるため燃料の膨

張が大きくなり、被覆管の膨張を考慮してもギャップを消滅させ、被覆管の歪を生じ、さらに被覆管

の破損を生じる可能性がある。そのため、燃料と被覆管の相互作用による被覆管の円周方向引張全歪

を 3%以内に抑えることとしている。 

 

２．計算方法 

2.1 計算条件 

計算条件は以下とする。 

1. 燃料ペレットは相変化に伴う膨張及び熱膨張を、被覆管は熱膨張を考慮する。照射に伴う中心

空孔の生成、等軸晶及び柱状晶の組織変化による収縮は考慮しない。 

2. 燃料ペレットは、温度分布に沿って径方向に自由膨張するものとする。 

3. 燃料ペレットの相変化に伴う膨張は、溶融先端の燃料ペレットを押し上げて軸方向に生じるも

のとする。 

4. 燃料ペレットは、液相及び固相で非圧縮性とする。 

 

 

第 1 図 被覆管歪の計算モデル 
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2.2 計算式 

前項に基づき、被覆管歪を以下の式で計算する。 

 

(1) 燃料の膨張 

溶融発生時の燃料ペレット膨張量は、次式により計算する。 

Δ𝑟𝑟𝑓𝑓 = �固相内部の内面の膨張量�+ �固相部の厚みの膨張量� 

        = 𝑟𝑟𝑚𝑚 ∙ 𝛼𝛼𝑓𝑓(𝑇𝑇𝑚𝑚) ∙ (𝑇𝑇𝑚𝑚 − 𝑇𝑇𝑜𝑜) + � 𝛼𝛼𝑓𝑓 �𝑇𝑇𝑓𝑓(𝑟𝑟)� ∙ �𝑇𝑇𝑓𝑓(𝑟𝑟)− 𝑇𝑇𝑜𝑜�
𝑟𝑟𝑠𝑠

𝑟𝑟𝑚𝑚
𝑑𝑑𝑟𝑟 

 

ここで、 
Δ𝑟𝑟𝑓𝑓 ：燃料ペレット外半径の膨張量（mm） 
𝑟𝑟𝑚𝑚 ：燃料ペレット溶融半径（mm） 
𝑟𝑟𝑆𝑆 ：燃料ペレット製造時外半径（mm） 
𝛼𝛼𝑓𝑓(𝑇𝑇) ：燃料ペレットの熱膨張係数（／℃） 
𝑇𝑇𝑓𝑓(𝑟𝑟) ：燃料ペレットの径方向温度分布（℃） 
𝑇𝑇𝑚𝑚 ：燃料の融点（℃） 
𝑇𝑇𝑜𝑜 ：室温（20℃） 

である。 

 

(2) 被覆管内半径及び外半径の熱膨張 

被覆管内半径及び外半径は、各々次式により計算する。 

Δ𝑟𝑟𝑐𝑐𝑐𝑐 = 𝑟𝑟𝑐𝑐𝑐𝑐 ∙ 𝛼𝛼𝑐𝑐(𝑇𝑇𝑐𝑐) ∙ (𝑇𝑇𝑐𝑐 − 𝑇𝑇𝑜𝑜)  

Δ𝑟𝑟𝑐𝑐𝑜𝑜 = 𝑟𝑟𝑐𝑐𝑜𝑜 ∙ 𝛼𝛼𝑐𝑐(𝑇𝑇𝑐𝑐) ∙ (𝑇𝑇𝑐𝑐 − 𝑇𝑇𝑜𝑜)  
ここで、 
Δ𝑟𝑟𝑐𝑐𝑐𝑐 ：被覆管内半径の増加量（mm） 
Δ𝑟𝑟𝑐𝑐𝑜𝑜 ：被覆管外半径の増加量（mm） 
𝑟𝑟𝑐𝑐𝑐𝑐 ：被覆管内半径（mm） 
𝑟𝑟𝑐𝑐𝑜𝑜 ：被覆管外半径（mm） 
𝛼𝛼𝑐𝑐(𝑇𝑇) ：被覆管の熱膨張係数（／℃） 
𝑇𝑇𝑐𝑐 ：被覆管温度（℃） 

である。 

 

(3) 被覆管歪量 

溶融発生時の被覆管歪量は、以下の式で計算する。 

𝜀𝜀 =
�膨張した燃料と膨張した被覆管のオーバーラップ量�

�膨張した被覆管の外半径�
 

    =
Δ𝑟𝑟𝑓𝑓 − Δ𝑟𝑟𝑐𝑐𝑐𝑐 − Δ𝐺𝐺

𝑟𝑟𝑐𝑐𝑜𝑜 + Δ𝑟𝑟𝑐𝑐𝑜𝑜
 

 

ここで、 
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𝜀𝜀 ：被覆管歪（－） 
Δ𝐺𝐺 ：被覆管と燃料との間のギャップ（mm） 

である。 
 

３．評価モデルの保守性 

なお、被覆管歪については以下に示すような保守性が見込まれる。 

・温度分布計算における保守性 

燃料ペレットの膨張量計算に用いる燃料の径方向温度分布は、熱計算の計算手法で計算され

る。この中で用いるギャップ熱伝達率の物性値は、実験データを基に保守的に設定されている

ことから、燃料ペレットの表面温度が高めに評価される。このため、燃料ペレットの熱膨張量

も過大に評価される。これに対し、被覆管の温度評価は燃料ペレットの径方向温度分布評価に

比べて誤差は小さい。 

・自由膨張モデルの保守性 

燃料ペレットは、温度分布に沿って径方向に自由膨張するものとしている。このように燃料

ペレットが径方向に自由膨張するには、ペレットにクラック等が十分生じていることが必要で

あるが、EBR-Ⅱでの Power-to Melt（溶融限界線出力）試験の照射後試験結果によれば、ペレ

ットが径方向に自由膨張するに足るクラック等は観察されていない。この場合、ペレットの膨

張はペレットの最外周の熱膨張量に拘束されるため、ペレットの膨張量は減少する。したがっ

て、クラック等が発生した場合には、発生しない場合に比べて膨張量は大きくなる。 

・非圧縮モデルの保守性 

燃料ペレットは、液相及び固相で非圧縮性としている。これに対し、プルトニウム・ウラン

混合酸化物焼結ペレットは、高温下で比較的容易にクリープダウンすることが知られており、

膨張したペレットは被覆管の拘束力によってある程度圧縮されるものと考えられる。したがっ

て、被覆管の歪の発生に寄与するペレットの膨張量は減少することとなる。 

以上のように、被覆管歪モデルは、燃料の膨張量Δ𝑟𝑟𝑝𝑝を過大評価し、その結果被覆管歪量𝜀𝜀も過大に

評価することから、保守的な評価であると言える。 
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